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第３編：『近代イギリス財政政策史研究』：要旨 

（平成5年度科研費｢研究成果公開促進費｣交付，勁草書房，1994年2月刊，501頁） 

 

≪研究の構成＝詳細目次≫  

 

序章  課題と方法 

 

 

第1部  自由主義期における財政政策 

 

第1章  地方財政政策―自由主義期における国庫補助金問題 

      1  はじめに 

      2  イギリス資本主義の確立と国庫補助金問題 

        （1）社会政策及び治安維持政策と国庫補助金 

        （2）自由貿易政策及び農業政策と国庫補助金 

      3  穀物法撤廃と国庫補助金問題 

        （1）社会政策＝救貧・教育行政と国庫補助金 

          （1）救貧行政 

（2）教育行政 

        （2）治安維持政策＝司法・警察行政と国庫補助金 

             （1）司法行政 

             （2）警察行政 

        （3）穀物法撤廃と国庫補助金 

             （1）1845年マイルズ修正案とその否決 

             （2）穀物法撤廃と1846年国庫補助金 

        （4）穀物法撤廃の完全実施と国庫補助金要求 

             （1）1849年ディズレーリ動議とその否決 

             （2）1850年ディズレーリ動議とその否決 

      4  土地改良と国庫補助金問題 

        （1）治安維持政策＝司法・警察行政と国庫補助金 

             （1）司法行政 

             （2）警察行政 

        （2）社会政策＝救貧・教育行政と国庫補助金 

             （1）救貧行政 

             （2）教育行政 

        （3）政府財産2対する地方税と国庫補助金 

        （4）土地改良と国庫補助金 

              （1）1868年ロペス決議案とその撤回 
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              （2）1869年ロペス動議とその撤回 

              （3）1870年「地方課税調査特別委員会」の設置と報告書の提出 

              （4）1871年ロペス動議とその否決 

              （5）1871年「ゴウシェン報告書」の提出と関連法案の撤回 

              （6）1872年ロペス決議案とその可決 

              （7）第2次ディズレーリ保守党内閣の成立と1874年国庫補助金 

      5  総括―自由主義期における国庫補助金問題 

 

第2章  地方財政政策 −−ロンドン地方財政問題と1877年「超過取得」規定の実現 

      1  はじめに 

      2  ロンドンの都市改善と地方財政問題 

        （1）ロンドンの都市改善 

        （2）ロンドンの地方財政問題 

      3  1866年「首都地方自治体等調査特別委員会」勧告と「特別改善地方税」要求 

        （1）1866年「首都地方自治体等調査特別委員会」勧告 

        （2）「特別改善地方税」要求 

      4  1877年法における「超過取得」規定の実現 

      5  総括―1877年「超過取得」規定の実現のもつ歴史的意義 

 

第3章  国家財政政策―1853年関税＝財政改革における「不動産・継承的動産取得税」の成立 

      1  はじめに 

      2  1830年代末における相続・相続税制度と土地改良諸法の成立 

        （1）1830年代末における相続制度 

        （2）1830年代末における相続税制度とその規定要因 

        （3）土地改良諸法の成立 

      3  相続税改革要求とアバディーン内閣の成立 

        （1）トーリー政権下における相続税改革要求 

        （2）ホイッグ政権下における相続税改革要求 

        （3）自由貿易推進決議とアバディーン内閣の成立 

      4  1853年関税＝財政改革における「不動産・継承的動産取得税」の成立 

        （1）不動産・継承的動産取得税創設の政策的意図 

        （2）不動産・継承的動産取得税の内容 

        （3）不動産・継承的動産取得税をめぐる対立 

      5  総括―1853年「不動産・継承的動産取得税」成立のもつ歴史的意義 

 

第4章  自由主義期における貴族院問題 

      1  はじめに 

      2  トーリーの分裂と貴族院問題 

      3  金銭法案をめぐる貴族院問題 
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       （1）国王ないし内閣の国家の歳出・歳入に関する「発議権」 

        （2）金銭法案をめぐる貴族院問題 

      4  金銭法案以外の法案をめぐる貴族院問題 

      5  貴族院改革問題 

      6  総括―自由主義期における貴族院問題 

 

 

 第 2 部  19世 紀末「大不況」期にお ける財政政策 

 

第1章  地方財政政策―「大不況」期における国庫補助金問題 

      1  はじめに 

      2  「農業大不況」と国庫補助金問題 

        （1）社会政策及び治安維持政策と国庫補助金 

        （2）農業大不況と国庫補助金要求 

        （3）国庫補助金と地方自治体改革問題 

      3  第2次グラッドストーン自由党政権下における国庫補助金要求 

        （1）1882年ペイジット決議案の否決と道路補助金 

        （2）1882年「農業諸階級窮迫調査勅命委員会」の最終報告書の提出 

        （3）1883年ペル決議案に対するグレイ修正案の可決 

        （4）1884年ペル修正案の可決 

        （5）1885年ヒックス・ビーチ修正案の可決 

        （6）1885年総選挙と1886年ロジャーズ決議 

      4  第2次ソールズベリ保守党政権下における1888年「指定収入」制の成立 

        （1）ゴウシェン大蔵大臣と1887年道路補助金 

        （2）1888年「地方自治法」における「指定収入」制の成立 

            （1）1888年「地方自治法案」の提出 

            （2）財政演説におけるゴウシェンの「指定収入」提案 

           （3）1888年「地方自治法」における「指定収入」制の内容 

      5  総括―1888年「地方自治法」における「指定収入」制成立の歴史的意義 

 

第2章  地方財政政策―ロンドン地方財政問題と1895年「土地増価還元賦課金」の成立 

      1  はじめに 

      2  チャールズ2世下の立法における「増価還元条項」と1882年「継承的不動産権設定地法」 

の成立 

         （1）チャールズ2世下の立法における「増価還元条項」 

         （2）厳格継承的不動産権設定の普及 

        （3）1882年「継承的不動産権設定地法」の成立 

      3  住宅立法における「相殺」規定と1885年『労働者階級住宅事情調査勅命委員会報告書』 

における「増価還元」勧告 

              （2）1869年ロペス動議とその撤回 

              （3）1870年「地方課税調査特別委員会」の設置と報告書の提出 

              （4）1871年ロペス動議とその否決 

              （5）1871年「ゴウシェン報告書」の提出と関連法案の撤回 

              （6）1872年ロペス決議案とその可決 

              （7）第2次ディズレーリ保守党内閣の成立と1874年国庫補助金 

      5  総括―自由主義期における国庫補助金問題 

 

第2章  地方財政政策 −−ロンドン地方財政問題と1877年「超過取得」規定の実現 

      1  はじめに 

      2  ロンドンの都市改善と地方財政問題 

        （1）ロンドンの都市改善 

        （2）ロンドンの地方財政問題 

      3  1866年「首都地方自治体等調査特別委員会」勧告と「特別改善地方税」要求 

        （1）1866年「首都地方自治体等調査特別委員会」勧告 

        （2）「特別改善地方税」要求 

      4  1877年法における「超過取得」規定の実現 

      5  総括―1877年「超過取得」規定の実現のもつ歴史的意義 

 

第3章  国家財政政策―1853年関税＝財政改革における「不動産・継承的動産取得税」の成立 

      1  はじめに 

      2  1830年代末における相続・相続税制度と土地改良諸法の成立 

        （1）1830年代末における相続制度 

        （2）1830年代末における相続税制度とその規定要因 

        （3）土地改良諸法の成立 

      3  相続税改革要求とアバディーン内閣の成立 

        （1）トーリー政権下における相続税改革要求 

        （2）ホイッグ政権下における相続税改革要求 

        （3）自由貿易推進決議とアバディーン内閣の成立 

      4  1853年関税＝財政改革における「不動産・継承的動産取得税」の成立 

        （1）不動産・継承的動産取得税創設の政策的意図 

        （2）不動産・継承的動産取得税の内容 

        （3）不動産・継承的動産取得税をめぐる対立 

      5  総括―1853年「不動産・継承的動産取得税」成立のもつ歴史的意義 

 

第4章  自由主義期における貴族院問題 

      1  はじめに 

      2  トーリーの分裂と貴族院問題 

      3  金銭法案をめぐる貴族院問題 
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      4  ロンドンの地方財政問題とロンドン州議会における進歩派の形成 

          （1）ロンドンの地方財政問題 

          （2）土地課税運動の展開とロンドン州議会における進歩派の形成 

      5  保守党政権下における増価還元法案の不成立 

          （1）1890年の増価還元法案と庶民院特別委員会での否決 

          （2）1892年の増価還元法案と庶民院特別委員会での否決 

      6  自由党政権下における増価還元法案の成立 

          （1）1893年の増価還元法案と貴族院委員会での否決 

（2）1894年の増価還元法案と貴族院特別委員会での増価還元原則の承認 

          （3）1895年の増価還元法案の成立 

          （4）1895年法における「土地増価還元賦課金」の内容 

      7  総括―1895年「土地増価還元賦課金」成立のもつ歴史的意義 

 

第3章  補論1―『都市借地調査特別委員会報告書（1892年）』と地方地価税要求 

      1  はじめに 

      2  土地課税運動 

          （1）Ｈ・ジョージの土地単1税論と土地課税運動の開始 

          （2）『労働者階級住宅事情調査勅命委員会第1次報告書（1885年）』における 

空閑地地方課税勧告 

      3  『都市借地調査特別委員会報告書（1892年）』の概括的内容 

          （1）「都市借地調査特別委員会」の設置 

          （2）『都市借地調査特別委員会報告書（1892年）』の概括的内容 

      4  「大不況」期における地方地価税要求 

          （1）地方税分割案について 

          （2）復帰権の資本価値課税提案について 

          （3）相続税による都市不動産の資本価値課税原則について 

          （4）土地・建物の分離評価による土地特別課税および 

空閑建築用地の資本価値課税案について 

 

第4章  補論2―『都市借地調査特別委員会報告書（1889年）』と都市借地制度改革要求 

      1  はじめに 

      2  都市借地（・借家）問題と不動産賃借権解放運動 

          （1）都市借地（・借家）問題 

          （2）不動産賃借権解放運動 

      3  『都市借地調査特別委員会報告書（1889年）』の概括的内容 

          （1）「都市借地調査特別委員会」の設置 

          （2）『都市借地調査特別委員会報告書（1889年）』の概括的内容 

      4  都市借地（・借家）制度改革要求 

          （1）不動産賃借権解放提案 
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         （2）改善等に対する補償提案 

              （1）アイルランド 

              （2）イングランド・ウエールズ 

          （3）展望−−第1次世界大戦以降の政策展開 

              （1）土地調査委員会『都市報告書（1914年）』第3部 

              （2）第1次世界大戦以降の政策展開 

 

第5章  国家財政政策―「大不況」期における相続税改革 

      1  はじめに 

      2  1880年における相続・相続税制度と1882年「継承的不動産権設定地法」の成立 

         （1）1880年における相続制度 

          （2）1880年における相続税制度とその規定要因 

          （3）「農業大不況」による1882年「継承的不動産権設定地法」の成立 

      3  自由党政権下における相続税改革 

          （1）相続税改革の一般的背景とグラッドストーンの相続税改革 

          （2）農村地方税救済要求とチルダースの相続税改革案の失敗 

      4  「非公認綱領」における累進的相続税提案 

      5  保守党政権下における相続税改革 

          （1）保守党政権下における相続税改革の背景 

          （2）チャーチルの相続税改革とその失敗 

          （3）ゴウシェンによる1888年の相続税改革 

          （4）ゴウシェンによる1889年の相続税改革 

      6  自由党政権下における1894年相続税改革 

          （1）土地課税運動の展開と自由党政権の成立 

          （2）1894年度予算における相続税改革提案 

          （3）1894年相続税改革の内容 

          （4）1894年相続税改革をめぐる対立 

      7  総括―1894年相続税改革のもつ歴史的意義 

第6章  「大不況」期における貴族院問題 

      1  はじめに 

      2  自由党の分裂と貴族院問題 

      3  金銭法案以外の法案をめぐる貴族院問題 

      4  金銭法案をめぐる貴族院問題 

      5  貴族院改革問題 

      6  総括―「大不況」期における貴族院問題 

 

 

 

 

      4  ロンドンの地方財政問題とロンドン州議会における進歩派の形成 

          （1）ロンドンの地方財政問題 

          （2）土地課税運動の展開とロンドン州議会における進歩派の形成 

      5  保守党政権下における増価還元法案の不成立 

          （1）1890年の増価還元法案と庶民院特別委員会での否決 

          （2）1892年の増価還元法案と庶民院特別委員会での否決 

      6  自由党政権下における増価還元法案の成立 

          （1）1893年の増価還元法案と貴族院委員会での否決 

（2）1894年の増価還元法案と貴族院特別委員会での増価還元原則の承認 

          （3）1895年の増価還元法案の成立 

          （4）1895年法における「土地増価還元賦課金」の内容 

      7  総括―1895年「土地増価還元賦課金」成立のもつ歴史的意義 

 

第3章  補論1―『都市借地調査特別委員会報告書（1892年）』と地方地価税要求 

      1  はじめに 

      2  土地課税運動 

          （1）Ｈ・ジョージの土地単1税論と土地課税運動の開始 

          （2）『労働者階級住宅事情調査勅命委員会第1次報告書（1885年）』における 

空閑地地方課税勧告 

      3  『都市借地調査特別委員会報告書（1892年）』の概括的内容 

          （1）「都市借地調査特別委員会」の設置 

          （2）『都市借地調査特別委員会報告書（1892年）』の概括的内容 

      4  「大不況」期における地方地価税要求 

          （1）地方税分割案について 

          （2）復帰権の資本価値課税提案について 

          （3）相続税による都市不動産の資本価値課税原則について 

          （4）土地・建物の分離評価による土地特別課税および 

空閑建築用地の資本価値課税案について 

 

第4章  補論2―『都市借地調査特別委員会報告書（1889年）』と都市借地制度改革要求 

      1  はじめに 

      2  都市借地（・借家）問題と不動産賃借権解放運動 

          （1）都市借地（・借家）問題 

          （2）不動産賃借権解放運動 

      3  『都市借地調査特別委員会報告書（1889年）』の概括的内容 

          （1）「都市借地調査特別委員会」の設置 

          （2）『都市借地調査特別委員会報告書（1889年）』の概括的内容 

      4  都市借地（・借家）制度改革要求 

          （1）不動産賃借権解放提案 
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第3 部  古典的帝国主義期における財政政策 

 

第1章  地方財政政策―古典的帝国主義期における地方財政問題 

      1  はじめに 

      2  統一党政権下における地方財政問題 

         （1）1896年「農業地方税法」と「地方課税調査勅命委員会」の設置 

         （2）土地課税運動の新展開 

         （3）「地方課税調査勅命委員会」の『最終報告書（1901年）』 

         （4）『最終報告書（1901年）』をめぐる政策展開 

      3  自由党政権下における「指定収入」制の修正と「人民予算」における「地価税」の成立 

         （1）「中央農業会議所」の要求と土地課税運動の高揚 

         （2）「適切な評価制度」の必要性とその非実現 

         （3）「国家的サーヴィス」の行政的中央集権化と「指定収入」制の修正＝財源の中央 

集権化 

         （4）「人民予算」における「地価税」の成立 

             （1）農地関係法および住宅法における「増価還元原則」の適用拡大 

             （2）『地価課税（スコットランド）法案調査特別委員会報告書（1906年）』と 

                   貴族院による土地評価法案の否決 

             （3）イングランド・ウエールズ評価法案をめぐる閣内不―致と 

評価法案を予算＝歳入法案2 

                付加する必要性 

          （4）「人民予算」における地価税提案 

          （5）「人民予算」における地価税の内容 

          （6）「人民予算」における地価税をめぐる対立 

          （7）小括―「人民予算」における「地価税」成立のもつ歴史的意義 

      4  1911年「地方課税調査部局委員会」設置と1914年度予算における地方財政改革提案 

          （1）1911年「地方課税調査部局委員会」の設置と1911年以降における地方分権的 

対応 

          （2）「地方課税調査部局委員会」の『最終報告書（1914年）』 

          （3）土地調査委員会『都市報告書』第4部 

          （4）1914年度予算における地方財政改革提案 

          （5）提案に対する自由党陣笠議員達の反対 

          （6）地方財政改革案の延期 

      5  総括―古典帝国主義期における地方財政問題 

 

第2章  国家財政政策―1910年「人民予算」の成立 

      1  はじめに 

      2  1906～1908年における財政政策と貴族院問題 

          （1）1906年～1908年における財政政策 
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         （2）1906年～1908年における貴族院問題 

               （1）1906年1月総選挙と貴族院問題 

               （2）庶民院の貴族院権能制限決議と「金銭外条項付加」 

               （3）貴族院の同院改革提案 

      3  「人民予算」提出の背景 

         （1）1909年度歳出予算の編成 

               （1）民事・収入諸部局予算 

               （2）海軍・陸軍予算 

         （2）1909年度歳出予算の審議過程 

               （1）「議定費委員会」と「財源委員会」の設置 

               （2）「統合国庫資金法」の成立 

      4  「人民予算」の提出 

         （1）「人民予算」の提出 

         （2）「人民予算」の決議 

         （3）「割当法」の成立 

      5  貴族院2よる「人民予算」の否決と制度的対応 

         （1）「人民予算」の審議過程と貴族院による否決 

         （2）「人民予算」否決の財政的結果と制度的対応 

      6  1910年1月総選挙と1910年「人民予算」の成立 
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      7  総括―1910年「人民予算」成立のもつ歴史的意義 
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         （2）貴族院の同院改革決議 
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         （3）1910年12月の総選挙 

      4  1911年「国会法」の成立とその内容 

         （1）1911年「国会法」の成立 

         （2）1911年「国会法」の主要内容 

      5  総括―1911年「国会法」成立のもつ歴史的意義 
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             （2）『地価課税（スコットランド）法案調査特別委員会報告書（1906年）』と 

                   貴族院による土地評価法案の否決 

             （3）イングランド・ウエールズ評価法案をめぐる閣内不―致と 

評価法案を予算＝歳入法案2 

                付加する必要性 

          （4）「人民予算」における地価税提案 

          （5）「人民予算」における地価税の内容 

          （6）「人民予算」における地価税をめぐる対立 

          （7）小括―「人民予算」における「地価税」成立のもつ歴史的意義 

      4  1911年「地方課税調査部局委員会」設置と1914年度予算における地方財政改革提案 

          （1）1911年「地方課税調査部局委員会」の設置と1911年以降における地方分権的 

対応 

          （2）「地方課税調査部局委員会」の『最終報告書（1914年）』 

          （3）土地調査委員会『都市報告書』第4部 

          （4）1914年度予算における地方財政改革提案 

          （5）提案に対する自由党陣笠議員達の反対 

          （6）地方財政改革案の延期 

      5  総括―古典帝国主義期における地方財政問題 

 

第2章  国家財政政策―1910年「人民予算」の成立 

      1  はじめに 

      2  1906～1908年における財政政策と貴族院問題 

          （1）1906年～1908年における財政政策 
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終章  総括：近代イギリス財政政策史（＝1910年「人民予算」と1911年「国会法」の成立に 

至る経緯）とその財政史的＝国制史的意義 

I. 古典的自由主義期における財政政策 

（1）地方財政問題：国庫補助金問題 

（2）地方地価税創設問題 

（3）国家財政問題， 

   （4）貴族院問題 

II. 19世紀末｢大不況｣期における財政政策 

（1）地方財政問題：国庫補助金問題 

（2）地方地価税創設問題 

（3）国家財政問題， 

   （4）貴族院問題 

III. 古典的帝国主義期における財政政策 

（1）地方財政問題：国庫補助金問題 

（2）地方地価税創設問題 

（3）国家財政問題， 

   （4）貴族院問題 

 

 

付表 

≪近代イギリス財政政策史関係略年表≫ 

(1)古典的自由主義期 

(2)19世紀末｢大不況｣期 

(3)古典的帝国主義期 
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≪研究の課題と方法≫  

 

本書は，1815年のナポレオン戦争終結から1914年の第1次世界大戦勃発に至る時期において，イギ

リス資本主義の推転過程，即ち，19 世紀中葉の産業資本主義段階における「最初の工業国家」first 

industrial nation ＝「世界の工場」から，19世紀末「大不況」期における構造変化をへて，20世紀

初頭の古典的帝国主義段階における「利子取得者国家」Rentnerstaat＝「世界の銀行」への推転に規

定されつつ発現したところの，主要な地方・国家財政問題および貴族院問題とそれらに対する政策的

対応を歴史・具体的に検討することによって，1910年のいわゆる「人民予算」People's Budget と1911

年の「国会法」Parliament Act の成立に至る経緯とその財政史的・国制史的意義を解明することを課

題としている。 

 

まず，問題関心を明らかにするために，1つの基礎的事実を提示したい。 

表３（A）に表示したようにに，18世紀末の1790年から20世紀初頭の1910年の間において，国家

と地方当局local authorities の支出額は，ともに増加しているのであるが，増加のピッチは後者の

方がはやく，支出総額に占める国家と地方の比率は1790年に83対17であったのに，1910年には遂に

50 対 50 に達している。またこのような地方当局の支出（比率）の増加の部分は，19世紀中葉以降の

国家からの補助金によるもである。さらに表３(B）により，19世紀末の1890年から第1次世界大戦勃

発直前の1913年の時期をより詳細にみると，支出総額に占める国家と地方の比率は，南阿戦争期たる

1900年時点を別にすると，1890年における62対38から1905年には遂には49対51と逆転したので

あるが，その後，従来の傾向とは逆行して，両者の比率は1913年には55対45にまで再逆転している。

このように，18世紀末以降，とりわけ19世紀中葉以降，地方当局の支出が国家の支出よりも急速に増

加し，20世紀初頭の1905年には遂に後者を凌駕したのであるが，それ以降，逆に国家の支出が地方の

支出よりも急速に増加し，支出総額に占めるその比率も増加しているという事実（すなわち，ピーコ

ックとワイズマンが指摘したところのいわゆる「集中過程concentration process 」72

  

））は，一体如

何なる理由によるのであろうか。また，何を意味しているのであろうか。 

72） A. T. Peacock and J. Wiseman, The Growth of Expenditure in the United Kingdom, 1961, xxiv. 

終章  総括：近代イギリス財政政策史（＝1910年「人民予算」と1911年「国会法」の成立に 

至る経緯）とその財政史的＝国制史的意義 

I. 古典的自由主義期における財政政策 

（1）地方財政問題：国庫補助金問題 

（2）地方地価税創設問題 

（3）国家財政問題， 

   （4）貴族院問題 

II. 19世紀末｢大不況｣期における財政政策 

（1）地方財政問題：国庫補助金問題 

（2）地方地価税創設問題 

（3）国家財政問題， 

   （4）貴族院問題 

III. 古典的帝国主義期における財政政策 

（1）地方財政問題：国庫補助金問題 

（2）地方地価税創設問題 

（3）国家財政問題， 

   （4）貴族院問題 

 

 

付表 

≪近代イギリス財政政策史関係略年表≫ 

(1)古典的自由主義期 

(2)19世紀末｢大不況｣期 

(3)古典的帝国主義期 
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このような問題関心にもとづいて，設定した課題を次のような方法上の序列で追及することにした

い。 

まず，① 地方財政に関して。 

イギリス資本主義の推転過程に規定されつつ，イギリスの「地方当局」の経費はいわゆる国家的サ −

ヴィスと地方的サーヴィスのために急速に増加し，それに伴い地方財政の支柱をなす「地方税」rate の

負担も急増し，こうして地方財政問題が段階的に深刻化したのであるが，第 1 次世界大戦前における

このようなイギリス地方財政問題に関する欧米史学界における従来の研究においては，国庫補助金問

題に関する研究 73）と地方税改革問題，とりわけ地方地価税創設問題に関する研究 74

 

）とが別個に行わ

れ，両者の関連が殆ど全く把握されていないので，ここでは，両者を関連させつつ，国庫補助金問題

をイギリス資本主義の確立に伴う経済政策と関連させて本格的に検討するとともに，従来，研究の欠

落していた地方地価税創設問題を取上げて都市地の実態と関連させつつ本格的に検討することにした

い。 

  次に，② 国家財政に関して。 

イギリス資本主義の推転過程に規定されつつ，国家財政政策としては，周知のように，自由主義期

にはとりわけ自由貿易政策のために一連の関税＝財政改革（すなわち，1825 年のハスキッスンW. 

Haskissonの関税改革，1842 年，45 年，46 年のピールSir R. Peel の関税＝財政改革，1853 年と 60

年のグラッドストーンW. E. Gladstone の関税＝財政改革）が行われ，また「大不況」期，更に古典

的帝国主義期には自由貿易政策を前提として帝国主義的経費膨張のために一連の財政改革（すなわち，

1894年の相続税改革（累進性の導入等），1907年の所得税への差別性の導入，そして1910年のいわゆ

る「人民予算」における所得税への累進性の導入，相続税の累進性強化，地価税の創設など）が行わ

れた 75

73） 古典的なものとして，J. W. Grice, National and Local Finance: A Review of the Relations between the 
Central and Local Authorities in England, France, Belgium, and Prussia, during the Nineteenth Century, London, 
1910; H. Finer, English Local Government, 4th ed., London, 1950; M. Newcomer, Central and Local Finance 
in Germany and England, New York, 1937. を参照。 

）のであるが，第1次世界大戦前におけるこのようなイギリス国家財政政策については欧米史学

界およびわが国において，とくに間接税および所得税問題を中心として多数の研究が存在するので，

ここでは，1910 年の「人民予算」成立に帰結してくる国家財政問題の展開過程を理解するのに必要な

限りにおいて，従来，本格的研究の欠落していた相続税問題を土地所有の実態と関連させつつ本格的

74） 古典的なものとして，とりわけ，Y. Scheftel, The Taxation of Land Value: A Study of Certain 
Discriminatory Taxes on Land, Boston, 1916. を参照。 

なお，地方財政問題に対する自由党と保守党乃至統一党という 2大政権政党間での政策的相違に注目しつつ「地

方課税をめぐる政治過程」を検討した最近の研究としては，A. Offer, Property and Politics 1870-1914: 
Landownership, Law, Ideology and Urban Development in England, Cambridge, 1981.があるが，その主要な内容

と問題点については，拙稿「研究動向  Ａ．オッファー『財産と政治  1870年−1914年』をめぐって」，『西洋史研

究』，新揖第 14 号（1985年）［→本書第５編第１章］を参照。また，わが国における研究史に関して，地方行政史

を含めた「イギリス地方行財政史研究」については，藤田哲雄「19世紀イギリス地方行財政史研究の現状―日本に

おける研究の現状―」，『論叢（秋田短期大学）』，第44号（1989年），更に国家財政と地方財政の双方を含めた「イ

ギリス近現代財政史」に関する問題点を総括的に提示したものとしては，吉岡昭彦「近代イギリス予算制度の特質

―19世紀後半 〜20世紀初頭を対象としてー」，『西洋史研究』，新揖第16号（1987年），3−4頁を参照。 
75） このような一連の財政改革の要点およびその本質については，簡潔なものとして，とりわけ，吉岡昭彦『近

代イギリス経済史』，岩波全書，1981年の関係箇所を参照されたい。  
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に検討することにしたい。 

 

  更に，③ 地方・国家財政関係に関して。 

従来の研究においては，地方財政に関する研究と国家財政に関する研究 76）とが別個に行われ，両者

の有機的関連，とりわけ地方財政が国家財政に与えたインパクトと後者の前者に対する対応が必ずし

も的確には把握されるに至っていない 77

 

）ので，ここでは，地方財政の国家財政に対するインパクトと

後者の対応として，両者の有機的関連を具体的に検討し，国庫補助金問題と地方地価税創設問題に即

して，1910年の「人民予算」における一定の政策的対応および1914年度予算における地方財政改革提

案に帰結してくる経緯を検討することにしたい。 

  最後に，④ 貴族院問題に関して。 

イギリス資本主義の推転過程に規定されつつ，国制上において貴族院問題，端的に言って「庶民院」

House of Commonsと「貴族院」House of Lordsの対立が，段階的にそれぞれ独自の形態で発現したの

であるが，このような貴族院問題の一般的な背景は，国制上において，国王ないしその国制上の助言

者たる内閣と庶民院の間とは異なり，庶民院と貴族院の間においては対立の一般的可能性が存在して

いたことである。 

すなわち，まず国王ないしその助言者たる内閣と庶民院の間での関係についていえば，市民革命期

におけるいわゆる「議会主権」Sovereignty of Parliament 78

従って，1820−30年代におけるイギリス資本主義の確立とともに，1832年の第1次選挙法改正以降，

1867年の第 2次選挙法改正，1884年の第 3次選挙法改正により，選挙権が中産階級（＝資本家階級）

および労働者階級に拡張され，いわゆる議会制民主主義が進展するのに伴い，庶民院の承認した法案

が貴族院によって同意されなくなるという形で，貴族院問題が発現する一般的な可能性が存在してい

たのである。しからば，歴史・具体的には，このような貴族院問題はどのように発現し，またそれに

対して（自由党）政府ないし庶民院はどのように対抗してくるのであろうか。さらにそれに貴族院は

）の成立以降，イギリスの国制を特徴づ

けることになる立憲制限君主制Constitutional and Limited Monarchy および議院責任内閣制

Parliamentary Cabinet の形成とともに，国王の助言者たる内閣は，庶民院で多数を占めた政党の中

から国王の任命により組織されるようになったので，このような国王ないしその助言者たる内閣の要

求ないし提出法案が庶民院によって承認されるいわば国制上の裏付けが存在していた。これに対して，

庶民院と貴族院の間での関係においては，国民（＝納税者）によってその代表者として選出される議

員から構成される庶民院の承認した法案が，世襲的貴族から構成されている貴族院によって同意され

る制度上の裏付けは何ら存在していなかった。 

76） 古典的なものとして，専ら，歳入面に関係しているのであるが，S. Buxton, Finance and Politics：An 
Historical Study. 1783-1885, London, 1888; B. Mallet, British Budget 1887-88 to 1912-13, London, 1913; J. 
F. Rees, A Short Fiscal and Financial History of England, 1815-1918, London, 1921.を参照。 

77） 両者の関連は，数量経済学的研究において，数量的レヴェルで把握されるに留まっているといえる。cf. J. 

Veverka,“The Growth of Government Expenditure in the United Kingdom since 1790”, in Scottish Journal of 
Political Economy, X, no. 1, 1960; A. T. Peacock and J. Wiseman, op. cit. 質的な関連を全体的に把握する

試みは，管見の限り，概括的であるとはいえ，J. R. Hay,“British Government Finance, 1906-14”, Unpublished 

Ph. D. Thesis, University of Oxford, 1971. のみである。 
78） 中村英勝『イギリス議会史』，有斐閣双書，1877年，83頁。 
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どのように対応ないし対抗してくるのであろうか。 

ここでは，従来の財政政策史研究とは全く異なり，財政政策史をその帰結たる国制史に収斂せしめ

るべく，地方・国家財政政策と関連させつつ，「土地貴族の集合体」assembly of landed aristocracy
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および労働者階級に拡張され，いわゆる議会制民主主義が進展するのに伴い，庶民院の承認した法案

が貴族院によって同意されなくなるという形で，貴族院問題が発現する一般的な可能性が存在してい
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から国王の任命により組織されるようになったので，このような国王ないしその助言者たる内閣の要

求ないし提出法案が庶民院によって承認されるいわば国制上の裏付けが存在していた。これに対して，
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Historical Study. 1783-1885, London, 1888; B. Mallet, British Budget 1887-88 to 1912-13, London, 1913; J. 
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Veverka,“The Growth of Government Expenditure in the United Kingdom since 1790”, in Scottish Journal of 
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試みは，管見の限り，概括的であるとはいえ，J. R. Hay,“British Government Finance, 1906-14”, Unpublished 

Ph. D. Thesis, University of Oxford, 1971. のみである。 
78） 中村英勝『イギリス議会史』，有斐閣双書，1877年，83頁。 
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≪研究の総括：近代イギリス財政政策史（＝1910年「人民予算」と1911年「国会法」の成立に至る 

経緯）とその財政史的＝国制史的意義 ≫  

 

本研究では，イギリス資本主義の推転過程に対応させつつ，自由主義期，19 世紀末「大不況」期，

古典的帝国主義期の各時期について，それぞれ，主要な地方財政問題（国庫補助金問題，地方地価税

創設問題），国家財政問題，貴族院問題とそれらに対する政策的対応を歴史・具体的に検討することに

よって，1910年の「人民予算」と1911年の「国会法」の成立に至る経緯とその財政史的＝国制史的意

義を解明しようとしたのであるが，最後に総括として，以上の考察を要約しておきたい。（必要により，

本編末尾に掲載した「近代イギリス財政政策史関係略年表」を参照されたい。） 

 

 

I， 自由主義期における財政政策 

 

まず，自由主義期における地方財政問題のうち， 

（1）国庫補助金問題についていえば，1820−30年代におけるイギリス資本主義の確立にともない，

新たな経済政策として，救貧行政や教育行政などの「資本が自ら生み出しえない労動力商品の保全・

陶冶のための社会政策」および司法・警察行政などの「私有財産保護・体制維持のための治安［維持］

政策」が，中央統制下の地方行政という形態でいわば地方分権的に展開されたのであるが，このよう

な政策を（従来のいわば無(行政)統制下の地方行政と異なり，今や）中央統制下の地方行政として新

たに地方分権的に行うことを行財政面から促進するために，また 1846 年と 1874 年には，自由貿易政

策およびその下での農業政策を促進するものとして，国庫補助金が交付された。 

この国庫補助金は，地方(当局)の行う救貧・教育行政および司法・警察行政という特定の地方行政

の特定項目の費用に対して，実際の費用ないし簡単な必要を基準として，一定の効率性と節約のため

の中央統制下に，国庫から関係する地方(当局)に支払われた。 

このことは，主として資本家階級（及び労働者階級）のための特定の地方行政を促進するために，

地方財政史上において，いわば中央統制下の特定補助金という，新たな原則を導入したことを意味し

ている。このような特定補助金は，いわゆる比例補助金であり，特定の地方行政のために地方当局の

支出を増加させる効果をもったので，19 世紀末「大不況」期に入ると，国庫擁護の観点からも再編さ

れてくるのである。 

 

（2）地方地価税創設問題についていえば，首都ロンドンの地方財政問題，すなわち，人口の増加と

ともに必要とされた一連の都市改善事業のための資本支出を賄うため，借入を行ない，改善事業を実

施するとともに，借入金の元本・利子を地方税から支払うので，その財政的結果として，債務残高の

累増とともに，支出面では元本・利子支払額が増大し，他方，収入面では，それを賄うために地方税

が一層増大したのであるが，このような地方税負担が，1860年代に増加したのち，1870年代中葉から

新たな改善事業とともに再び増加したので，このようなロンドンの地方財政問題の解決策の 1 つとし

て，1877年の「首都街路改善法」により「超過取得」規定が導入され実現された。 

この1877年の「超過取得」規定は，地方当局が特定の公共的改善の実施にあたって，改善に必要で
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ある土地に隣接し改善により増価されるであろう土地を予め超過取得し，改善の実施後にそれを売却

して増価分を還元するという，地方財政史上において新たな原則を設定したものであった。 

このことは，特定の公共的改善による土地の増加価値の収取の故に，資本家階級（及び労働者階級）

の発展にとって桎梏となっていた地主階級が地方財政のレヴェルで譲歩を余儀なくされたことを意味

している。しかし，1877 年の「超過取得」規定は，超過取得に対する補償額が巨額に達して財政的に

は失敗したので，19世紀末「大不況」期に入ると，補償を必要としない増価還元策として，「直接賦課

金」規定による増価還元策が要求されてくるのである。 

 

次に，自由主義期における（3）国家財政問題，とりわけ自由貿易政策のための一連の関税＝財政改

革のうち，1853 年の関税＝財政改革において創設された新相続税たる「不動産・継承的動産取得税」

についていえば，第１義的には，関税および消費税を大幅に撤廃ないし引下げるための財源確保策と

して，第２義的には，所得税負担の不平等の是正策として，更に，1840 年代後半の土地改良諸法の成

立により，生涯不動産権者が単純不動産権者と共に新たな処分権能を賦与されたことを前提にして，

1853年に「不動産・継承的動産取得税」が創設された。 

この「不動産・継承的動産取得税」は，課税対象を取得される不動産と継承的動産に拡大し，この

ような財産に対する生涯権の価値を標準にして，血族関係等級別税率で課税するという，国家財政史

上において，新たな課税原則を設定したものであった。 

このことは，資本家階級の利害にもとづく自由貿易の一層の推進のために，地主階級が国家財政の

レヴェルで相続税からの完全免除特権を部分的に剥奪されたことを意味している。しかし，この「不

動産・継承的動産取得税」は，税収入の点では，土地改良投資の進展による諸負担の増大および生涯

権の価値課税原則のために，失敗したので，19 世紀末「大不況」期に入ると，不動産と継承的動産に

対する資本価値課税原則の実現を求める新たな相続税改革運動が展開されてくるのである。 

 

最後に，自由主義期における（4）貴族院問題についていえば，資本主義の確立にともなう「イギリ

ス農業の黄金時代」の現出を経済的基盤として，ホイッグ系貴族に指導された自由党政府と庶民院に

より，貴族院に結集した土地貴族に譲歩と負担を求める諸政策が展開され，これに貴族院が反発した

場合に，貴族院問題が発現したのであるが，1846 年の穀物法撤廃にともなうトーリーの分裂により，

貴族院では出席する議員の尺度で自由党と保守党が均衡していたので，貴族院の反発には一定の限界

があった。 

歳出・歳入に関する法案たる金銭法案について，市民革命期の 1671 年と 1678 年の庶民院決議によ

って，貴族院は，金銭法案を「先議するあるいは修正する権能」から排除され，拒否権能のみを有し

ていたのであるが，1860 年に自由党政権の下で，庶民院を通過した個別法案たる「紙税撤廃法案」を

貴族院は否決し，貴族院問題が発現した。これに対して庶民院は，今後，貴族院による否決権能の行

使を制するように税を賦課し免除する旨を決議して，翌1861年，紙税撤廃を含む課税諸提案を一括し

て，単一の包括的な「関税及び内国税収入法案」として上程して，結局，成立させることによって，

以後，貴族院が金銭法案に対して有している拒否権能の行使を困難にした。 

また金銭法案以外の法案について，貴族院は，庶民院の場合と全く同様に，修正権も絶対的拒否権

も有していたのであるが，1868 年，自由党のアイルランド国教会関係法案を否決し，貴族院問題が発

現した。これに対して，同年末，総選挙で自由党が大勝し，翌 1869 年，自由党政府および庶民院は，
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な政策を（従来のいわば無(行政)統制下の地方行政と異なり，今や）中央統制下の地方行政として新

たに地方分権的に行うことを行財政面から促進するために，また 1846 年と 1874 年には，自由貿易政
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の特定項目の費用に対して，実際の費用ないし簡単な必要を基準として，一定の効率性と節約のため

の中央統制下に，国庫から関係する地方(当局)に支払われた。 

このことは，主として資本家階級（及び労働者階級）のための特定の地方行政を促進するために，

地方財政史上において，いわば中央統制下の特定補助金という，新たな原則を導入したことを意味し

ている。このような特定補助金は，いわゆる比例補助金であり，特定の地方行政のために地方当局の

支出を増加させる効果をもったので，19 世紀末「大不況」期に入ると，国庫擁護の観点からも再編さ

れてくるのである。 

 

（2）地方地価税創設問題についていえば，首都ロンドンの地方財政問題，すなわち，人口の増加と

ともに必要とされた一連の都市改善事業のための資本支出を賄うため，借入を行ない，改善事業を実

施するとともに，借入金の元本・利子を地方税から支払うので，その財政的結果として，債務残高の

累増とともに，支出面では元本・利子支払額が増大し，他方，収入面では，それを賄うために地方税

が一層増大したのであるが，このような地方税負担が，1860年代に増加したのち，1870年代中葉から

新たな改善事業とともに再び増加したので，このようなロンドンの地方財政問題の解決策の 1 つとし

て，1877年の「首都街路改善法」により「超過取得」規定が導入され実現された。 

この1877年の「超過取得」規定は，地方当局が特定の公共的改善の実施にあたって，改善に必要で
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総選挙による国民の判断（およびそれにもとづく女王の介入）により，結局，貴族院の同意を得て，「ア

イルランド国教会廃止法」を成立させ得たのである。 

 

 

II,  19世紀末「大不況」期における財政政策 

 

まず「大不況」期における地方財政問題のうち， 

（1）国庫補助金問題についていえば，1870年代末以降，イギリス農業が自由貿易政策＝自由輸入の

下で慢性的な「農業大不況」に陥り，いわゆる「国家的サーヴィス」による農村地方税負担の救済が

要求されたのであるが，主として，このような農業大不況対策の 1 つとして，更に，国庫擁護の観点

から，従来の「補助金」の代わりに，一定の国税収入を地方当局に移転するのに先立って，地方税納

税者による地方統制のため地方自治体改革を求めた1883年のグレイ決議を受け，1888年「地方政府法」

による「カウンテイ議会」の創設を前提として，同法によりいわゆる「指定収入」制が導入された。 

この「指定収入」制は，従来の国庫からの「地方補助金」を停止し，代わりに国税である「地方課

税免許税」を指定して，「地方課税勘定」を経由して，それを徴収されたカウンテイ議会に支払い，更

に，追加的に，動産に対する相続税である「遺留動産税」収入の 2分の 1をも指定して，同じく地方

課税勘定を経由して，それを停止された補助金の受領額に比例してカウンテイ議会に分配し，カウン

テイ議会から，停止された「地方補助金」の代りに支払を求められた金額等を支払ったのちに，残る

余剰金から地方税納税者にいわば一般的救済を与えるものであった。 

この「指定収入」制は，停止された「地方補助金」の代りにカウンテイ議会によって支払を求めら

れた金額部分に関しては従来からの中央統制下での特定補助金という原則を維持したうえで，残る余

剰金部分に関しては，「カウンテイ議会」による地方統制の下で，一般的補助金を交付するという点で

新たな原則を導入するものであった。 

このことは，資本家階級（及び労働者階級）のための救貧・警察行政などの費用に対する従来の特

定補助金を維持したうえで，地方財政史上，初めて，自由貿易政策下での農業大不況対策として農業

諸階級，とりわけ地主階級に対して一般的補助金を導入したことを意味している。この「指定収入」

制（及び1890年の追加的指定収入）は，都市よりも農村の地方税納税者に対してより多くの救済を与

えた。1890年代に農業大不況が一段と深刻化すると，1896年の「農業地方税法」により，自由貿易政

策の下での新たな農業大不況対策として，今や農地のみに限定して一般的補助金の原則が拡大される

ことになった。 

 

「大不況」期における（2）地方地価税創設問題についていえば，都市においては，農業大不況によ

る農村流出と人口の都市集中のために，街路改善や公衆衛生の改善などのいわゆる「地方的サーヴィ

ス」の一環として，都市改善を行うことが必要となり，そのための資本支出を賄う借入金の元利返済

のために，都市の地方税が急増し，特に貧民地区の地方税負担が増加し（他方，資本支出により都市

の地価が増加し）たので，1880 年代中葉以降，大都市ロンドンを中心にして新たな都市財源として都

市敷地価値所有者に対する地価税が要求されてくるのであるが，このような全く新たな地方地価税要

求は，政策的には，「大不況」期に実現されなかった。 

しかしながら，ロンドンの地方財政問題，とりわけ1880年代中葉から新たな改善事業とともに地方
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税負担が急増して深刻化した財政問題の解決策の 1つとして，1888年の「地方政府法」により創設さ

れた「ロンドン州議会」が求めたところの，より限定された要求である「土地増価還元賦課金」は，

1882 年の「継承的不動産権設定地法」によって生涯不動産権者が，継承的不動産の元本＝資本価値に

対して，絶対的所有者＝単純不動産権者の場合と殆ど同様の処分権能を賦与されたことを前提として，

1895年の「ロンドン州議会（タウア・ブリッジ南入口）法」により政策的に実現された。 

この「土地増価還元賦課金」は，改善地域とよばれる特定の地域における特定の公共的改善によっ

て増価した土地を対象として，このような土地の資本価値の増加額の 2分の 1を標準として賦課する

という，地方財政史上において全く新たな課税原則を設定したものであった。 

このことは，特定の公共的改善による土地の増加価値の収取の故に，資本家階級（及び労働者階級）

の発展にとって桎梏となっていた地主階級が地方財政のレヴェルで今や特別負担を賦課されたことを

意味している。この1895年の「土地増価還元賦課金」は，公共的改善支出を促進したのであるが，財

政的には，貴族院による修正と評価費用の故に，失敗した。1902 年以降，ロンドン州議会は，増価還

元の方法として，専ら「超過取得」規定と「相殺」規定を採用し，またこのような展開を受けて，国

家レヴェルにおいても，1909 年に一般法として「超過取得」規定及び「直接賦課金」規定が実現され

てくるのである。 

 

次に，「大不況」期における（3）国家財政問題についていえば，1880 年代中葉以降，海軍拡張計画

の実施による海軍費の増加を主因として国家の経費が膨張して，国家財政問題が深刻化したために，

新たな国家財源が必要とされたのであるが，第1義的には，このような国家財政問題の解決策として，

更に，1882 年の「継承的不動産権設定地法」によって生涯不動産権者が，制定法上において，単純不

動産権者の場合と殆ど同様の処分権能を賦与されたことを前提として，1894 年度予算において相続税

改革が導入され実現された。 

この1894年の相続税改革は，課税対象を不動産および継承的動産に拡大し，元本価値＝資本価値を

標準として累進税率で課税するという，国家財政史上において，新たな課税原則を設定したものであ

った。 

このことは，資本家階級（および労働者階級）の利害にもとづく国家財政問題の解決のために，地

主階級が国家財政のレヴェルで相続税からの免除特権を完全に剥奪されたことを意味している。この

1894 年の相続税改革は財政的に大成功であった。土地課税運動との関連でいえば，この改革では，国

家レヴェルで，相続税に関して不動産（＝土地と建物）への資本価値課税原則（および累進課税原則）

のみが実現されるに留まったので，土地課税論者達は，その後も更に，地方自治体レヴェルで，地方

税に関して土地のみへの資本価値課税原則の実現を求めて運動を展開し，結局，「人民予算」における

「地価税」として実現されてくるのである。 

 

最後に，「大不況」期における（4）貴族院問題についていえば，「農業大不況」とともに開始した地

主利害の衰退と変質を経済的基盤として，自由党政府および庶民院は，貴族院に結集した土地貴族に

犠牲と負担を賦課する諸政策を展開し，これに貴族院が反発することによって貴族院問題が発現した

のであるが，大不況期には，1886年の第1次「アイルランド自治法案」をめぐる自由党の分裂により，

貴族院では今や保守党系貴族が圧倒的多数を占めるに至ったので，貴族院の反発は従来よりも強力で

あった。 

総選挙による国民の判断（およびそれにもとづく女王の介入）により，結局，貴族院の同意を得て，「ア

イルランド国教会廃止法」を成立させ得たのである。 

 

 

II,  19世紀末「大不況」期における財政政策 

 

まず「大不況」期における地方財政問題のうち， 

（1）国庫補助金問題についていえば，1870年代末以降，イギリス農業が自由貿易政策＝自由輸入の

下で慢性的な「農業大不況」に陥り，いわゆる「国家的サーヴィス」による農村地方税負担の救済が

要求されたのであるが，主として，このような農業大不況対策の 1 つとして，更に，国庫擁護の観点

から，従来の「補助金」の代わりに，一定の国税収入を地方当局に移転するのに先立って，地方税納

税者による地方統制のため地方自治体改革を求めた1883年のグレイ決議を受け，1888年「地方政府法」

による「カウンテイ議会」の創設を前提として，同法によりいわゆる「指定収入」制が導入された。 

この「指定収入」制は，従来の国庫からの「地方補助金」を停止し，代わりに国税である「地方課

税免許税」を指定して，「地方課税勘定」を経由して，それを徴収されたカウンテイ議会に支払い，更

に，追加的に，動産に対する相続税である「遺留動産税」収入の 2分の 1をも指定して，同じく地方

課税勘定を経由して，それを停止された補助金の受領額に比例してカウンテイ議会に分配し，カウン

テイ議会から，停止された「地方補助金」の代りに支払を求められた金額等を支払ったのちに，残る

余剰金から地方税納税者にいわば一般的救済を与えるものであった。 

この「指定収入」制は，停止された「地方補助金」の代りにカウンテイ議会によって支払を求めら

れた金額部分に関しては従来からの中央統制下での特定補助金という原則を維持したうえで，残る余

剰金部分に関しては，「カウンテイ議会」による地方統制の下で，一般的補助金を交付するという点で

新たな原則を導入するものであった。 

このことは，資本家階級（及び労働者階級）のための救貧・警察行政などの費用に対する従来の特

定補助金を維持したうえで，地方財政史上，初めて，自由貿易政策下での農業大不況対策として農業

諸階級，とりわけ地主階級に対して一般的補助金を導入したことを意味している。この「指定収入」

制（及び1890年の追加的指定収入）は，都市よりも農村の地方税納税者に対してより多くの救済を与

えた。1890年代に農業大不況が一段と深刻化すると，1896年の「農業地方税法」により，自由貿易政

策の下での新たな農業大不況対策として，今や農地のみに限定して一般的補助金の原則が拡大される

ことになった。 

 

「大不況」期における（2）地方地価税創設問題についていえば，都市においては，農業大不況によ

る農村流出と人口の都市集中のために，街路改善や公衆衛生の改善などのいわゆる「地方的サーヴィ

ス」の一環として，都市改善を行うことが必要となり，そのための資本支出を賄う借入金の元利返済

のために，都市の地方税が急増し，特に貧民地区の地方税負担が増加し（他方，資本支出により都市

の地価が増加し）たので，1880 年代中葉以降，大都市ロンドンを中心にして新たな都市財源として都

市敷地価値所有者に対する地価税が要求されてくるのであるが，このような全く新たな地方地価税要

求は，政策的には，「大不況」期に実現されなかった。 

しかしながら，ロンドンの地方財政問題，とりわけ1880年代中葉から新たな改善事業とともに地方
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金銭法案以外の法案の場合，自由党は分裂により弱体化し，政権の獲得・維持のため，キャスティ

ング・ヴォートを握るアイルランド国民党の支持を必要とし，そのため同党の要求するアイルランド

自治の実現を迫られたので，1892年総選挙後の翌1893年，自由党政府は第2次「アイルランド統治法

案」を提出したが，それを貴族院は圧倒的大差で否決し，貴族院問題が発現した。しかし，これに対

して自由党政府は，総選挙直後の故に，どんな対抗策もとりえなかった。 

また金銭法案の場合，自由党政府は，1894 年に大土地所有に重課する相続税改革を提案するととも

に，同提案を含み，かつ新たに国債関連規定をも含むことによって従来よりも包括的な「歳入法案」

を提出し，特定の課税提案に対する貴族院の拒否権能の行使を従来よりも更に困難にしたのであるが，

これに対して，貴族院は，政府を変える権限を持たない貴族院は歳入に関する法案を拒否すべきでな

いという「慣行」を尊重したので，貴族院問題は発現しなかった。 

 

 

Ⅲ,  古典的帝国主義期における財政政策 

 

まず，古典的帝国主義期における地方財政問題について 

（1）国庫補助金問題と（2）地価税創設問題の双方についていえば，「大不況」脱却以降，地方当局

の経費が，国家的サーヴスと地方的サーヴィスの双方のために急増し，それに伴い地方税も増加し，

こうして地方財政問題が深刻化したので，国庫補助金と地方地価税創設の双方が強く要求された。 

これに対して，1895年に成立した統一党政権の下で，1896年に「農業地方税法」に対する譲歩とし

て「地方課税調査勅命委員会」が設置され，1901 年に『最終報告書』が提出された。この中で，国庫

補助金問題に関して，多数意見報告は，「国家的サーヴィス」による地方税負担の救済策として，現行

の「指定収入」制を堅持しつつその収入を大幅に増加させること等を勧告し，少数意見報告は，「指定

収入」それ自体を廃止し，それを「国家的サーヴィス」に対する地方の総支出の 2分の 1に相当する

国庫からの(特定)補助金に代え，それを，従来と異なり，支出，必要，能力に従って分配すべきこと

等を勧告した。他方，地方地価税創設問題に関して，多数意見報告が断固として反対したのに対して，

少数意見報告は，今や非常に広範な土地課税要求を部分的に受入れつつ，都市当局の（主として「地

方的サーヴィス」への）支出による敷地価値の増加の故に，敷地とその上の建物を分離評価して，限

定された敷地価値地方税を賦課することを勧告した。しかし，政策的には，統一党政府の下では，新

評価に対する既得利害の反対や財源の面から，全く実現されなかった。 

1905 年末に成立した自由党政権は，大蔵大臣アスキスが地方財政問題の立法的解決にとって不可欠

と見なした(地方自治体レヴェルでの)「適切な評価制度」を直ちに実現する見通しがなかったが故に，

1908 年を転換点として，地方財政問題に対して，結局，政策的には，中央集権的に対応せざるをえな

くなり，「国家的サーヴィス」のための国庫補助金問題については，行政面において，従来，地方当局

の実施していた「国家的サーヴィス」に関連して新たに必要とされた特定のサーヴィスを，1908年「老

齢年金法」，更に 1911 年「国民保険法」により，中央集権化するとともに，財源面においても，従来

の「国家的サーヴィス」のための「指定収入」を，1910年「歳入（1909−10年）法」，更に1911年「歳

入関連法」により，部分的に（アルコール販売免許税，追加的ビール・蒸留酒税等について）固定し

て（増収分を国庫に収納するように）中央集権化した。また，地方当局の実施する「地方的サーヴィ

ス」のための追加的収入源として要求された地方地価税創設問題については，結局，それを1910年の
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「人民予算」における「地価税」という（国家レヴェルでの評価による）国税として導入し，収益の2

分の1を地方当局に配分することを規定した。 

しかしながら，「人民予算」における地価税のため国家レヴェルでの評価機構が実現したのち，それ

を前提として，1911年以降，自由党政府は，「地価税」収入の2分の1の地方当局への分配方法に困難

が生じ，また「国民保険法」の実施後に地方当局による公衆衛生の改善を促進することが必要になっ

たので，地方財政問題に対して新たにいわば地方分権的に対応することになった。1911 年に設置され

た「地方課税調査部局委員会」は1914年3月に『最終報告書』を提出し，その中で，地方地価税問題

に関して，多数意見は国税としての「地価税」の実現を指摘しつつ，地方地価税の創設に反対したの

に対して，少数意見は，地方地価税要求を部分的に受入れつつ，敷地価値をその上の建物その他の改

善の価値から分離評価し，建物その他の改善に対する現行地方税負担を引下げ，その不足額を敷地価

値特別地方税の賦課によって埋合わせるべきことを勧告した。他方，国庫補助金問題に関しては全委

員が一致して，「指定収入」制を廃止し，代りに国庫から直接補助金を，従来からの教育，救貧，警察，

幹線道路に加えて，今や新たに「公衆衛生」を含めて，「半国家的サーヴィス」についてのみ，（特定

補助金として）交付すべきこと等を勧告した。 

このような勧告を踏まえて，1914 年度予算において大蔵大臣ロイド・ジョージは，地方財政改革案

として，地方地価税に関しては，「地価税」のための評価を敷地価値地方税のための評価に適合させ，

新たな補助金による地方税救済を改善自体に対する現行地方税負担の引下げにのみ向けること，また

国庫補助金に関しては，「指定収入」を廃止し，代りに，国庫から（特定の）補助金を，「国民保険法」

の施行後に必要とされるに至った全く新たな「公衆衛生」に対する補助金を含めて，交付すること，

今年度には，「一時的補助金」を提案するが，その財源として，所得税を更に1ペンス引上げること等

を提案した。しかしながら，富裕な自由党議員達が「地方当局への補助金」の目的のために提案され

た「新しい課税」に断固として反対したので，自由党政府は，地方地価税に関しては，単に情報収集

を規定するのに留めるとともに，補助金に関しては，結局，延期し，また今年度の「一時的補助金」

とそのための所得税引上げをも放棄せざるをえなかった。かくして，地方財政問題は，政策的には，

結局，1908 年を転換点として中央集権的に対応されたことになり，いわゆる地方分権的な方向におい

ては解決されなかったのである。 

 

次に，古典的帝国主義期における（3）国家財政問題についていえば，1905年末に成立した自由党政

権の下で，1907年恐慌後の1908年を転換点として，帝国体制の防衛＝対独建艦競争により海軍費が増

加し，また労働者階級の体制への馴致＝社会政策により民事費が増加して国家財政問題が深刻化した

のであるが，第 1義的には，このような国家財政問題の解決策として，1910年の「人民予算」におけ

る新たな課税（とりわけ，所得税と相続税）が導入されて成立した。また自由党政権は，同じく 1908

年を転換点として，地方財政問題（すなわち，地方当局の実施する「地方的サーヴィス」のための追

加的財源としての地方地価税創設問題と「国家的サーヴィス」のための国庫補助金問題）に対して，

主として貴族院の反対のために，結局，政策的には，中央集権的に対応せざるをえなくなったのであ

るが，第 2義的には，このような地方財政問題に対する中央集権的な対応策として，1910年の「人民

予算」における新たな課税（とりわけ，「地価税」と「酒類免許税」）が導入されて成立した。 

この「人民予算」の4大支柱として，国家財政問題の解決策としては，① 所得税について，とりわ

け「超過税」の形態で新たに累進性が導入され，また② 相続税については，とりわけ遺産税の累進税

金銭法案以外の法案の場合，自由党は分裂により弱体化し，政権の獲得・維持のため，キャスティ

ング・ヴォートを握るアイルランド国民党の支持を必要とし，そのため同党の要求するアイルランド

自治の実現を迫られたので，1892年総選挙後の翌1893年，自由党政府は第2次「アイルランド統治法

案」を提出したが，それを貴族院は圧倒的大差で否決し，貴族院問題が発現した。しかし，これに対

して自由党政府は，総選挙直後の故に，どんな対抗策もとりえなかった。 

また金銭法案の場合，自由党政府は，1894 年に大土地所有に重課する相続税改革を提案するととも

に，同提案を含み，かつ新たに国債関連規定をも含むことによって従来よりも包括的な「歳入法案」

を提出し，特定の課税提案に対する貴族院の拒否権能の行使を従来よりも更に困難にしたのであるが，

これに対して，貴族院は，政府を変える権限を持たない貴族院は歳入に関する法案を拒否すべきでな

いという「慣行」を尊重したので，貴族院問題は発現しなかった。 

 

 

Ⅲ,  古典的帝国主義期における財政政策 

 

まず，古典的帝国主義期における地方財政問題について 

（1）国庫補助金問題と（2）地価税創設問題の双方についていえば，「大不況」脱却以降，地方当局

の経費が，国家的サーヴスと地方的サーヴィスの双方のために急増し，それに伴い地方税も増加し，

こうして地方財政問題が深刻化したので，国庫補助金と地方地価税創設の双方が強く要求された。 

これに対して，1895年に成立した統一党政権の下で，1896年に「農業地方税法」に対する譲歩とし

て「地方課税調査勅命委員会」が設置され，1901 年に『最終報告書』が提出された。この中で，国庫

補助金問題に関して，多数意見報告は，「国家的サーヴィス」による地方税負担の救済策として，現行

の「指定収入」制を堅持しつつその収入を大幅に増加させること等を勧告し，少数意見報告は，「指定

収入」それ自体を廃止し，それを「国家的サーヴィス」に対する地方の総支出の 2分の 1に相当する

国庫からの(特定)補助金に代え，それを，従来と異なり，支出，必要，能力に従って分配すべきこと

等を勧告した。他方，地方地価税創設問題に関して，多数意見報告が断固として反対したのに対して，

少数意見報告は，今や非常に広範な土地課税要求を部分的に受入れつつ，都市当局の（主として「地

方的サーヴィス」への）支出による敷地価値の増加の故に，敷地とその上の建物を分離評価して，限

定された敷地価値地方税を賦課することを勧告した。しかし，政策的には，統一党政府の下では，新

評価に対する既得利害の反対や財源の面から，全く実現されなかった。 

1905 年末に成立した自由党政権は，大蔵大臣アスキスが地方財政問題の立法的解決にとって不可欠

と見なした(地方自治体レヴェルでの)「適切な評価制度」を直ちに実現する見通しがなかったが故に，

1908 年を転換点として，地方財政問題に対して，結局，政策的には，中央集権的に対応せざるをえな

くなり，「国家的サーヴィス」のための国庫補助金問題については，行政面において，従来，地方当局

の実施していた「国家的サーヴィス」に関連して新たに必要とされた特定のサーヴィスを，1908年「老

齢年金法」，更に 1911 年「国民保険法」により，中央集権化するとともに，財源面においても，従来

の「国家的サーヴィス」のための「指定収入」を，1910年「歳入（1909−10年）法」，更に1911年「歳

入関連法」により，部分的に（アルコール販売免許税，追加的ビール・蒸留酒税等について）固定し

て（増収分を国庫に収納するように）中央集権化した。また，地方当局の実施する「地方的サーヴィ

ス」のための追加的収入源として要求された地方地価税創設問題については，結局，それを1910年の
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率が引上げられた，更に地方財政問題の中央集権的対応策としては，①「地価税」が創設され，その

収益の 2分の 1の地方配分が規定され，また②「酒類免許税」が改正され税率も引上げられたが，地

方課税勘定への支払額は固定された。このような「人民予算」は，国家財政のレヴェルで高額の所得・

相続財産の所有者たる地主階級に重い負担を負わせるとともに，「地価税」により都市地主に今や特別

課税するものであり，税負担の面から，海外投資型＝植民地・後進農業国収奪型イギリス帝国主義の

構造を強化することになった。 

 「人民予算」における新たな課税は，直接税では所得税と相続税（「地価税」を除く），また間接税

では「酒類免許税」を中心として，（1913年度までは）新たな課税提案を行なう必要なしに，海軍費と

社会政策費の増加の主要部分を賄い，こうして，「人民予算」は，国家財政においては，直接税依存＝

海軍費および社会政策費膨張型イギリス帝国主義財政を構造的に定着せしめ，またそれによって地

方・国家財政関係においては，いわば中央集権的財政構造を定着せしめた。また1914年度予算はその

ような構造を強化したのである。 

 

最後に，古典的帝国主義期における（4）貴族院問題についていえば，1906年1月の総選挙における

自由党の圧勝以降，自由党政府提出の重要な金銭外法案が統一党系貴族が圧倒的多数を占めた貴族院

によって否決ないし修正されたため，1908 年を転換点として，政府は（地方財政問題に対する中央集

権的対応策として）このような金銭外法案を付加するとともに，また（同じく1908年を転換点として

海軍費と社会政策費の増加により深刻化した国家財政問題の解決策として）主に地主階級の負担で直

接税を中心に増徴するために，1909 年に「人民予算」＝金銭法案を提出したのであるが，これに対し

て，貴族院は，主として金銭外条項付加による同院の権能の侵害および地主階級に対する累積的税負

担という根拠で，「人民予算」を否決した。これにより深刻化した貴族院問題に対する当面の解決策と

して，また1910年1月の総選挙後に，政権維持に必要なアイルランド国民党の支持を得るために同党

の要求するアイルランド自治法案＝金銭外法案に対する貴族院の拒否権の制限策として，1910年12月

の総選挙後に，結局，国王の新貴族創設大権を発動する旨の威嚇を行いつつ，1911 年の「国会法」が

立法化された。 

この「国会法」は，金銭法案に関して貴族院が有していた拒否権能それ自体は維持したうえで，そ

の権能の行使をいわば無効化するとともに，金銭法案の対象を限定し，いわゆる「金銭外条項付加」

を制限し，更に，金銭法案以外の法案に関して貴族院が従来有していた絶対的拒否権を 2 ヵ年間のみ

のいわゆる停止的拒否権に制限した。こうして，「国会法」は，庶民院に対して貴族院を決定的に従属

的地位におとしめ，市民革命期に成立したいわゆる「議会主権」を完成させるものであった。このこ

とは，絶対的拒否権の行使の故に，庶民院に結集した資本家階級および労働者階級の発展にとって桎

梏になっていたところの，貴族院に結集した土地貴族＝地主階級が今や立法権能のレヴェルで犠牲に

されたことを意味している。 

客観的効果として，金銭法案に関連して，「国会法」は，法案として庶民院に提出されることによっ

て（すでに述べたような）「人民予算」の成立を可能にしたのみならず，更に，「金銭法案」の対象を

従来の慣行上のそれより狭く定義して，地方財政に関する一切を除外したため，従来よりも地方財政

関連事項の立法化を制限して地方財政問題の解決を遅らせたが，金銭法案それ自体の会期内成立を確

実にして対独戦準備のための国家財政の運営を確実にした。また金銭法案以外の法案に関連して，「国

会法」は，貴族院の絶対的拒否権を 2ヵ年間の停止的拒否権に制限したため，1914年「アイルランド
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自治法」を成立させ，こうして，対独戦準備のために解決を必要とされていたところのアイルランド

自治問題に対して一応の決着をつけたのであった。 

 

以上の意味において，1911年の「国会法」は，第 1次世界大戦前におけるイギリス資本主義の内政

的帰結点たる地位を占めていたのである 79）80

79） 最後に，本研究＝拙著に関する補足として，まず，拙著に対する「書評」との関連でその「課題と方法」に

言及しておきたい。 

）。 

拙著に対しては，歴史学関係の学会誌では，藤田哲雄氏から東北史学会編『歴史』第83輯(1994年 9月)で，西

田洋二氏からは西洋史研究会編『西洋史研究』新輯第23号(1994年11月)において，また経済史学関係の学会誌で

は，島 浩二氏から社会経済史学会編『社会経済史学』第61巻1号(1995年4／5月)で，高橋純一氏からは土地制

度史学会編『土地制度史学』第147号(1995年4月)において，それぞれ書評をいただき，問題点や疑問をもだして

いただいた。 

このことに感謝しておきたい。その上で，「戦後歴史学」の転換点ともなったところの，吉岡昭彦氏の周知の提言

（同「日本における西洋史研究について―安保闘争のなかで研究者の課題を考える」『歴史評論』（1960年，9月号）

の一文を借りて，書評は「対象となる書物に対する率直な，しかもその本質的な論点と方法に迫る徹底的な批判こ

そ著者に対する最高の尊敬である」（同，11 頁）という観点から，率直にいえば，各評者の専門が主として地方行

財政史，アイルランド史関係であるということもあり，拙著の「本質的な論点と方法に迫る徹底的な批判」はなか

ったと言わざるをえない。のみならず，内容要約の２つの仕方（時代別縦割りとテ―マ別横割り）とそこでの叙述

から判断して，そもそも批判の前提となる「本質的な論点と方法」が的確に把握されていないような印象すら受け

た。 

いうまでもなく，学問研究は「相互の交流」であるので，そのためにも，このような「本質的な論点と方法」，端

的に「課題と方法」についての言及が必要であるが，それについての具体的言及として，拙稿「欧米近現代財政史・

国制史研究の一視角（上）」『アルテス リベラレス（岩手大学人文社会科学部紀要）』第 58号，1996年 6月，57－

60頁を参照されたい。 
80） 補足として今一つ，拙著の対象とした1820―30年代から第１次世界大戦勃発に至る時期におけるイギリスの

（1）地方行財政政策史，（2）国家行財政政策史，（3）国制史＝貴族院問題等に関して，わが国に蓄積されている膨

大な「研究史」について，率直にいえば，その多数の諸研究が，必ずしも相互の交流と生産的な論争を生むことな

く，単に併存しているに過ぎないような状況にさえあるようにおもわれる。 

このような研究＝学界状況は打開されねばならないであろうが，そのためには，関係する研究史の存在を確認する

作業を行うともに，「戦後歴史学」が到達した研究方法を継承しつつ，歴史学的なアプロ―チに従って，「経済的基

礎過程の分析を国家の構造と機能に収斂せしめる」（吉岡昭彦『近代イギリス経済史』岩波全書，1981年，5頁）と

いう接近方法によって，問題を詰めつつ，統一的な歴史像に接近すべきではあるまいか。 

 

しかもその場合，単に国家＝中央のレヴェルでのみ構造と機能に収斂せしめるのではなく，いわゆる「地方当局」

local authorities＝地方政府 local governmentのレヴェルでのそれにも関連づけつつ，問題を詰めていくことが

一層有効な方法となるであろう。 

その理由を，研究史との関連で，およそ次のように指摘しておきたい。 従来，イギリス財政史・国制史に関する

欧米及びわが国の研究においては，国家レヴェルの構造や機能に関する諸問題の研究と，地方レヴェルでの構造と

機能に関する諸問題の研究が，それぞれ別個に行われてきたため，両者の関連が十分には把握されておらず，従っ

て，全体像も明確には把握されるに至っていないようにおもわれること。 

しかしながら，イギリス資本主義の確立(指標としての 1825年恐慌)以降，資本主義の推転過程に規定されつつ，

基本的に，土地所有に対する資本の規定性が貫徹することによって，国家レヴェルでの構造と機能と地方レヴェル

でのそれには，一定の関連のもとに，ほぼ同一の原則が貫徹してくるものと想定しうる。従って，土地所有に対す

る資本の規定性に即して，そのような一定の関連なり，同一の原則を把握することによって，全体像の把握が可能

になるであろうからである。 

しかも，その場合，周知のように，資本主義の確立とともに1832年の第１次選挙法改正を起点として，それによ

って成立した改革議会において新たな諸政策が展開されてくるので，まず，国家レヴェルでの構造と機能において

どのような原則が成立してくるのか，そしてそのような原則が，地方レヴェルでの構造と機能においてはどのよう

に貫徹してくるのかという観点から，前者のそれらとの関連で後者のそれらを把握することが必要であるからであ

る。 

 

このような観点から，まず基礎的作業として，この時期に限定して，また管見の限りで（1）地方行財政政策史，

率が引上げられた，更に地方財政問題の中央集権的対応策としては，①「地価税」が創設され，その

収益の 2分の 1の地方配分が規定され，また②「酒類免許税」が改正され税率も引上げられたが，地

方課税勘定への支払額は固定された。このような「人民予算」は，国家財政のレヴェルで高額の所得・

相続財産の所有者たる地主階級に重い負担を負わせるとともに，「地価税」により都市地主に今や特別

課税するものであり，税負担の面から，海外投資型＝植民地・後進農業国収奪型イギリス帝国主義の

構造を強化することになった。 

 「人民予算」における新たな課税は，直接税では所得税と相続税（「地価税」を除く），また間接税

では「酒類免許税」を中心として，（1913年度までは）新たな課税提案を行なう必要なしに，海軍費と

社会政策費の増加の主要部分を賄い，こうして，「人民予算」は，国家財政においては，直接税依存＝

海軍費および社会政策費膨張型イギリス帝国主義財政を構造的に定着せしめ，またそれによって地

方・国家財政関係においては，いわば中央集権的財政構造を定着せしめた。また1914年度予算はその

ような構造を強化したのである。 

 

最後に，古典的帝国主義期における（4）貴族院問題についていえば，1906年1月の総選挙における

自由党の圧勝以降，自由党政府提出の重要な金銭外法案が統一党系貴族が圧倒的多数を占めた貴族院

によって否決ないし修正されたため，1908 年を転換点として，政府は（地方財政問題に対する中央集

権的対応策として）このような金銭外法案を付加するとともに，また（同じく1908年を転換点として

海軍費と社会政策費の増加により深刻化した国家財政問題の解決策として）主に地主階級の負担で直

接税を中心に増徴するために，1909 年に「人民予算」＝金銭法案を提出したのであるが，これに対し

て，貴族院は，主として金銭外条項付加による同院の権能の侵害および地主階級に対する累積的税負

担という根拠で，「人民予算」を否決した。これにより深刻化した貴族院問題に対する当面の解決策と

して，また1910年1月の総選挙後に，政権維持に必要なアイルランド国民党の支持を得るために同党

の要求するアイルランド自治法案＝金銭外法案に対する貴族院の拒否権の制限策として，1910年12月

の総選挙後に，結局，国王の新貴族創設大権を発動する旨の威嚇を行いつつ，1911 年の「国会法」が

立法化された。 

この「国会法」は，金銭法案に関して貴族院が有していた拒否権能それ自体は維持したうえで，そ

の権能の行使をいわば無効化するとともに，金銭法案の対象を限定し，いわゆる「金銭外条項付加」

を制限し，更に，金銭法案以外の法案に関して貴族院が従来有していた絶対的拒否権を 2 ヵ年間のみ

のいわゆる停止的拒否権に制限した。こうして，「国会法」は，庶民院に対して貴族院を決定的に従属

的地位におとしめ，市民革命期に成立したいわゆる「議会主権」を完成させるものであった。このこ

とは，絶対的拒否権の行使の故に，庶民院に結集した資本家階級および労働者階級の発展にとって桎

梏になっていたところの，貴族院に結集した土地貴族＝地主階級が今や立法権能のレヴェルで犠牲に

されたことを意味している。 

客観的効果として，金銭法案に関連して，「国会法」は，法案として庶民院に提出されることによっ

て（すでに述べたような）「人民予算」の成立を可能にしたのみならず，更に，「金銭法案」の対象を

従来の慣行上のそれより狭く定義して，地方財政に関する一切を除外したため，従来よりも地方財政

関連事項の立法化を制限して地方財政問題の解決を遅らせたが，金銭法案それ自体の会期内成立を確

実にして対独戦準備のための国家財政の運営を確実にした。また金銭法案以外の法案に関連して，「国

会法」は，貴族院の絶対的拒否権を 2ヵ年間の停止的拒否権に制限したため，1914年「アイルランド
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（2）国家行財政政策史，（3）国制史＝貴族院問題のそれぞれに関するわが国の研究史を確認し，若干の問題点を提

示したものとして，前掲拙稿「欧米近現代財政史・国制史研究の一視角（上）」，61－75頁；拙稿「欧米近現代財政

史・国制史研究の一視角（中）」『アルテス リベラレス（岩手大学人文社会科学部紀要）』第 59号，1996年 12月，

19－21頁を参照されたい。 
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付表 

≪近代イギリス財政政策史関係略年表≫ 

(1)古典的自由主義期 

(2)19世紀末｢大不況｣期 

(3)古典的帝国主義期 

 

  

  

（2）国家行財政政策史，（3）国制史＝貴族院問題のそれぞれに関するわが国の研究史を確認し，若干の問題点を提

示したものとして，前掲拙稿「欧米近現代財政史・国制史研究の一視角（上）」，61－75頁；拙稿「欧米近現代財政

史・国制史研究の一視角（中）」『アルテス リベラレス（岩手大学人文社会科学部紀要）』第 59号，1996年 12月，

19－21頁を参照されたい。 
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第４編：『第1次世界大戦前におけるイギリス・アイルランド間財政関係史研究』：要旨 

（平成８～９年度科研費補助金(基盤研究C)研究成果報告書，1998年3月刊，A４判182頁） 

 

≪研究の構成＝詳細目次≫  

 

Ⅰ 課題と方法 

 

Ⅱ ナポレオン戦争期における財政関係 

 (1) 1800年「合同法」の財政関係規定 

 (2) 1816年法による1817年国庫合同＝連合王国統合国庫の成立 

 

Ⅲ 自由主義期における財政関係 

 

1章 地方レヴェルでの財政関係 

（1）初期の補助金 

 1）診療所への補助金 

 2）ダブリン病院への補助金 

（2）1830-40年代における国庫補助金 

 1）警察行政とダブリン都市警察及びアイルランド警察補助金 

 2）救貧行政と救貧法会計監査官補助金 

（3）1850-70年代における国庫補助金 

 1）司法行政と補助金 

 2）救貧・衛生行政と補助金 

 3）その他の補助金 

 

2章 国家レヴェルでの財政関係 

（1）1817-53年の時期（財政制度改革と茶，タバコ，印紙税の同化） 

（2）1853-60年の時期（所得税拡大と蒸留酒税の同化） 

（3）1864年「特別委員会」設置と報告書 

 

Ⅳ 19世紀末「大不況」期における財政関係 

 

1章 地方レヴェルでの財政関係 

（1） 自由党政権下における国庫補助金 

 1）郡保証 補助金（の開始） 

 2）1885年有権者登録補助金 

（2） 保守党政権下における国庫補助金 

 1）1887年幹線排水補助金 
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 2）1888年遺留動産税補助金 

      3）1890年地方課税（関税及び消費税）補助金 

 4）1891年国庫醵出金 

 5）1892年学校補助金 

6）1894年動物疫病補助金 

 

2章 国家レヴェルでの財政関係 

（1）1886年「アイルランド統治法案」の財政関係諸規定 

（2）1893年「アイルランド統治法案」の財政関係諸規定 

（3）1894年「財政関係調査勅命委員会」設置と1896年『最終報告書』 

 

Ⅴ 古典的帝国主義期における財政関係 

 

1章 地方レヴェルでの財政関係 

（1）1896年「地方課税(アイルランド)遺産税法」 

（2）1898年「地方政府(アイルランド)法案」の財政的諸規定の提案理由 

（3）1898年「地方政府(アイルランド)法」の財政的諸規定 

 

2章 国家レヴェルでの財政関係 

（1）1911年「アイルランド財政調査委員会」設置と（1912年）『報告書』 

（2）1912年「アイルランド統治法案」の財政関係諸規定の提案理由 

（2）1914年「アイルランド統治法」の財政関係諸規定 

 

Ⅵ 総括：第1次世界大戦前イギリス・アイルランド間財政関係史(＝1914年「アイルランド統治法」 

成立に至る経済史的＝財政史的背景)とその財政史的＝国制史的意義 

（1）ナポレオン戦争期 

（2）古典的自由主義期 

（3）19世紀末｢大不況｣期 

（4）古典的帝国主義期 

 

付表 

≪イギリス・アイルランド間財政関係史関係略年表≫ 

（1）ナポレオン戦争期 

（2）古典的自由主義期 

（3）19世紀末｢大不況｣期 

（4）古典的帝国主義期 
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≪研究の課題と方法≫  

 

<本研究の経緯と研究史> 

 

 本研究を構想するに至った経緯を，従来の研究と関連させつつ，述べておきたい。 

 拙著『近代イギリス財政政策史研究』（1994年，勁草書房）において，平成５年度科学研究費研究成

果公開促進費の交付を受けて，1815年のナポレオン戦争終結から1914年の第１次世界大戦勃発に至る

時期におけるイギリス資本主義の推転過程に対応させつつ，自由主義期，19 世紀末「大不況」期，古

典的帝国主義期の各時期について，それぞれ，主要な地方財政問題 ⇒ 国家財政問題 ⇒ 貴族院問題

とそれらに対する政策的対応を歴史・具体的に検討することによって，1910年の「人民予算」People's 

Budgetと1911年の「国会法」Parliament Act成立に至る経緯とその財政的＝国制的意義を解明した。 

 その際，貴族院問題において，財政に関する金銭法案に加えて，国制に関する金銭外法案としてア

イルランド関係法案（とりわけ，1869年「アイルランド国教会廃止法」，1886年と1893年の第１次・

第２次「アイルランド統治法案」）を取り上げたうえで，貴族院問題の解決策である「国会法」の規定

に基づいて，1912年の第３次アイルランド統治法案が1914年「アイルランド統治法」として成立する

こと，またこの意味でも「国会法」成立が第１次世界大戦前におけるイギリス資本主義の内政的帰結

点であることを明らかにした。 

 しかし，その場合，このようなアイルランド統治問題の経済史的背景については，まったく検討し

えなかった。 

 その後，このような内政史的研究を踏まえて，次の研究として，イギリス連邦結成に至る対外政策

史＝帝国史研究を行うため，その作業の一環として，アイルランドに関して，1922 年「アイルランド

自由国」Irish Free State 成立に至る研究史を概観することにより，このようなアイルランド統治問

題の経済史的背景を解明するためには，農業問題（とくに，自作農創設問題）に加えて，特に財政問

題（すなわち，大ブリテンとアイルランド間での財政関係の問題）を検討する必要があること，しか

し，前者については，本格的研究があるのに対して，後者については殆ど全く研究が欠如しているこ

とが明らかとなった。 

 およそ，以上の経緯を経て，表題の研究を構想するに至ったのである。 

 

<課題と方法> 

 

 本研究の開始に際して設定した課題は，1800 年のいわゆる「連合法」Act of Union 成立から 1914

年の「アイルランド統治法」Government of Ireland Act成立に至る時期におけるアイルランド統治問

題を対象として， 

（1）1800年から 1914年の時期に，大ブリテンとアイルランド間で，地方税＝地方レヴェルと国税

＝国家レヴェルの双方での，財政関係の数量的実態が如何なるものであったのか，またアイルランド

統治の観点から，地方レヴェルと中央レヴェルの双方で，如何なる財政問題が発現したのかを，歴史・

具体的に把握すること，さらに， 

（2）このような財政問題に対して，アイルランド統治のために，如何なる政策的対応が行われたの

 2）1888年遺留動産税補助金 

      3）1890年地方課税（関税及び消費税）補助金 

 4）1891年国庫醵出金 

 5）1892年学校補助金 

6）1894年動物疫病補助金 

 

2章 国家レヴェルでの財政関係 

（1）1886年「アイルランド統治法案」の財政関係諸規定 

（2）1893年「アイルランド統治法案」の財政関係諸規定 

（3）1894年「財政関係調査勅命委員会」設置と1896年『最終報告書』 

 

Ⅴ 古典的帝国主義期における財政関係 

 

1章 地方レヴェルでの財政関係 

（1）1896年「地方課税(アイルランド)遺産税法」 

（2）1898年「地方政府(アイルランド)法案」の財政的諸規定の提案理由 

（3）1898年「地方政府(アイルランド)法」の財政的諸規定 

 

2章 国家レヴェルでの財政関係 

（1）1911年「アイルランド財政調査委員会」設置と（1912年）『報告書』 

（2）1912年「アイルランド統治法案」の財政関係諸規定の提案理由 

（2）1914年「アイルランド統治法」の財政関係諸規定 

 

Ⅵ 総括：第1次世界大戦前イギリス・アイルランド間財政関係史(＝1914年「アイルランド統治法」 

成立に至る経済史的＝財政史的背景)とその財政史的＝国制史的意義 

（1）ナポレオン戦争期 

（2）古典的自由主義期 

（3）19世紀末｢大不況｣期 

（4）古典的帝国主義期 

 

付表 

≪イギリス・アイルランド間財政関係史関係略年表≫ 

（1）ナポレオン戦争期 

（2）古典的自由主義期 

（3）19世紀末｢大不況｣期 

（4）古典的帝国主義期 
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かを，歴史・具体的に把握し，こうして地方財政問題 ⇒ 国家財政問題 ⇒ 統治問題という序列で，

アイルランド統治問題の一応の解決策たる1914年「アイルランド統治法」成立に至る経済史的＝財政

史的背景，および同法成立のもつ財政史的＝国制史的意義を解明すること，であった。 

 

 また，このような課題を果たすために設定した具体的方法は， 

（1）まず，アイルランド統治問題の経済史的背景となる限りで，アイルランド農業問題（とくに，

自作農創設問題）等に関する従来の研究を踏まえたうえで，大ブリテンとアイルランド間での，地方

税＝地方レヴェルと国税＝国家レヴェルの双方での，財政関係の数量的実態，さらに，アイルランド

統治の観点から発現した財政問題の具体的内容を，各種の財政関係の統計書や議会報告書，とりわけ，

地方レヴェルでは，「地方課税調査勅命委員会（Royal Commission on Local Taxation）」のアイルラ

ンド関係の『報告書』（1902年），また国家レヴェルでは，「大ブリテンとアイルランド間財政関係調査

勅命委員会（Royal Commission on the Financial Relations between Great Britain and Ireland）」

の『最終報告書』（1896 年），及び「アイルランド財政調査委員会（ Committee on Irish Finance）」

の『報告書』（1912年）などにより，段階的に，すなわち，1800年から1870年代初頭までのいわゆる

自由主義期，19世紀末「大不況」期，そして1914年までの古典的帝国主義期の3つの時期に区分しつ

つ，各時期毎に把握すること，さらに， 

（2）1800年から 1914年の時期に，大ブリテンとアイルランド間で，地方税＝地方レヴェルと国税

＝国家レヴェルの双方での，財政問題に対する政策的対応を，主として，『議会討論集（ハンサード）』，

および関係する幾つかの法案や「法律」そのものに即して，同じく段階的に，すなわち，1800 年から

1870 年代初頭までのいわゆる自由主義期，19世紀末「大不況」期，そして 1914 年までの古典的帝国

主義期の3つの時期に区分しつつ，各時期毎に把握すること， 

（3）そして，このような地方財政問題 ⇒ 国家財政問題 ⇒ 統治問題という序列で，アイルランド

統治問題の一応の解決策たる1914年「アイルランド統治法」成立に至る経済史的＝財政史的背景，お

よび同法成立のもつ財政史的・国制史的意義を解明すること，であった。 

 

 予想されるように，「言うは易く・・・」であり，本書においては，1800年から 1914年の時期にお

ける大ブリテンとアイルランド間での財政関係，具体的には地方レヴェルと国家レヴェル双方での，

財政問題に対する政策的対応策に関する基礎的史実を確認しつつ，アイルランド統治問題の一応の解

決策と想定しうる1914年「アイルランド統治法」成立に至る基本的な財政史的経緯を指摘するにとど

めたい。 

 

 ＜基本的事実＝アイルランド（国家）収入とその帝国・地方支出額等の推移＞ 

 

 ところで，このアイルランド統治問題の一応の解決策と想定しうる 1914 年「アイルランド統治法」

成立に至る基本的な財政史的経緯とは，一体如何なる客観的な事実認識を踏まえているのであろうか。 

予め，結論を先取りして，1つの基本的事実を提示したい。図 4－1と表 4－1は，帝国国庫におけ

るアイルランドからの（調達された税収入額とは異なる）「本当の [税] 収入」額，それから「帝国サ

ーヴィス」に醵出された金額（割合）とアイルランドに「地方的支出」された金額（割合）の推移を

示したものである。推移を辿ると，「本当の収入」は，ナポレオン戦争終結後の 1819 年から「馬鈴薯
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図４‐1　アイルランド（国家）収入とその帝国・地方支出額等の推移(£1,000)

表４-１　アイルランド（国家）収入とその帝国・地方支出額等の推移(£1,000)

年次 本当の収入 帝国ｻｰｳﾞｨｽ （％）地方的支出 （％）
教育議定費 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ警察 地方当局補助金

1819 5257 3692 70 1565 30
1824 1526
1829 5502 4157 76 1345 24
1834 1328
1839 5416 3626 67 1790 33
1844 1517
1849 4861 2614 54 2247 46
1854 2122
1859 7700 5396 70 2304 30
1864 2443
1869 7426 4488 60 2938 40
1874 3556 556 1062
1879 7281 3226 46 4055 54 690 107
1884 4803 769 1305 118
1889 7735 2677 35 5058 65 903 1353 161
1893 5603 1194 1357 400
1895 8034 2096 26 5938 74 1138 1375 405
1911 10300 -1044 -10 11344 110 1656 1381 1415

[Royal Commission on the Financial Relations between Great Britain and Ireland, Final Report by
 Her Majesty's Commissioners appointed to inquire into the Financial Relations between Great 
Britain and Ireland, [C.8262.], 1896, p.50；Report by the Committee on Irish Finance，
[Cd. 6153.], 1912，p.4　等から作成。]
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飢饉」直後の 1849年まで 500万ポンド前後で停滞的に推移し，その後 1859年にかけて急増した後，

1860年代から大不況期末の1895年まで700～800万ポンドという新たな水準で停滞的に推移し，以後

の古典的帝国主義期に急増したのであるが，このような収入からのアイルランドへの「地方的支出」

は一貫して増加し，まず自由主義期には漸増し，大不況期にはより急速に増加し，そして1895年以降

には飛躍的に増加している。その結果，残額である，「帝国サーヴィス」への醵出額は，1849 年から

1859 年間に急増した後，60年代から大不況期に顕著に減少し，また 1879 年を転換点として「地方的

支出」の推移と逆転し，更に1895年以降には惨落して，1911年には遂にマイナス，すなわち，帝国へ

の醵出（＝いわば財政収奪）ではなく，帝国からアイルランドへの醵出（＝いわば財政負担）に転化

した。先の1914年「アイルランド統治法」成立に至る基本的な財政史的経緯とは，端的には，このよ

うな転化という客観的な事実認識を踏まえているのであるが，この事実は，如何なる理由によるので

あろうか，また何を意味していたのであろうか。 

 

 以下では，このような客観的な事実に関する問題関心にもとづいて，対象時期を，1800 年以降のナ

ポレオン戦争期，続く自由主義期，19 世紀末「大不況」期，そして古典的帝国主義期に区分し，各時

期における大ブリテンとアイルランド間での地方レヴェルと国家レヴェルの双方での財政関係に関す

る基礎的史実を，1914 年「アイルランド統治法」成立に至る基本的な財政史的経緯を把握するのに必

要な限りで，順次，確認していきたい。 
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≪研究の総括：第1次世界大戦前イギリス・アイルランド間財政関係史（＝1914年「アイルランド統

治法」成立に至る経済史的＝財政史的背景）とその財政史的＝国制史的意義 ≫  

  

 

 本報告書においては，1800年から1914年の時期における大ブリテンとアイルランド間での財政関係，

具体的には地方レヴェルと国家レヴェル双方での，財政問題に対する政策的対応策に関する基礎的史

実を確認しつつ，アイルランド統治問題の一応の解決策と想定しうる 1914 年「アイルランド統治法」

成立に至る基本的な財政史的経緯を検討してきたのであるが，最後に，以上の考察を簡単に概括して

おきたい。（なお，必要により，本編末尾に掲載した「イギリス・アイルランド間財政関係史略年表」

を参照されたい。） 

 

（1）ナポレオン戦争期 

まず，1800 年の「連合法」により，議会＝立法的合同が実現されたのであるが，1801 年から 1815

年のナポレオン戦争支出が「連合法」 の財政的取り決めを，アイルランドの諸資源が担うには全く不

適切なものにしたので，破産回避のため，1816年法により 1817年に国庫が合同され，また「連合法」

下での17対2という比例的醵出制度も廃止された。 

 

（2）古典的自由主義期 

続く自由主義期に，地方当局レヴェルでの財政関係においては，地方行政を促進するための国庫補

助金が増加し，それは，教育議定費その他とともに，アイルランドの「本当の収入」からのいわゆる

「地方的支出」を増加せしめた。 

また国家レヴェルでの財政関係においては，とりわけ，1853年から1860年の時期に，グラッドスト

ーンの自由貿易的財政改革の一環として，アイルランドの課税が増加したので，1864 年に「特別委員

会」が設置されたのであるが，アイルランドの窮境は課税の圧力にではなく，不作 に帰されるに留っ

た。 

 

（3）19世紀末「大不況」期 

19世紀末「大不況」期に入ると，「農業大不況」によって，まさに「零細借地農民の国」たるアイル

ランドは深刻な打撃を受け，農業問題→ 地方・国家財政問題→ 統治問題等が一挙に顕在化してく

るのである。 

地方当局レヴェルでの財政関係においては，国庫補助金が増加し，それは「地方的支出」を増加せ

しめ，「本当の収入」からの「帝国醵出」を減少せしめ，アイルランド統治問題を顕在化させたので，

1886年に第 1次「アイルランド統治法案」，1893年に第 2次「アイルランド統治法案」が提出され，

アイルランドに一定の内政自治権を賦与することによって，前者の支出を節約＝減額させるとともに，

帝国醵出を減額させつつも維持するという解決策が提案されたが，実現されなかった。 

この第2次アイルランド統治法案と関連して，翌1894年に設置された「大ブリテンとアイルランド

間財政関係調査勅命委員会」の多数は，1896 年の秋に提出した『最終報告書』の中で，アイルランド

が過度課税されたことに合意した。 

飢饉」直後の 1849年まで 500万ポンド前後で停滞的に推移し，その後 1859年にかけて急増した後，

1860年代から大不況期末の1895年まで700～800万ポンドという新たな水準で停滞的に推移し，以後
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した。先の1914年「アイルランド統治法」成立に至る基本的な財政史的経緯とは，端的には，このよ

うな転化という客観的な事実認識を踏まえているのであるが，この事実は，如何なる理由によるので

あろうか，また何を意味していたのであろうか。 
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（4）古典的帝国主義期 

1895年から 1911年の時期にこそ，アイルランドの「本当の収入」からの「地方的支出」が急増し，

その結果，帝国醵出が実にマイナスに転化し，地方・国家財政問題→ 統治問題の一定の解決策が不

可避になるのである。 

まず，1895 年に成立した統一党政権の下で，1898 年「地方政府(アイルランド)法」によって，「カ

ウンテイ議会」等の代議制議会の設立を前提として，（従来の特定補助金と異なる，いわゆる一般的補

助金であるところの）「農業補助金」等の新たな補助金が規定され，それによりとりわけ地主階級の地

方税負担からの免除が実現された。またこれを受けて，新たな農業政策，とりわけ土地購入政策が実

現されたのであるが，このような統一党政権下において制定された諸法は，結局，「地方的支出」を増

加せしめ，続く自由党政権下において財政問題→ 統治問題の一定の解決策を不可避にした。 

 続いて，1905年末に成立した自由党政権の下で，1907年恐慌を転換点として，1908年老齢年金導入

等により社会政策費が増加し，同時に対独建艦競争により海軍費が増加し，そのために提案された「人

民予算」をめぐる1910年の総選挙で，アイルランド自治を要求する「アイルランド国民党」が，（1885

年，1892年総選挙後に続いて）キャスティンヴォートを握ったので，新たな第 3次アイルランド統治

法案の作成が必要になり，また1911年「国会法」によって，その法案の成立が不可避である状況が出

現した。  

 1911年1月に設置された財政専門家達からなる「アイルランド財政調査委員会」は，10月に提出し

た『報告書』の中で，帝国醵出がマイナス（＝不足）に転化した事実を確認するともに，アイルラン

ドの財政的自治についての諸勧告を提案したが，政府はこれを拒否し，代りにその諸統計の殆どを利

用して，アイルランド財政に対する大ブリテンのかなりの統制を含む法案を作成した。 

 1912年4月11日，首相アスキスは，第3次「アイルランド統治法案」を議会に提案したのであるが，

アイルランド財政問題→ 統治問題の解決策＝法案の提案理由として，「自治は・・・アイルランド人

達に・・・節約への直接的な関心，及び・・・浪費に対する直接的な責任を与えることの，またそう

して漸次的にこの不足を削減し・・・将来の共通の諸目的のために利用しうる余剰を産出することの，

手段になる」ことを強調した。 

 このような理由から 1912 年に提案され，結局，1911年「国会法」の諸規定に従って成立した 1914

年「アイルランド統治法」は，1895 年以降の（アイルランドの「本当の収入」からの「地方的支出」

が急増し，その結果，帝国醵出がマイナスに転化するという）いわば財政的収奪が完了して財政的負

担に転化するに至った，新たな段階におけるアイルランド統治問題に対して，一定の内政自治権をも

つ「アイルランド議会」の設立を前提として，今や「移転金」という，いわば「包括補助金」を交付

することによって，帝国の財政統制下に，前者の地方的支出を漸次的に節約させ，現在の不足＝帝国

の財政負担を削減しつつ，将来の余剰＝財政収奪を希望するという，新たな解決策であったといえよ

う。  

但し，同法の施行は，第 1 次世界大戦勃発により停止され，戦後の新たな状況下に，同法は撤廃さ

れ，新たに1920年「アイルランド統治法」が制定されてくるのである 81

81） なお，本報告書のうち，1914年アイルランド統治法に関する本論の部分については，拙稿「1914年『アイ

ルランド統治法』の成立」（岩手大学人文社会科学部欧米講座編『言語と文化の諸相』，1993年，367-380頁，所収）

として発表しているので参照されたい。 

）。 
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付表 

≪イギリス・アイルランド間財政関係史関係略年表≫ 

（1）ナポレオン戦争期 

（2）古典的自由主義期 

（3）19世紀末｢大不況｣期 

（4）古典的帝国主義期 

 

  

 

（4）古典的帝国主義期 

1895年から 1911年の時期にこそ，アイルランドの「本当の収入」からの「地方的支出」が急増し，

その結果，帝国醵出が実にマイナスに転化し，地方・国家財政問題→ 統治問題の一定の解決策が不

可避になるのである。 

まず，1895 年に成立した統一党政権の下で，1898 年「地方政府(アイルランド)法」によって，「カ

ウンテイ議会」等の代議制議会の設立を前提として，（従来の特定補助金と異なる，いわゆる一般的補

助金であるところの）「農業補助金」等の新たな補助金が規定され，それによりとりわけ地主階級の地

方税負担からの免除が実現された。またこれを受けて，新たな農業政策，とりわけ土地購入政策が実

現されたのであるが，このような統一党政権下において制定された諸法は，結局，「地方的支出」を増

加せしめ，続く自由党政権下において財政問題→ 統治問題の一定の解決策を不可避にした。 

 続いて，1905年末に成立した自由党政権の下で，1907年恐慌を転換点として，1908年老齢年金導入

等により社会政策費が増加し，同時に対独建艦競争により海軍費が増加し，そのために提案された「人

民予算」をめぐる1910年の総選挙で，アイルランド自治を要求する「アイルランド国民党」が，（1885

年，1892年総選挙後に続いて）キャスティンヴォートを握ったので，新たな第 3次アイルランド統治

法案の作成が必要になり，また1911年「国会法」によって，その法案の成立が不可避である状況が出

現した。  

 1911年1月に設置された財政専門家達からなる「アイルランド財政調査委員会」は，10月に提出し

た『報告書』の中で，帝国醵出がマイナス（＝不足）に転化した事実を確認するともに，アイルラン

ドの財政的自治についての諸勧告を提案したが，政府はこれを拒否し，代りにその諸統計の殆どを利

用して，アイルランド財政に対する大ブリテンのかなりの統制を含む法案を作成した。 

 1912年4月11日，首相アスキスは，第3次「アイルランド統治法案」を議会に提案したのであるが，

アイルランド財政問題→ 統治問題の解決策＝法案の提案理由として，「自治は・・・アイルランド人

達に・・・節約への直接的な関心，及び・・・浪費に対する直接的な責任を与えることの，またそう

して漸次的にこの不足を削減し・・・将来の共通の諸目的のために利用しうる余剰を産出することの，

手段になる」ことを強調した。 

 このような理由から 1912 年に提案され，結局，1911 年「国会法」の諸規定に従って成立した 1914

年「アイルランド統治法」は，1895 年以降の（アイルランドの「本当の収入」からの「地方的支出」

が急増し，その結果，帝国醵出がマイナスに転化するという）いわば財政的収奪が完了して財政的負

担に転化するに至った，新たな段階におけるアイルランド統治問題に対して，一定の内政自治権をも

つ「アイルランド議会」の設立を前提として，今や「移転金」という，いわば「包括補助金」を交付

することによって，帝国の財政統制下に，前者の地方的支出を漸次的に節約させ，現在の不足＝帝国

の財政負担を削減しつつ，将来の余剰＝財政収奪を希望するという，新たな解決策であったといえよ

う。  

但し，同法の施行は，第 1 次世界大戦勃発により停止され，戦後の新たな状況下に，同法は撤廃さ

れ，新たに1920年「アイルランド統治法」が制定されてくるのである 81

81） なお，本報告書のうち，1914年アイルランド統治法に関する本論の部分については，拙稿「1914年『アイ

ルランド統治法』の成立」（岩手大学人文社会科学部欧米講座編『言語と文化の諸相』，1993年，367-380頁，所収）

として発表しているので参照されたい。 

）。 
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政
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略
年

表
≫

（
１

）
ナ

ポ
レ

オ
ン

戦
争

期

経
済

的
基

礎
過

程
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
政

治
過

程
農

業
･
土

地
問

題
　

地
方

財
政

（
ア

イ
ル

ラ
ン

ド
）

　
国

家
財

政
（

対
ア

イ
ル

ラ
ン

ド
関

係
）

　
内

政
統

治
・

貴
族

院
問

題
　

地
方

行
政

=
支

出
　

国
庫

補
助

金
関

係
地

方
税

関
係

　
歳

出
関

係
　

予
算

制
度

　
歳

入
関

係

1
8
0
0
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
連
合
法

1
8
0
0
,
連
合
法
下
｢
帝
国
支
出
へ
の
醵
出
｣
割
合
：
G
B
:
I
=
7
.
5
:
1

(
王
国
･
議
会
･
教
会
の
合
同
,
自
由
貿
易
原
則
→
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
の
排
他
的
保
護
貿
易
阻
止
,
租
税
延
長
→
帝
国
的
費
用
分
担
化
)

(
独
自
性
＝
国
王
代
表
の
｢
総
督
｣
,
ﾀ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ﾝ
城
に
お
け
る
「
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
担
当
大
臣
｣
下
の
2
2
部
局
)

⇒
経
済
的
財
政
的
搾
取

1
8
0
7
,
診
療
所
補
助
金

1
8
0
1
-
1
6
,
総
支
出
£
1
4
8
,
0
0
0
,
0
0
0
(
う
ち
徴
税
£
7
8
,
0
0
0
,
0
0
0
)

1
8
0
1
-
1
7
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
国
債
額
£
3
2
,
2
0
5
,
2
2
3
→
£
1
1
2
,
6
3
,
7
7
3

1
8
1
6
,
統
合
国
庫
資
金
法

1
8
1
7
,
国
庫
合
同
＝
｢
連
合
王
国
統
合
国
庫
資
金
｣
設
立

→
以
後
,
｢
本
当
の
収
入
｣
－
｢
地
方
支
出
｣
=
帝
国
醵
出
へ
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（
２
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古

典
的

自
由

主
義

期

経
済

的
基

礎
過

程
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
政

治
過

程
農

業
･
土

地
問

題
　

地
方

財
政

（
ア

イ
ル

ラ
ン

ド
）

　
国

家
財

政
（

対
ア

イ
ル

ラ
ン

ド
関

係
）

　
内

政
統

治
・

貴
族

院
問

題
　

地
方

行
政

=
支

出
　

国
庫

補
助

金
関

係
地

方
税

関
係

　
歳

出
関

係
　

予
算

制
度

　
歳

入
関

係

1
8
1
5
,
ﾅ
ﾎ
ﾟ
ﾚ
ｵ
ﾝ
 
戦
争
終
結

国
庫
合
同
→
1
8
1
7
-
5
3
年
間
=
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
に
財
政
的
に
有
利

1
8
1
5
,
過
渡
的
恐
慌

1
8
1
7
,
茶
税
,
同
一
税
率
賦
課

1
8
1
9
,
ﾀ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ﾝ
都
市
警
察
補
助
金

1
8
1
9
,
ﾀ
ﾊ
ﾞ
ｺ
税
の
同
一
税
率
へ
引
上

1
8
2
5
,
本
格
的
恐
慌
=
ｲ
ｷ
ﾞ
ﾘ
ｽ
資
本
主
義
の
確
立

(
1
8
2
1
)
,
ﾀ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ﾝ
病
院
補
助
金

1
8
2
9
,
ｶ
ﾄ
ﾘ
ｯ
ｸ
教
徒
解
放
法
(
被
選
挙
権
付
与
)

1
8
2
6
,
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾃ
ｨ
税
査
定
調
査
･
評
価
開
始

1
8
3
2
,
国
民
代
表
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

1
8
3
1
,
｢
国
民
教
育
制
度
｣
設
立
(
初
等
教
育
＝
国
民
学
校
の
国
家
援
助
[
1
8
3
1
,
£
3
0
,
0
0
0
]
)

1
8
3
6
,
警
察
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法
(
→
1
8
6
7
,
王
立
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
警
察
称
号
)

1
8
3
6
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
警
察
補
助
金
(
2
分
の
1
)

1
8
3
6
,
ﾀ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ﾝ
警
察
法

1
8
3
7
,
ﾀ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ﾝ
都
市
警
察
税

1
8
3
6
,
ﾀ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ﾝ
都
市
警
察
補
助
金
(
一
部
分
)

1
8
3
6
,
大
陪
審
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

 
(
追
加
管
轄
権
,
郡
･
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾃ
ｨ
全
体
裁
判
所
提
出
後
の
地
方
支
出
＝
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾃ
ｨ
税
議
決
）

1
8
3
7
年
恐
慌
 

1
8
3
8
,
救
貧
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

1
8
3
8
,
救
貧
税
(
｢
連
合
区
｣
内
｢
選
挙
区
｣
,
｢
区
｣
賦
課
)

 
(
｢
中
央
政
府
｣
統
制
下
の
｢
連
合
区
｣
,
｢
地
方
救
貧
委
員
会
｣
,
救
貧
院
建
設
)
→
地
方
税
大
増
加
へ

1
8
4
0
,
都
市
団
体
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

1
8
4
0
,
ﾊ
ﾞ
ﾗ
税

1
8
4
2
,
印
紙
税
,
同
一
税
率
賦
課

1
8
4
5
-
4
7
,
馬
鈴
薯
飢
饉

1
8
4
6
,
ﾄ
-
ﾘ
-
分
裂

1
8
4
6
,
穀
物
法
撤
廃

1
8
4
6
,
ﾋ
ﾟ
ｰ
ﾙ
の
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
警
察
(
全
額
)
補
助
金

1
8
4
7
年
恐
慌
 

1
8
4
7
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
救
貧
法
委
員
会
設
立

1
8
4
8
,
救
貧
連
合
区
会
計
監
査
官
補
助
金

1
8
5
2
,
ｱ
ﾊ
ﾞ
ﾃ
ﾞ
ｨ
-
ﾝ
内
閣

1
8
5
3
,
所
得
税
賦
課
＝
拡
大

→
1
8
5
3
-
6
0
年
間
=
永
続
課
税
の
最
大
増
加

1
8
5
3
,
蒸
留
酒
税
引
上
[
2
s
.
8
d
.
→
3
s
.
4
d
/
g
]

1
8
5
4
,
蒸
留
酒
税
引
上
[
3
s
.
4
d
→
4
s
/
g
]

1
8
5
7
年
恐
慌

1
8
5
9
,
感
化
院
補
助
金

1
8
5
5
,
蒸
留
酒
税
引
上
[
→
6
s
.
2
d
.
]

1
8
5
9
,
司
法
(
囚
人
維
持
)
補
助
金

1
8
5
8
,
(
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｽ
ﾞ
ﾚ
ｰ
ﾘ
)
蒸
留
酒
税
引
上
[
→
8
s
/
g
]
=
G
B
同
一

1
8
6
0
,
司
法
(
訴
追
)
補
助
金

1
8
6
0
,
政
府
財
産
地
方
税
補
助
金
(
救
貧
税
,
1
/
7
限
定
）

1
8
6
0
,
蒸
留
酒
税
引
上
[
1
0
s
/
g
]

1
8
6
0
,
調
査
･
評
価
補
助
金
(
1
/
2
)

→
1
8
5
3
-
6
0
年
間
に
永
続
課
税
の
最
大
増
加

1
8
6
0
以
来
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
人
支
払
で
の
主
要
追
加
＝
地
方
課
税

1
8
6
4
,
｢
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
課
税
調
査
特
別
委
員
会
｣
設
置

1
8
6
5
,
同
報
告
書

→
結
論
＝
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
困
難
は
課
税
圧
力
で
な
く
不
作
に
よ
る

1
8
6
6
年
恐
慌

→
提
言
＝
土
地
改
善
･
幹
線
排
水
促
進
の
公
共
資
金
貸
付

1
8
6
8
,
国
民
代
表
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

1
8
6
7
,
救
貧
(
教
師
･
医
務
官
等
)
補
助
金

1
8
6
8
,
第
1
次
ｸ
ﾞ
ﾗ
ｯ
ﾄ
ﾞ
ｽ
ﾄ
-
ﾝ
自
由
党
内
閣

1
8
6
8
,
授
産
学
校
法
(
地
方
税
調
達
)
(
補
助
金
規
定
)

1
8
6
8
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
国
教
会
関
係
法
案
,
否
決

1
8
6
9
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
国
教
会
法

1
8
6
9
,
授
産
学
校
補
助
金

1
8
6
9
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
国
教
会
[
廃
止
]
法

1
8
7
0
,
地
主
･
借
地
人
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

1
8
7
2
,
地
方
政
府
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法
（
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
地
方
政
府
省
設
置
)

1
8
7
4
,
第
2
次
ﾃ
ﾞ
ｲ
ｽ
ﾞ
ﾚ
-
ﾘ
保
守
党
内
閣

1
8
7
4
,
ﾉ
ｰ
ｽ
ｺ
ｰ
ﾄ
の
救
貧
(
貧
困
精
神
異
常
者
)
等
補
助
金

1
8
7
4
,
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
国
民
党

1
8
7
4
,
公
衆
衛
生
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

1
8
7
4
,
政
府
財
産
地
方
税
補
助
金
[
全
地
方
税
拡
大
]

1
8
7
6
,
痘
苗
補
助
金

1
8
7
7
,
刑
務
所
法

1
8
7
7
,
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾃ
ｨ
,
ﾊ
ﾞ
ﾗ
刑
務
所
維
持
費
の
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾃ
ｲ
税
→
議
定
費
移
転

1
9
世
紀
第
3
四
半
期
＝
民
事
支
出
の
増
加
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地
方

財
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ル
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ン

ド
）

　
国

家
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対
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ラ
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内

政
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治
・

貴
族
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問
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地
方
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=
支

出
　

国
庫

補
助
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関

係
地

方
税

関
係

　
歳

出
関

係
　

予
算

制
度

　
歳

入
関

係
1
8
7
3
年
恐
慌

→
 
｢
大
不
況
｣
 

1
8
8
0
,
第
2
次
ｸ
ﾞ
ﾗ
ｯ
ﾄ
ﾞ
ｽ
ﾄ
-
ﾝ
自
由
党
内
閣

1
8
8
1
,
土
地
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法
(
c
.
4
9
)

1
8
8
3
,
路
面
軌
道
･
公
募
会
社
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法
[
郡
保
証
補
助
金
,
開
始
]

1
8
8
4
,
国
民
代
表
法

1
8
8
5
,
有
権
者
登
録
補
助
金

 
(
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
男
子
有
権
者
2
2
→
7
4
万
人
)

1
8
8
5
,
総
選
挙
(
→
1
0
3
の
う
ち
8
6
人
＝
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
国
民
党
）

1
8
8
6
,
第
１
次
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
統
治
法
案
,
庶
民
院
否
決

1
8
8
6
,
第
2
次
ｿ
-
ﾙ
ｽ
ﾞ
ﾍ
ﾞ
ﾘ
保
守
党
内
閣

1
8
8
7
,
相
当
補
助
金
(
£
5
0
,
0
0
0
→
幹
線
排
水
促
進
)

1
8
8
8
,
遺
留
動
産
税
(
ｽ
ｺ
ｯ
ﾄ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
・
ｱ
ｲ
ﾙ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)
法

→
1
8
8
8
,
相
当
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第５編 補論1：近代イギリス「土地問題」研究点景：研究動向，論点開示，書評 
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第１章 「土地問題」と財産所有民主主義に関する研究：研究動向  

 

研究動向：A.オッファー『財産と政治 1870-1914年』をめぐって 

 

I 

周知の如く，1870年代から第１次大戦前の時期におけるイギリスの「土地問題」land questionに関す

る欧米史学界の本格的研究は，1952年のピンチ・ホーの画期的学位論文（Ping‐ti Ho,“Land and State 

in Great Britain,1873-1910：A Study of Land Reform Movements and Land Policies”，Unpublished 

Ph.D.Thesis，Co1umbia University，1952.）を以って始まるのであるが，この論文においては，第２次

大戦直後の労働党政権の下で行われた土地政策の歴史的起源如何という問題関心から，1873年-1910年の

時期における「土地問題」を取り上げ，それを土地(所有)に対する国家(乃至資本)の制限如何という観

点から分析していた。 

これに対して，約30年後の1981年に刊行されたA.オッファーの表記の書物（Avner Offer，Property and 

Politics 1870-1914: Landownership,Law,Ideology and Urban Development in England, Cambridge 

University Press, 1981，445 pp.）はピンチ・ホー論文と同様の表題をもち，またほぼ同様に「(後期)

ヴィクトリア朝及びエドワード朝期における（イングランドの)『土地問題』に一つの内的一貫性」（xiii）

を与えることを意図しているのであるが，全く異なる問題関心，即ち，第２次大戦後の保守党政権の下

で本格的に出現してくる「財産所有民主主義」property‐owning democracyの歴史的起源如何という新

たな問題関心に導かれているため，新たな独自の観点から，副題が示すように著るしく拡大されて広範

囲に亘る対象を考察し，新たな独自の結論を提示している点において，「土地問題」に関する新たな研

究動向を示すものとして特に注目に値する82

従って，筆者は本書を取り上げその要旨を紹介し，若干の問題点を指摘したいと思うが，それに先立

ち，本書の目次を掲げることによって，著者の独自の観点に即して，その構成の大要を示しておきたい。 

）。  

 

序 論 

第Ｉ部 財産としての法律―― 事務弁護士，土地市場及び法改革 

第１章  事務弁護士:専門職のプロフィール 

第２章  ベンサムの計画：土地法改革 1826年-1870年 

第３章  法律家と自由党 1870年-1895年 

第４章  事務弁護士と財産循環 1895年-1925年 

第５章  鈍らされたベンサム主義 1895年-1925年 

第II部  不動産の大きさ 

第6章  聖職者，法人及び下位財産専門職 

第7章  土地所有者と企業家：改訂ドゥームズディ 

82）  A.オッファーは，イスラエルで教育を受け，1973年にエルサレムのHebrew大学を卒業後，1978年にOxford

大学で学位を取得した。本書はこの学位論文を基礎にしている。また本書刊行時に，著者はYork大学の経済・社会

史担当講師である。 
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第8章  抵当債権者  

第9章  財産の防壁 The ramparts of property 

第Ⅲ部  不動産と課税 1850年-1900年 

第10章  旗印か戦利品か？  課税についての主義 

第11章  議会における農村対都市 1850年-1885年 

第12章  ヘンリー・ジョージと地方課税 1885年-1895年 

第13章  ゴッシェン氏の財政 1887年-1892年 

第14章  地方地主と教区牧師に対する施し物 1895年-1902年 

第Ⅳ部  都市事業と私的資本 

第15章  トーリーに反抗する都市 1890年-1902年 

第16章  武器の鍛造一― 地価課税 1901年-1906年 

第17章  ロンドンにおける財産循環 1892年-1912年 

第18章  財産価値，地方課税及び地方政治 

第Ⅴ部  エドワード朝の絶頂 1906年-1914年 

第19章  人民予算に向って 1906年-1909年 

第20章  ロマン主義的残基 Romantic residues 

第21章  土地への復帰 

第22章  人民予算と農村土地キャンペーン 1909年-1914年 

第23章  再び都市問題 1910年-1914年 

結 論 

 

「序論」において著者の独自の観点が提示されている。即ち，ベンサムJ.Benthamの財産概念によると，

私有財産の所有者は，排他的・絶対的な権利を有しているのではなく，所有権に対する法的保護のため

に官吏・法律家に依存し，また市場での権利の実現・交換のために事務弁護士など市場仲介者に依存し，

更に政治的支配の維持のために財産課税を伴った。このことから，一方では財産権が希薄化し，他方で

は新たな権利（例えば，不動産に対する事務弁護士達の報酬請求権や地方自治体・国家の課税請求権な

ど）が発生するということになる。このような「財産権の歴史的再分配」という観点が著者の独自の観

点である。 

この観点から本書が構成されている。即ち，第Ｉ部では不動産法をめぐる政治を事務弁護士との関

連で取り上げ，第Ⅱ部では，事務弁護士を含めて，不動産利害集団の相対的大きさを分析し，それか

ら一定の政治的意味を引き出す。これを受けて，第Ⅲ部から第Ｖ部において，主として不動産に対す

る地方課税をめぐる政治を取り上げている。そしてこのような構成の中で，「土地問題」を(自由党)

急進派の綱領―一即ち，権原の登記，不動産賃借権解放，小農民創設，敷地価値地方税の賦課一― と

して提示し，これに事務弁護士達の「（財産法）簡素化戦術」と保守党の（地方税）補助金政策及び

「財産の防壁」戦術（つまり，大きな財産利害を支えるために小さな財産利害の数を増加させること）

を対置させつつ，「結論」として，長期的観点での前者に対する後者の普及＝貫徹を導き出し，「財

産所有民主主義」の出現を展望してくるのである。以上の大要を踏えて，以下ではまずパート毎に要
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旨を順次紹介していくことにしたい 83

 

）。 

 

II 

 

第ｌ部。ここでは，1826年～1925年の時期における権原の登記の方向での土地法改革を取り上げ，こ

の改革に対して，所得の1/2以上を私的不動産譲渡報酬に依存している事務弁護士達が如何に抵抗しえた

のかを論じている。 

 

第１章では，事務弁護士達のプロフィールとして，彼らの社会的地位と所得，彼らの主要業務が不動

産譲渡証書作成業であることを一般的に指摘している。 

 

第２章では，ベンサムの著作の中で予示された法的合理化計画の一環としての土地法改革の初期局面

(1826年-1870年)を論じている。 

(1)土地法は「譲渡」に関する部分と「享受」に関する部分とから構成されているが，1820年代に前者

の土地法に関して，当時の私的譲渡の際に必要とされた事務弁護士による権原の遡及的調査等による費

用と時間の点で，重大な欠陥があることが認識された。この欠陥に対する解決策として，証書の登記の

場合には証書偽造等の危険は除去されるが譲渡はなお私的に行われるのに対して，1820年代に主張され

始めたような権原の登記の場合には，登記所が譲渡の際に権原を確認・証明することになるので，事務

弁護士達にとって権原の調査という彼らの機能が奪われるという恐れがあった。改革過程をみると，1826

年の証書の登記（概念において権原の登記）を提案する書物の刊行を契機として設置された「不動産法

調査勅命委員会」は1830年に「証書の全国的登記所」の設置を勧告し，また勧告を実現するための法案

が下院に提出されたのであるが，いずれも地方の事務弁護士達の反対のため立法化されなかった。 

(2)ヴィクトリア朝期に入り，有産階級は高い譲渡費用に注目し始め，1857年の勅命委員会報告は権原

の登記を勧告し， これを受けて1862年にロンドンに土地登記所が設置されたが，権原登記の任意性と事

務弁護士達の妨害のため，1870年の勅命委員会報告はその失敗を表明した。続く改革過程をみる前に次

の２点が指摘される。第１に事務弁護士との関連で，1862年に法廷弁護士ウルステンホウムE.P．

Wolstenholmeが「簡素化戦術」，つまり登記の代替策として，私的譲渡を維持したまま譲渡手続のみを

簡素化するために財産法を簡素化する戦術を提示し， これが長期的には重要な影響を及していくこと。

第２に自由党との関連で，1860年代と70年代に土地法改革が土地所有者に対立する自由党急進派の主義

83）  尚，本書は著者の独自の観点から実に広範囲に亘る対象を取り上げているため，各パートの関連と全体の

論旨を内在的に読みとることが極めて困難であったことを予め指摘しておきたい。この点は，著者自らが本書を「一

つの探査であって，明確な地図ではない」(xiii)として自覚されているようであり， また欧米史学界における本書

の評者達が一致して指摘しているところでもある。 

Cf. W.D.Rubinstein，in American Historical Review,Vol.87，No.4,1982，pp.1093-1094；J.Saville,in Economic 
History Review,2nd Ser.,Vol.XXXVI,No.2,1983,p.305；A.Sutcliffe,in Urban History Yearbook, 1983, p.183；
D.Frasar,“The Urban History Masquerade：Recent Trends in the Study of English Urban Development”,in 

Historical Journal，Vol.27,No.1,1984,p.263；P.J.Waller,in English Historical Review,Vol.XCIX,No.391,p.461. 
因みに，フレィザーは，本書をその考察範囲において「広い地域に光を放つ冷光弾」の如きものであるとしても，

その考察内容においては「相異なる方向で予期されぬようにしゅしゅと音をたてる踊り人形」の性格をもつものと

表現している。 

 

第8章  抵当債権者  

第9章  財産の防壁 The ramparts of property 

第Ⅲ部  不動産と課税 1850年-1900年 

第10章  旗印か戦利品か？  課税についての主義 
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結 論 

 

「序論」において著者の独自の観点が提示されている。即ち，ベンサムJ.Benthamの財産概念によると，

私有財産の所有者は，排他的・絶対的な権利を有しているのではなく，所有権に対する法的保護のため

に官吏・法律家に依存し，また市場での権利の実現・交換のために事務弁護士など市場仲介者に依存し，

更に政治的支配の維持のために財産課税を伴った。このことから，一方では財産権が希薄化し，他方で

は新たな権利（例えば，不動産に対する事務弁護士達の報酬請求権や地方自治体・国家の課税請求権な

ど）が発生するということになる。このような「財産権の歴史的再分配」という観点が著者の独自の観

点である。 

この観点から本書が構成されている。即ち，第Ｉ部では不動産法をめぐる政治を事務弁護士との関

連で取り上げ，第Ⅱ部では，事務弁護士を含めて，不動産利害集団の相対的大きさを分析し，それか

ら一定の政治的意味を引き出す。これを受けて，第Ⅲ部から第Ｖ部において，主として不動産に対す

る地方課税をめぐる政治を取り上げている。そしてこのような構成の中で，「土地問題」を(自由党)

急進派の綱領―一即ち，権原の登記，不動産賃借権解放，小農民創設，敷地価値地方税の賦課一― と

して提示し，これに事務弁護士達の「（財産法）簡素化戦術」と保守党の（地方税）補助金政策及び

「財産の防壁」戦術（つまり，大きな財産利害を支えるために小さな財産利害の数を増加させること）

を対置させつつ，「結論」として，長期的観点での前者に対する後者の普及＝貫徹を導き出し，「財

産所有民主主義」の出現を展望してくるのである。以上の大要を踏えて，以下ではまずパート毎に要
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と同一視されたこと， また80年代以降，自由党の登記に関する提案において登記は土地に対する種々の

干渉政策の前提乃至付属物であったこと。 

 

第３章では，1870年～1895年の改革過程を論じている。 

(1)1870年の勅命委員会報告は権原の強制登記を勧告し，自由党大法官が勧告を実現するための法案を

提出したのであるが，これは事務弁護士の協同的反対行動の出現を促すに留まった。1875年，保守党大

法官は強制条項を削除した上で同様の法案を提出し，それは事務弁護士達の支持を受けて立法化された。

続いて1878年に設置された「土地譲渡調査特別委員会」は，事務弁護士達の主張を認めて，従来の如く

証書の長さではなく財産価値に応じた報酬表の導入とその上での証書の短い書式の導入とを勧告し，両

勧告を実現するための２法案が1881年「事務弁護士報酬法」Solicitors’ Remuneration Act 及び「不

動産譲渡法」Conveyancing Act として立法化された。この改革は事務弁護士達にとって「簡素化戦術」

の方向での目立つ成功であった 

(2)1880年代に，70年代の「土地の自由取引」運動と異なる新たな急進的運動が出現し，財産の不可侵

が脅かされたため，保守党にとって強制登記は承認しうるものになった。事実，1885年総選挙でソール

ズベリー Mq.of Salisbury は強制登記に賛成し，1887年，88年，89年に彼の強い支持を受けて保守党大

法官が権原の強制登記を含む包括的な土地譲渡法案を提出したのであるが，いずれも立法化されなかっ

た。「事務弁護士協会」Law Society は法案の成立阻上のため多額の出費をしていた。続いて1893年，

94年，95年に自由党大法官も土地譲渡法案を提出したのであるが，院の内外での事務弁護士達の抵抗の

ためいずれの法案も立法化されなかった。このような抵抗の過程で，1894年に事務弁護士協会の会長は

「簡素化戦術」を明確に採用するに至った。 

 

第４章では，続く改革過程の理解に必要であるとの理由で，1895年-1925年間に財産市場が事務弁護士

達に及した影響を検討し，そして① この時期に事務弁護士達が所得の1/2以上を譲渡報酬に依存してい

ること，従って彼らの団体は報酬を引下げる土地法改革に最大限の抵抗をしていくであろうこと， また

②印紙税報告にみられる財産市場の総取引高の推移に対応して，事務弁護士一人当りの平均的譲渡報酬

が，1894年-1898年間に上昇し，以後1912年まで下落して種々の軋蝶を生ぜしめたのち，第１次大戦後に，

戦死による開業者数の減少と市場の復活とにより戦前よりも高い水準に到達しえたことを明らかにして

いる。 

 

第５章では，1895年～1925年の改革過程を論じている。1895年に成立したソールズベリー政権の下で， 

これまで登記に敵対してきた事務弁護士協会は，地方の事務弁護士達の抗議にも拘らず，「世論」によ

って大法官との交渉に入ることを強いられ，両者間の「妥協」を受けて，1897年に権原の強制登記がロ

ンドンに導入され，1899年から実施された。以後約10年間，ロンドン（及び地方）の下層事務弁護士達

は，ロンドンでの強制登記の妨害と強制登記地域の拡大阻上のため，次第に全国的な強制登記制度を志

向してくる土地登記所と闘い，そして両者間の対立は，1910年にロイド・ジョージ D.Lloyd George の

急進主義の下で最も危機的局面に入った。しかし，1912年に大法官に就任したホールディンR.B.Haldane

は，当時進められていた強制登記拡大計画を放棄し，事務弁護士協会の「簡素化戦術」の方向で財産法

の簡素化の仕事に着手した。第１次大戦後，この仕事は事務弁護士協会と協議しつつ進められ，そして

1922年に制定された「財産法」Law of Property Act は，財産法の簡素化と強制登記地域拡大の10年間
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延長とにより，事務弁護士達に10年間の簡素化された私的（登記によらない）譲渡を保障した。更に1925

年，事務弁護士達は譲渡報酬の引上げを認められ，これによリー人当りの譲渡所得を1890年代末の記録

的水準にまで回復しえた。このように「強制登記に反対する事務弁護士達の闘争」が「政治的勝利」に

終ったのは，彼らの「議会戦術の成功」，加えてホールディンの「急進主義の放棄」によるものであり，

他方，「歴代政府の改革戦術」が「悲惨な失敗」に終ったのは「登記」が実際には土地譲渡職業の「補

償なしでの国有化」措置であることを理解しなかったためであった。 

 

 

第II部。ここでは，第Ｉ部で検討した事務弁護士を含めて不動産に利害をもつ諸集団の相対的大きさ

を種々の統計資料から把握し，その相対的大きさの中から第Ⅲ部以下において具体化されてくる一定の

政治的意味を引き出してくる。 

 

第６章では，事務弁護士と類似の不動産集団，即ち，教区聖職者，法人（国教会，慈善団体・病院・

学校など），財産専門職（事務弁護士の外に，不動産鑑定人，競売人，土地・家屋代理人）から成る集

団を取り上げ，この集団が全体として，1870年-1910年の時期に，イングランド・ウェールズにおける所

得税Ａ表で査定される粗賃借料全体のうち1/10～1/7を種々の形態（十分の一税，地代，地代負担，手数

料，報酬）で取得していたこと，また慈善団体・病院・学校を除き，これらの集団の取得するシェアが

エドワード朝期に減退していたことを明らかにしている。 

 

第７章では，主要な集団たる不動産所有集団を取り上げる。ヴィクトリア朝及びエドワード朝期の急

進派が主張した「土地独占」の実態について，1873年の「新ドゥームズディ」議会報告にもとづくベィ

トマン J.Bateｍan の計算によると土地所有者総数の0.5％を占める人々（1,000エーカー以上の土地所

有者）が土地の約60％を所有していたが，この計算では資本価値ではなく面積を基準とし，また首都圏

を除外しているため，都市地が過小評価されている。これに対して，相続税報告から1896年-1914年間の

各年平均で粗資本価値を基準とした土地所有者と企業家の不動産所有の分布を推計すると，有産者と無

産者間での巨大な不平等は同じであるが，有産者内における分布はかなり相違している。即ち，土地所

有者集団の核となる大土地所有者（「継承地の所有者」乃至「50,000ポンド以上の遺贈者」と定義され

る）は，数の上では不動産所有者総数の0.86％を占めているが，全不動産の資本価値の約30％のみ（ベ

ィトマン計算での60％と異なる）を所有していた（従って，急進派の「土地独占」スローガンはこのよ

うな大土地所有者に関する限り誤りである）。他方，全不動産の資本価値の実に60％は，自由土地所有

権及び不動産賃借権下の（居住用・事業用）家屋であり，これらは100万人以上のいわゆる「資本家」に

よって所有されていた。従って，不動産所有の分布は，2～3,000人の大土地所有者と同時に100万人以上

の家屋所有者が存在するという「二層構造」を示しているのである。 

 

第８章では，不動産所有集団と直接的に結合している抵当債権者集団を取り上げる。相続税報告によ

ると，1904年-1914年間に各年平均で全不動産の粗資本価値の1/3以上に抵当権が設定されていたが，抵

当信用の最大の提供者は「一般大衆」＝中産階級の諸個人であり，他は銀行，建築組合，保険会社，共

済組合，慈善団体などの機関であった。またエドワード朝の財産不況はこのような抵当債権者の貸付金

と担保を危くし，新規貸付を思い止まらせた。 

と同一視されたこと， また80年代以降，自由党の登記に関する提案において登記は土地に対する種々の

干渉政策の前提乃至付属物であったこと。 

 

第３章では，1870年～1895年の改革過程を論じている。 

(1)1870年の勅命委員会報告は権原の強制登記を勧告し，自由党大法官が勧告を実現するための法案を

提出したのであるが，これは事務弁護士の協同的反対行動の出現を促すに留まった。1875年，保守党大

法官は強制条項を削除した上で同様の法案を提出し，それは事務弁護士達の支持を受けて立法化された。

続いて1878年に設置された「土地譲渡調査特別委員会」は，事務弁護士達の主張を認めて，従来の如く

証書の長さではなく財産価値に応じた報酬表の導入とその上での証書の短い書式の導入とを勧告し，両

勧告を実現するための２法案が1881年「事務弁護士報酬法」Solicitors’ Remuneration Act 及び「不

動産譲渡法」Conveyancing Act として立法化された。この改革は事務弁護士達にとって「簡素化戦術」

の方向での目立つ成功であった 

(2)1880年代に，70年代の「土地の自由取引」運動と異なる新たな急進的運動が出現し，財産の不可侵

が脅かされたため，保守党にとって強制登記は承認しうるものになった。事実，1885年総選挙でソール

ズベリー Mq.of Salisbury は強制登記に賛成し，1887年，88年，89年に彼の強い支持を受けて保守党大

法官が権原の強制登記を含む包括的な土地譲渡法案を提出したのであるが，いずれも立法化されなかっ

た。「事務弁護士協会」Law Society は法案の成立阻上のため多額の出費をしていた。続いて1893年，

94年，95年に自由党大法官も土地譲渡法案を提出したのであるが，院の内外での事務弁護士達の抵抗の

ためいずれの法案も立法化されなかった。このような抵抗の過程で，1894年に事務弁護士協会の会長は

「簡素化戦術」を明確に採用するに至った。 

 

第４章では，続く改革過程の理解に必要であるとの理由で，1895年-1925年間に財産市場が事務弁護士

達に及した影響を検討し，そして① この時期に事務弁護士達が所得の1/2以上を譲渡報酬に依存してい

ること，従って彼らの団体は報酬を引下げる土地法改革に最大限の抵抗をしていくであろうこと， また

②印紙税報告にみられる財産市場の総取引高の推移に対応して，事務弁護士一人当りの平均的譲渡報酬

が，1894年-1898年間に上昇し，以後1912年まで下落して種々の軋蝶を生ぜしめたのち，第１次大戦後に，

戦死による開業者数の減少と市場の復活とにより戦前よりも高い水準に到達しえたことを明らかにして

いる。 

 

第５章では，1895年～1925年の改革過程を論じている。1895年に成立したソールズベリー政権の下で， 

これまで登記に敵対してきた事務弁護士協会は，地方の事務弁護士達の抗議にも拘らず，「世論」によ

って大法官との交渉に入ることを強いられ，両者間の「妥協」を受けて，1897年に権原の強制登記がロ

ンドンに導入され，1899年から実施された。以後約10年間，ロンドン（及び地方）の下層事務弁護士達

は，ロンドンでの強制登記の妨害と強制登記地域の拡大阻上のため，次第に全国的な強制登記制度を志

向してくる土地登記所と闘い，そして両者間の対立は，1910年にロイド・ジョージ D.Lloyd George の

急進主義の下で最も危機的局面に入った。しかし，1912年に大法官に就任したホールディンR.B.Haldane

は，当時進められていた強制登記拡大計画を放棄し，事務弁護士協会の「簡素化戦術」の方向で財産法

の簡素化の仕事に着手した。第１次大戦後，この仕事は事務弁護士協会と協議しつつ進められ，そして

1922年に制定された「財産法」Law of Property Act は，財産法の簡素化と強制登記地域拡大の10年間
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第９章では，以上で明らかにされた不動産利害集団の相対的大きさの中から引き出される政治的意味

を一般的に指摘し，また不動産賃借権解放問題にも論及する。 

(1)まず一般的な政治的意味として言えることは，① 20世紀初頭に少数の大土地所有者と共に存在し

ていたような中産階級の多数の不動産利害集団＝財産所有有権者に対して，財産市場の変動及び不動産

に関する政府の政策の変化が影響を及しうるであろうこと，また② このような財産所有有権者よりもは

るかにより多数の無産有権者に対抗するため，1880年代後半以降，保守党の下で多数の小所有者達が大

土地所有者にとっての「防壁」たる役割を演じ始めることである。 

(2)ところで，不況期たる1880年代に土地所有者と資本家間の関係において２つの問題が新たな生命を

獲得した。その１つが不動産賃借権解放問題（他は地方課税の間題）であった。即ち，多数の長期不動

産賃貸借契約が満了に近づいたため，1884年に「不動産賃借権解放協会」 Leaseholds Enfranchisement 

Association 不動産賃借権者の自由土地所有権取得権能（＝解放権能）を求めてロンドンその他の不動

産賃借権下の都市の土地所有者に対する直接的攻撃を開始した。これに対して，保守党の側で，チャー

チル R.Churchill が新有権者からの財産防衛のため1885年末に首相ソールズベリーに「将来における不

動産賃借権解放」を提案したが，ロンドンの富裕地主たる後者は，「防壁」戦術（＝「大きな大衆の間

での小さな量の（財産）分散」）の力を認めつつも，解放という手段に反対し，代りの手段として，地

方当局に対する占有する不動産賃借権者の任意的購入資金貸付権能の賦与等を提示した。他方，自由党

リーダー達は解放権能に賛成したのであるが，結局，この運動は1880年代末にロンドン地主とフェビア

ン主義者という右左双方からの反対により運動の自由を奪われてしまった。この運動は満了しつつある

賃貸借契約をもつ資本家と地主という所有者の一部分のみに影響し，また解放を求める要求も強力では

なかった。これに対して，「防壁」戦術に大きな視野を与え，国中の土地・家屋所有者に影響を及しか

つ非常に多数の家屋占有者をも包含した問題が第Ⅲ部以下で取り上げる地方課税の問題であった。 

 

 

第Ⅲ部。ここでは1850年から1900年に至る不動産に対する地方課税をめぐる政治過程を取り上げ，そ

れを保守党と自由党それぞれの主義に即して論じている。第Ⅱ部で確認された都市の家屋資本家達が両

党の主義と政策に反応しつつ政治過程を推転せしめることになる。 

 

第10 章では，地方課税について保守党と自由党の主義及び双方の経済的利害を明らかにしている。地

方課税の帰着をめぐる問題（つまり，土地と家屋などの不動産を対象として，形式上その占有者に賦課

される地方税の実際上の負担者をめぐる問題）に対して，保守党と自由党はそれぞれほぼ一貫した見解

をもち，それは1886年の下院での討論をもとにして「理念型」として提示しうる。まず保守党の場合，

土地と家屋の「統一性」を堅持し，地方課税はこのような不動産に対する追加的負担であると認識し，

そして街路舗装・下水道などの「地方的」行政のための課税は地価を増加させるのに対して，救貧・幹

線道路・学校などの「国家的」行政のための課税はそうでない故に， このような「国家的」経費は地方

自治体への補助金の手段によって国庫に移転すべきことを要求する。これに対して自由党の場合，土地

と家屋の統一性を否定し，地方課税が益々都市家屋にかかり，また実際上においてもその占有者によっ

て支払われるのに対して，都市地主の地代収入は彼らの支払わない地方課税からの公共的支出により増

大していると認識し，そして補助金を地主に対する「施し物」として拒否し，敷地財産への分離地方税
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賦課に注目してくる。経済的利害との関連では，保守党の主義は「農業家達」agriculturists の悲しみ

から成長し，他方，自由党のそれは「産業・商業・金融資本の諸利害」にもとづいていたが，両利害の

間に「都市家屋資本」urban house‐capital の利害が存在し，この利害は，金融・商業資本（＝動産）

の救貧税からの免除についての保守党の不平と地主の都市地方税の回避についての自由党の不平とを均

等に共有した。以上のような両党の主義は，政権をとるための政治的「旗印」として立案されたのであ

れ，経済的利害の「戦利品」要求そのものであったのであれ，地方課税をめぐる政治過程を特徴づけて

いた。 

 

第11 章では，1840年代に遡って議会における両党の主義の起源をクロノロジカルに論じてくる。 

(1)保守党の主義は穀物法撤廃に対する反作用として結晶化した。即ち，1849年，ディズレリー

B.Disraeli は農業階級の地方税負担救済策として、救貧経費の国庫移転を求める動議を提出し，この措

置が都市不動産所有者の地方税負担をも軽減することを訴え，こうして政治的「旗」をあげた。しかし，

彼の1852年予算案は地方税救済策を欠如し，予算案と共に政府も敗北した。以後1860年代後半まで地方

課税問題は国政に登場しなかったが，この間に地方税が増加した。 

(2)自由党の主義はロンドンの財政難から出現した。即ち，ロンドンにおいて資本支出を賄う借入金の

返済のための地方税が増加し，特に貧民の地方税負担が増加したため，1866年の特別委員会はロンドン

の「土地所有者への地方税賦課」を勧告した。これが自由党の主義の始まりだった。しかし，勧告を実

現するための法案は立法化されなかった。 

(3)他方，農業利害を代弁する「中央農業会議所」Central Chamber of Agriculture は，1868年以降，

下院で救貧税救済を要求し始めた。 

(4)1870年,「所有者と占有者間での地方税の分割」という自由党のスローガンが「流布」し，特別委

員会の勧告を受けて，翌71年に自由党のゴッシェンG.J.Goschen が法案を提出したのであるが，支持を

得られなかったため撤回せざるをえなかった。この提案は政治的「旗印」として失敗だった。1874年総

選挙で保守党が勝利し，補助金総額を倍化した。しかし農業不況の開始した1879年に，ディズレリーは

自らの農村顧客に対して新たな補助金を賦与しえない旨を告げた。 

(5)新自由党政府は，農業家達の要求により地方税救済決議が可決されたため，1885年に辞職せざるを

えなかった。自由党の主義に新たな生命を吹きかけるために，院外から新しい人々が必要とされた。 

 

第12 章では，『進歩と貧困』において土地単一税学説（地代の全価値に対する税による資本と労働に

対する税の廃止学説）を主張したヘンリー・ジョージ Henry George の渡英を契機に出現した土地改革

（＝課税）論者達が地方課税をめぐる政治，特に自由党の主義に与えたインパクトを論じている。 

(1)1884年に設置された「労働者階級住宅事情調査勅命委員会」の報告書の一節，即ち，都市近郊空閑

建築用地が「それの販売価値に対して例えば４％で地方税を課される」べきことを勧告した一節は，通

常，H.ジョージの決定的影響を示すものとして受取られているが，この場合の販売価値＝資本価値の４％

は，税率でなく，査定価値（＝課税標準）である。従って，この勧告は単に敷地財産の「通常の地方課

税」からの免除を終らせることを意味し，「従来からの自由党の主義」を表現したものにすぎない。し

かし，これは自由党の主義を復活させ，1886年に下院で「地方税の分割」決議が可決された。 

(2)自由党の主義が由来していたロンドンにおいて，新設のロンドン州議会London County Council（以

下，L.C.C.と略記）内の進歩派は，公共事業の財源を求めて地方課税の旗印を掲げたが，その旗はフェ

 

第９章では，以上で明らかにされた不動産利害集団の相対的大きさの中から引き出される政治的意味

を一般的に指摘し，また不動産賃借権解放問題にも論及する。 

(1)まず一般的な政治的意味として言えることは，① 20世紀初頭に少数の大土地所有者と共に存在し

ていたような中産階級の多数の不動産利害集団＝財産所有有権者に対して，財産市場の変動及び不動産

に関する政府の政策の変化が影響を及しうるであろうこと，また② このような財産所有有権者よりもは

るかにより多数の無産有権者に対抗するため，1880年代後半以降，保守党の下で多数の小所有者達が大

土地所有者にとっての「防壁」たる役割を演じ始めることである。 

(2)ところで，不況期たる1880年代に土地所有者と資本家間の関係において２つの問題が新たな生命を

獲得した。その１つが不動産賃借権解放問題（他は地方課税の間題）であった。即ち，多数の長期不動

産賃貸借契約が満了に近づいたため，1884年に「不動産賃借権解放協会」 Leaseholds Enfranchisement 

Association 不動産賃借権者の自由土地所有権取得権能（＝解放権能）を求めてロンドンその他の不動

産賃借権下の都市の土地所有者に対する直接的攻撃を開始した。これに対して，保守党の側で，チャー

チル R.Churchill が新有権者からの財産防衛のため1885年末に首相ソールズベリーに「将来における不

動産賃借権解放」を提案したが，ロンドンの富裕地主たる後者は，「防壁」戦術（＝「大きな大衆の間

での小さな量の（財産）分散」）の力を認めつつも，解放という手段に反対し，代りの手段として，地

方当局に対する占有する不動産賃借権者の任意的購入資金貸付権能の賦与等を提示した。他方，自由党

リーダー達は解放権能に賛成したのであるが，結局，この運動は1880年代末にロンドン地主とフェビア

ン主義者という右左双方からの反対により運動の自由を奪われてしまった。この運動は満了しつつある

賃貸借契約をもつ資本家と地主という所有者の一部分のみに影響し，また解放を求める要求も強力では

なかった。これに対して，「防壁」戦術に大きな視野を与え，国中の土地・家屋所有者に影響を及しか

つ非常に多数の家屋占有者をも包含した問題が第Ⅲ部以下で取り上げる地方課税の問題であった。 

 

 

第Ⅲ部。ここでは1850年から1900年に至る不動産に対する地方課税をめぐる政治過程を取り上げ，そ

れを保守党と自由党それぞれの主義に即して論じている。第Ⅱ部で確認された都市の家屋資本家達が両

党の主義と政策に反応しつつ政治過程を推転せしめることになる。 

 

第10 章では，地方課税について保守党と自由党の主義及び双方の経済的利害を明らかにしている。地

方課税の帰着をめぐる問題（つまり，土地と家屋などの不動産を対象として，形式上その占有者に賦課

される地方税の実際上の負担者をめぐる問題）に対して，保守党と自由党はそれぞれほぼ一貫した見解

をもち，それは1886年の下院での討論をもとにして「理念型」として提示しうる。まず保守党の場合，

土地と家屋の「統一性」を堅持し，地方課税はこのような不動産に対する追加的負担であると認識し，

そして街路舗装・下水道などの「地方的」行政のための課税は地価を増加させるのに対して，救貧・幹

線道路・学校などの「国家的」行政のための課税はそうでない故に， このような「国家的」経費は地方

自治体への補助金の手段によって国庫に移転すべきことを要求する。これに対して自由党の場合，土地

と家屋の統一性を否定し，地方課税が益々都市家屋にかかり，また実際上においてもその占有者によっ

て支払われるのに対して，都市地主の地代収入は彼らの支払わない地方課税からの公共的支出により増

大していると認識し，そして補助金を地主に対する「施し物」として拒否し，敷地財産への分離地方税
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ビアン主義者乃至 H.ジョージの旗ではなく，従来からの「地方税の分割」であった。1893年に提出され

た L.C.C.の「所有者への地方税賦課」法案は議事規則違反の理由で立法化されなかったが，L.C.C.の「土

地増価還元法案」（特定公共事業から利益を受けた土地所有者に対する特別地方税賦課を規定する法案）

は，保守党のバルフォア A.J.Balfour が提出したマンチェスターに関する同様の法案を上院が可決した

のちに，立法化された。 

(3)自由党の主義との関連で，自由党は1888年に「敷地地代の課税」を公約したが，その場合でも，自

由党の主義とフェビアン主義者及び土地単一税論者の主義との間に根本的相違が存在していた。 

(4)H.ジョージの遺産の第１は，単一税のスローガンたる「地価課税」が，1880年代後半以降，「主義

上の実際の根本的変化なしに」自由党の主義として，従来の「地方税の分割」を一般的に代替したこと。

第２は，自由党内に一群の急進派議員が出現し，彼らが自由党の主義を活気づけ，1900年以降，自由党

自体をも活気づけたこと。第３の，不幸な遺産は，土地のその上に建てられている建物からの分離評価

計画であるが，これは複雑さと費用の点で致命的だった。他方，ソールズベリーは，H．ジョージに対す

るロンドンの敷地所有者達の恐怖を煽りつつ，以下の２つの章で論及する如く，1886年以降，保守党の

主義を政治上の限界点にまで押し進め，それによって，20世紀初めに保守党の政治的主導権の崩壊を早

めることになる。 

 

第13 章。第２次ソールズベリー内閣の蔵相ゴッシェンは，動・不動産間での（課税の）帰着の不平等

の是正という新原則にもとづいて，(1887年に補助金を少し増額したのち)1888年に，農業不況の厳しさ

を理由として，動産に対する相続税収入の1/2等を地方当局の財源として「指定」した。この新補助金は

従来の国庫補助金と同様に分配され，従って実質的には農村に有利で都市に不利であったとしても，農

村と都市の双方に分配された。このような補助金政策に対して，1887年にグラドストーンW.E.Gladstone 

は補助金を「地主に対する施し物」と看倣して反対し，これが続く15年間の自由党の反応の基調となっ

た。その後，1894年に自由党蔵相ハーコートW.Harcourt は，相続税改革において，死亡時に移転する動・

不動産を一つの遺産として合体することによって，ゴッシェンの新補助金＝動産からの補助金を動・不

動産間で帳消にした。 

 

第14 章。1895年に成立した統一党政府は，農業不況に関する勅命委員会の中間報告を受けて，1896

年「農業地方税法」Agricultural Rates Act により，動産に対する遺産税収入を用いて，農地に対する

地方税の1/2を減額＝補助した。同法及び続く９年間の地方税政策は，保守党の主義における新たな試み，

即ち補助金を賦与する際に都市と農村を等しく考慮するディズレリ―の原則を放棄し，同党の特別の顧

客たる農業家と国教会のみに補助金を与える試みを表した。当然にも都市選出の統一党議員達は同法に

反対し，政府は譲歩として「地方課税調査勅命委員会」を設置した。統一党が都市の支持者達を脅かす

選択的補助金政策を開始した理由は，閣内の多数の農業家達にとって，農業不況とそれによる聖職者・

教会学校の財政的危機を無視しえなかったこと，また1895年末に，新たな課税なしに補助金を可能にす

る巨額の財政余剰金が存在したことであった。第２の特別補助金として，1897年に大部分が国教会派の

学校である任意寄付制学校に補助金を賦与した。続いて第３の施し物として，1899年に国教会の教区牧

師（＝十分の一税）に対する地方税の1/2を減額＝補助した。しかし，続く南阿戦争と共にこのような選

択的補助金政策の財政的限界が到達されたため，政府は，1902年教育法案において，教会学校経費の地

方税納税者への転嫁（これにより教育当局の教育税が45％以上も増加される）を決定したが，譲歩とし
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て一定の補助金を賦与せざるをえなかった。 

 

 

第Ⅳ 部。ここでは，まず15章において，1896年以降の選択的補助金において政府から無視された都市

が地価課税を志向しつつ反政府化すること，16章において，都市の支持により地価課税が実現の可能性

をもつことによって，地方課税をめぐる旗が自由党に移ること，次に主としてロンドンに注目し，17章

において，ロンドン財産市場の実態分析から，エドワード朝期に家屋財産の資本価値が40％も下落して

いたこと，18章において，その一要因が地方税の増大する負担であり，地方税納税者の団体は（ロンド

ンを除き）それを政治的に阻止しえなかったこと，以上のことを明らかにしている。 

 

第15 章。 

(1)都市利害を代弁する「都市自治体協会」Association of Municipal Corporation（以下，A.M.C.

と略記）の会長として，ロリットSir A.K.Rollit は，私有財産防衛のための団体主義たる「市営主義」

を推進した。1880年-1912年間に都市事業の大きさを指示する都市債務額は都市財産収益（＝地方税評価

額）の成長をはるかに凌駕して増大し， それに対応して都市地方税も増大していた。 このような都市

財政の窮状に対する解決として，1894年にA.M.C.は土地増価還元法案を公正な提案として是認した。 

(2)1896年「農業地方税法」の成立以降，国中において地価課税を求める決議や会議の数が増大し，1898

年にA.M.C.は満場一致で地価課税を採用した。 

(3)地価課税要求の方向で都市が急進化し，漸次的に統一党政府に敵対化してくる主要な経済的理由は，

1890年代後半の国内投資ブームにおいて，私的資本による都市郊外開発が都市自治体による道路・上下

水道・学校などへの公共的資本支出を加速化せしめ，これが都市財政を窮迫化させた一方で，地価での

巨大な私的利益を発生させたことである。その他の理由は，都市と私的資本及び保守主義者間での「都

市事業」論争と「住宅飢饉」に対する政府の消極的対応であった。 

 

第16 章。 

(1)この間,「地方課税調査勅命委員会」は調査を続け，1901 年に最終報告書を提出した。その多数

意見報告は，地方当局による「国家的」サーヴィスに対する国家の責任を認め，ゴッシェンの指定収

入制度を拡大して，家屋税による地方当局への補助金増加を勧告し，他方,「敷地価値に関する個別報

告」は都市敷地の建物からの分離評価による敷地価値地方税賦課を勧告した。多数意見報告は従来か

らの保守党の主義の範囲内での都市救済策であったが，政府はその勧告を実現しえなかった。他方，

個別報告は院外での広汎な要求を反映しており，また自由党左派によって歓呼された。 

(2)個別報告を受けて自由党左派の提出した 1902 年の都市敷地価値地方税賦課法案は大差で否決さ

れ，翌年の地価課税法案は小差で否決された。これに対して，翌1904年，A.M.C.会長にして統一党議

員たるロリットが同年の法案の共同提出者として政府に自由投票を求めたため，法案は大差で第 2 読

会を通過した。翌年の法案も同様であった。このように都市利害の支持により地価課税が実現の可能

性をもつに至ったため，地方課税をめぐる政治的「旗」は自由党に移ったのである。 

 

第17 章。ロンドン競売所 London Auction Mart での不動産売買の記録によると，1892年-1912年間に

この市場で売買された居住用家屋について，一家屋当りの年賃借料はこの時期に高水準でほぼ安定して

ビアン主義者乃至 H.ジョージの旗ではなく，従来からの「地方税の分割」であった。1893年に提出され

た L.C.C.の「所有者への地方税賦課」法案は議事規則違反の理由で立法化されなかったが，L.C.C.の「土

地増価還元法案」（特定公共事業から利益を受けた土地所有者に対する特別地方税賦課を規定する法案）

は，保守党のバルフォア A.J.Balfour が提出したマンチェスターに関する同様の法案を上院が可決した

のちに，立法化された。 

(3)自由党の主義との関連で，自由党は1888年に「敷地地代の課税」を公約したが，その場合でも，自

由党の主義とフェビアン主義者及び土地単一税論者の主義との間に根本的相違が存在していた。 

(4)H.ジョージの遺産の第１は，単一税のスローガンたる「地価課税」が，1880年代後半以降，「主義

上の実際の根本的変化なしに」自由党の主義として，従来の「地方税の分割」を一般的に代替したこと。

第２は，自由党内に一群の急進派議員が出現し，彼らが自由党の主義を活気づけ，1900年以降，自由党

自体をも活気づけたこと。第３の，不幸な遺産は，土地のその上に建てられている建物からの分離評価

計画であるが，これは複雑さと費用の点で致命的だった。他方，ソールズベリーは，H．ジョージに対す

るロンドンの敷地所有者達の恐怖を煽りつつ，以下の２つの章で論及する如く，1886年以降，保守党の

主義を政治上の限界点にまで押し進め，それによって，20世紀初めに保守党の政治的主導権の崩壊を早

めることになる。 

 

第13 章。第２次ソールズベリー内閣の蔵相ゴッシェンは，動・不動産間での（課税の）帰着の不平等

の是正という新原則にもとづいて，(1887年に補助金を少し増額したのち)1888年に，農業不況の厳しさ

を理由として，動産に対する相続税収入の1/2等を地方当局の財源として「指定」した。この新補助金は

従来の国庫補助金と同様に分配され，従って実質的には農村に有利で都市に不利であったとしても，農

村と都市の双方に分配された。このような補助金政策に対して，1887年にグラドストーンW.E.Gladstone 

は補助金を「地主に対する施し物」と看倣して反対し，これが続く15年間の自由党の反応の基調となっ

た。その後，1894年に自由党蔵相ハーコートW.Harcourt は，相続税改革において，死亡時に移転する動・

不動産を一つの遺産として合体することによって，ゴッシェンの新補助金＝動産からの補助金を動・不

動産間で帳消にした。 

 

第14 章。1895年に成立した統一党政府は，農業不況に関する勅命委員会の中間報告を受けて，1896

年「農業地方税法」Agricultural Rates Act により，動産に対する遺産税収入を用いて，農地に対する

地方税の1/2を減額＝補助した。同法及び続く９年間の地方税政策は，保守党の主義における新たな試み，

即ち補助金を賦与する際に都市と農村を等しく考慮するディズレリ―の原則を放棄し，同党の特別の顧

客たる農業家と国教会のみに補助金を与える試みを表した。当然にも都市選出の統一党議員達は同法に

反対し，政府は譲歩として「地方課税調査勅命委員会」を設置した。統一党が都市の支持者達を脅かす

選択的補助金政策を開始した理由は，閣内の多数の農業家達にとって，農業不況とそれによる聖職者・

教会学校の財政的危機を無視しえなかったこと，また1895年末に，新たな課税なしに補助金を可能にす

る巨額の財政余剰金が存在したことであった。第２の特別補助金として，1897年に大部分が国教会派の

学校である任意寄付制学校に補助金を賦与した。続いて第３の施し物として，1899年に国教会の教区牧

師（＝十分の一税）に対する地方税の1/2を減額＝補助した。しかし，続く南阿戦争と共にこのような選

択的補助金政策の財政的限界が到達されたため，政府は，1902年教育法案において，教会学校経費の地

方税納税者への転嫁（これにより教育当局の教育税が45％以上も増加される）を決定したが，譲歩とし
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いたのに対して，自由土地所有権下であれ不動産賃借権下であれ，居住用家屋の（年買数に表示される）

資本価値は，1892年-1902年間における高水準での安定後，1902年-1912年間に約40％だけ下落していた

（これはロンドン中心部における住宅供給での重大な危機の徴候だった）。このような財産不況の要因

として，従来指摘されている経済的諸要因は十分ではなく，政治的要因が注目されねばならない。 

 

第18 章。 

(1)財産不況に重大な影響を及したのは地方税であるが，地方税の負担は所得乃至利潤との関係で，上

流・中産階級の場合には軽いのに対して，下層中産階級の場合には重く，また家屋資本家の場合には更

に重いが，彼らの負担は（家屋占有者たる）労働者に転嫁しえた。だから，地方税救済の見通しは，上

層労働者階級と下層中産階級を中心とする有権者にとってかなりの魅力であった。 

(2）さて，ロンドンの地方税増加額は1905年までに家屋資本家の純賃貸料を10％だけ下落させていた

故に，それがエドワード朝期における家屋財産価値での40％の下落のうちの10％を説明する。1909年

-1910年の人民予算における地価税は財産不況に対する第２の政治的要因であつたが，既に1906年までに

地方税の増加負担という第１の要因が十分作用していた。 

(3)地方税の増加負担に対する家屋資本家達の反作用について言えば，地方税の増加負担は，一方では

賃借料の引下げを困難にして住宅の過密・荒廃を助長し，他方では家屋財産価値の低下を通して新たな

住宅供給を制約した。またそれは新たな地方税増加に対する納税者達の抵抗を惹起し，そのため公共的

サーヴィスを貧窮化した。 

(4)地方税増加や都市事業に抵抗するために納税者の団体がしばしば組織されたが，概してそれらは強

力な運動を展開しえなかった。 

(5)しかし，1906年-1907年のロンドン区議会・州議会選挙において，保守党は納税者の諸団体を結集

して労働者階級有権者に対抗し，また増大する地方税に対する自由党系の（下層）中産階級の不安を助

長したため，進歩派が敗北した。以後第１次大戦までロンドンの地方税と債務は安定的だった。 

(6)家屋財産価値の下落による家屋資本家の失望と地方課税の危機（家屋に対する地方税が既に新規の

住宅供給を制約し既存住宅を荒廃させる程に高かった故に，効率的な商品生産と労働力維持に必要とさ

れる都市改善・改良のための地方的財源が不足しているという危機）を背景として，1906年の自由党政

府は追加課税を地価課税に求めたのである。 

 

 

第Ⅴ部。ここでは，1906年-1914年の自由党政府による，1909年人民予算における地価税及び1914年予

算における地方課税改革提案を中心とした不動産に関する政策を，自由党の 不動産に対する文化的態度

にも言及しつつ，論じている。  

 

第19 章では，1906年総選挙以降，人民予算における地価税提案に至る過程を論じている。 

(1)1906年総選挙で都市利害は地価課税を求めて活発化したのであるが，A.M.C.のロリットの落選のた

め，院内では単一税論者を核とする土地改革（＝課税）論者達がイニシャティヴをとり，敷地を建物か

ら分離して資本価値で評価することを政府に要求した。 しかし蔵相アスキス H.H.Asquith の約束にも

拘らず，政府の法案は直ちには提出されなかった。これに対して同年（平議員の提出した）スコットラ

ンドの地価課税法案は単一税論者達から成る特別委員会に付託され，当委員会は，全ての建物を地方税
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から免除して地方課税の基礎を敷地のみにすることを提案した。翌1907年，政府はこの提案を実現する

ための地価（スコットランド）法案を提出したが，上院はそれを否決した。翌年の同様の法案も立法化

されなかった。今や，自由党は，敷地所有者が地方税に対してその他の利害よりも非常により多くを醇

出することを欲するに至った 

(2)1908年夏，新蔵相ロイド・ジョージは独自に地価課税を検討し始め，そして種々の戦術上の考慮を

加えた上で，地価税を1909年の人民予算の中で提案した。彼は，この地価税により，「純地代」を特別

課税のために選び出したのであるが，このことによって，伝統的な「急進主義」の本能に極端な形で訴

え，そして反対者に対して挑戦しようとしたのである。 

 

第20 章では，ロイド・ジョージが（人民予算及び続く土地キャンペーンにおいて）イギリスのロマン

主義の潜在的エネルギーを復活させ，それを自ら政治的に利用しようとしたことを理解するために，自

由党及びそれと結合した中産階級・職工達の精神史（＝不動産に対する文化的態度）を論じている。 

(1)18世紀後半から19世紀初めのロマン主義を背景にして，中産階級の間に，戸外に対して宗教的・超

越的に反応していくいわば「超越主義」transendentalismとも言うべきものが発生し，これが自由党に

浸透した。かくして自由党の戸外文化は，内部から都市を拒否し田園や山間地帯での孤独なぶらぶら歩

きを通して自然との霊的交りを求める「超越主義的文化」であり，これに対してトーリーの戸外文化は，

農村を基礎にしてカウントリー・ハウスを中心に血のスポーツ（＝狩猟）を求める「カウントリー・ハ

ウス文化」であった。両文化間には緊張関係が存在した。しかし，同時に両文化間をリンクする共通の

感情（＝精神的親和力）も存在したため，前者は容易に後者に転形しえた。 

(2)超越主義にもとづく自由党のトーリーに対する挑戦の一形態は「共同地保存運動」であった。これ

に対して，1880年代中葉の民主主義の拡大と共に， トーリーの側から地主財産の防衛のためカウントリ

ー・ハウスの文化的価値が強調され始め，1894年の相続税改革の際に，カウントリー・ハウスの利害は

超越主義者達と共に「ナショナル・トラスト」を結成した（＝両文化間親和力の実現）。1907年に「ナ

ショナル・トラスト法」National Trust Act が制定された。これにより，トラスト財産は，旧所有者に

継続的占有を保障する「二重所有権」の下で取得され，旧地主財産が文化的価値の故に「存続」される

ことになった。 

(3)自由党のみならず，1880年代の社会主義者達の間にも自然主義が浸透していたため，彼らの間での

『進歩と貧困』の受容が条件づけられていた 

(4)電車などの新たな交通技術は自由党の超越主義的価値を労働者階級の間に導入する手段を提供し

たのであるが，都市の筋肉労働者の大多数はこのような移動手段を欠いていた。これに対して，農村労

働者は自由党にとってよりよい見通しをもっていた。 

 

第21 章では，自由党の小農地立法とそれに対する統一党の対応を検討している。 

(1)自由党は，長い間，農村再建の生気論的ヴィジョンをもっていたが，チェンバレンJ.Chamberlain

の1885年の「非公認綱領」と共に分与地・小農地（創設）問題が国政に登場した。翌年，第１次ソール

ズベリー政府は，社会主義からの「財産防衛」のため土地所有者数を増加させる意図を表明し，自由党

分裂後，ソールズベリーは1887年「分与地法」Allotment Actにより地方当局に分与地供給のための強制

権能を賦与した。続いて彼は，チェンバレンを支持して，任意的にして実効性のない1892年の「小農地

法」Small Holdings Act の成立を認めた。その後，1905年末の自由党の農地関係の公約を受けて，自由

いたのに対して，自由土地所有権下であれ不動産賃借権下であれ，居住用家屋の（年買数に表示される）

資本価値は，1892年-1902年間における高水準での安定後，1902年-1912年間に約40％だけ下落していた

（これはロンドン中心部における住宅供給での重大な危機の徴候だった）。このような財産不況の要因

として，従来指摘されている経済的諸要因は十分ではなく，政治的要因が注目されねばならない。 

 

第18 章。 

(1)財産不況に重大な影響を及したのは地方税であるが，地方税の負担は所得乃至利潤との関係で，上

流・中産階級の場合には軽いのに対して，下層中産階級の場合には重く，また家屋資本家の場合には更

に重いが，彼らの負担は（家屋占有者たる）労働者に転嫁しえた。だから，地方税救済の見通しは，上

層労働者階級と下層中産階級を中心とする有権者にとってかなりの魅力であった。 

(2）さて，ロンドンの地方税増加額は1905年までに家屋資本家の純賃貸料を10％だけ下落させていた

故に，それがエドワード朝期における家屋財産価値での40％の下落のうちの10％を説明する。1909年

-1910年の人民予算における地価税は財産不況に対する第２の政治的要因であつたが，既に1906年までに

地方税の増加負担という第１の要因が十分作用していた。 

(3)地方税の増加負担に対する家屋資本家達の反作用について言えば，地方税の増加負担は，一方では

賃借料の引下げを困難にして住宅の過密・荒廃を助長し，他方では家屋財産価値の低下を通して新たな

住宅供給を制約した。またそれは新たな地方税増加に対する納税者達の抵抗を惹起し，そのため公共的

サーヴィスを貧窮化した。 

(4)地方税増加や都市事業に抵抗するために納税者の団体がしばしば組織されたが，概してそれらは強

力な運動を展開しえなかった。 

(5)しかし，1906年-1907年のロンドン区議会・州議会選挙において，保守党は納税者の諸団体を結集

して労働者階級有権者に対抗し，また増大する地方税に対する自由党系の（下層）中産階級の不安を助

長したため，進歩派が敗北した。以後第１次大戦までロンドンの地方税と債務は安定的だった。 

(6)家屋財産価値の下落による家屋資本家の失望と地方課税の危機（家屋に対する地方税が既に新規の

住宅供給を制約し既存住宅を荒廃させる程に高かった故に，効率的な商品生産と労働力維持に必要とさ

れる都市改善・改良のための地方的財源が不足しているという危機）を背景として，1906年の自由党政

府は追加課税を地価課税に求めたのである。 

 

 

第Ⅴ部。ここでは，1906年-1914年の自由党政府による，1909年人民予算における地価税及び1914年予

算における地方課税改革提案を中心とした不動産に関する政策を，自由党の 不動産に対する文化的態度

にも言及しつつ，論じている。  

 

第19 章では，1906年総選挙以降，人民予算における地価税提案に至る過程を論じている。 

(1)1906年総選挙で都市利害は地価課税を求めて活発化したのであるが，A.M.C.のロリットの落選のた

め，院内では単一税論者を核とする土地改革（＝課税）論者達がイニシャティヴをとり，敷地を建物か

ら分離して資本価値で評価することを政府に要求した。 しかし蔵相アスキス H.H.Asquith の約束にも

拘らず，政府の法案は直ちには提出されなかった。これに対して同年（平議員の提出した）スコットラ

ンドの地価課税法案は単一税論者達から成る特別委員会に付託され，当委員会は，全ての建物を地方税
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党政府は，1906年－1908年「農業借地法」Agricultural Holdings Act 制定後に，1907年-1908年「小農

地・分与地法」Small Holdings and Al1otments Actを制定した。同法の結果，1914年までに州議会によ

り多数の小農地が創設されたが，同期間に，主に都市の拡大により50エーカー以下の農地に差し引きで

減少があったので，同法は農村の転形を達成しえなかった。同法は，公有地賃借権の形での「社会主義」

の装飾にも拘らず，「土地の自由取引における一つの試み」にすぎなかった。続いて，1909年予算にお

いて，ロイド・ジョージは農村開発のための「開発基金」を「出抜」に提案した。 

(2)このような自由党の挑戦に対する統一党の反応は二極間を動揺し，一方でロングW.Longを中心とす

るグループが新体制に対応しつつ国家の援助による小農民の土地購入を志向したのに対して，他方では

バルフォアやロウB.Lawなど党のリーダー達は断固たる抵抗を主張した。 

 

第22 章では，人民予算の地価税のための土地評価，農村における土地キャンペーンとそれに対する統

一党の反応を検討している。 

(1)人民予算は地価税のため全ての土地の評価を規定していたが，この評価は非常に複雑であったため，

評価の過程で多くの訴訟が起され，そのうちの２つは政府に重大な結果をもたらした。特に1914年の判

決は，結局，評価そのものを停止せしめることになった。 

(2)だから土地評価による地主のポケットに対する攻撃は失敗だった。この攻撃と並行して，ロイド・

ジョージは地主文化の中心をなす血のスポーツをも攻撃していたのであるが，自由党のこの「文化闘争」

も，富裕な自由党員による共犯のため，確信を欠いていた。彼の具体的提案はより広汎な農地キャンペ

ーンの一部分であった。 

(3)1912年-1914年の自由党の土地キャンペーンにおいて，ロイド・ジョージはトーリーの農村選挙区

を自由党のために獲得することを意図して，土地政策を作成し，それを閣議を経て1913年10月に公表し

た。主要な提案は，農業労働者に対して，最低賃金の設定により現行賃金を引上げること，借地農に対

して，賃金引上額の地代からの控除を可能にし，また地主の狩猟からの損害に対する補償及び賃借権の

保証拡大をも認めることであり，従って地主に対する自由党の敵意を表した。 これにもとづいて農村キ

ャンペーンが展開され，1914年５月，ロイド・ジョージは農村選挙区の掌握というキャンペーンの目標

が達成された旨の報告を受けた。 

(4)自由党の土地調査に対応して，統一党内において作成された農村報告書は，財産防衛のための小土

地所有者数の増大を主要目的として，土地購入に対する100％の国家援助等を提案した。しかし，ランズ

ダウン Ld.Lansdowne のような土地貴族達はこのような提案の承認に後込みした。そのため，自由党の

農村提案に対して，統一党は単に「公式的調査」という防衛的・消極的対応を強いられたのである。 

 

第23 章では，再び都市問題に注目し，人民予算以降，1914年予算における地方課税改革提案に至る過

程を論じている。 

(1)人民予算の地価税に対して，多数の都市当局とA.M.C.が都市の請求権を主張したため，政府は同税

収入の1/2を認めたが，1911年に都市へのそれの支払を1914年3月末まで延期した。また，1911年に都市

の統一党員達が都市地方税救済補助金を要求したのに対して，政府は社会政策を優先させつつ「施し物」

に対する自由党の禁制を維持した。地方当局の住宅建設に補助金を与える統一党議員の1912年住宅法案

も否決された。同法案に強く反対した自由党議員＝土地課税論者達は，前年に政府に提出した覚書の中

で，① 土地評価を基礎にして地方当局が地方税を賦課する権能と②地価に対する国税から地方当局の
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「国家的サーヴィス」に対する補助金とを要求していた。これが自由党の包括的な地方課税改革の綱領

であった。1913年６月にロイド・ジョージは単一税論者達に地方課税改革を約束した。同時に彼は農村

提案と同様の方向での都市提案として，同年10月に「都市賃借人同盟」Town Tenants' League の代表団

に対して「賃借権の継続及び改善に対する補償」を約束した。この提案は中産階級に「大きな満足」を

与えたのであるが，このような「資本家的不動産賃借権者」達は都市有権者の少数部分にすぎなかった。

また，統一党が深刻化しつつあった労働者階級の住宅不足の責任を政府の地価税に帰せしめたのに対抗

して，ロイド・ジョージは，都市での土地キャンペーンにおいて，住宅供給不足に対する敷地地主の土

地価格引上責任を強調し，土地評価による公正価格の確立を訴えたのであるが，住宅需要の面で必要と

された都市の最低賃金については曖昧だったため，都市を興奮させえなかった。 

(2)ロイド・ジョージは，1913年10月，突然に地価課税の方向で地方課税制度を転形するプランの実施

を決心し，12月の閣議で具体的プランとして，①地方税の負担の一部分を建物の所有者から敷地の所有

者に移転させること，② 地方税救済補助金を，一部分は動産に対する税から，他の部分は敷地価値に対

する国税から醸出することを提示した。翌年２月，彼はグラスゴウで地方課税改革を公約し，具体案と

して，① 所得税の増加からの補助金により建物に対する現行地方税を引き下げること，② 敷地評価を

早めつつ地方税の基礎を敷地価値に変えることを提示した。これが1914年５月の予算案における地方課

税改革案であった。この提案を財政法案と歳入法案とに分割し，前者を後者に条件づけたことが憲政上

の違反とされ，また前者における補助金に対して自由党の右派と産業家議員達が抵抗したため，補助金

が撤回され，結局，全提案が無に帰した。第１次大戦の勃発直後，ロイド・ジョージが土地キャンペー

ンで約束していたところの，地方当局に対する政府の住宅貸付金が（1914年「住宅（No.2）法」Housing

（No.2）Act において）実現されたが，戦後の1920年には土地評価が放棄され，また既に徴収されてい

た地価税額が返済された。 

 

 

結論。 

(1)急進派の土地（所有）に資本を対立させる諸綱領は,「財産所有の現実の分布」を十分に考慮しえ
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術こそが普及することになり，かくして戦後の経済成長と共に漸次的に拡大していく住宅の所有占有者，
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党政府は，1906年－1908年「農業借地法」Agricultural Holdings Act 制定後に，1907年-1908年「小農
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第22 章では，人民予算の地価税のための土地評価，農村における土地キャンペーンとそれに対する統
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地所有者数の増大を主要目的として，土地購入に対する100％の国家援助等を提案した。しかし，ランズ

ダウン Ld.Lansdowne のような土地貴族達はこのような提案の承認に後込みした。そのため，自由党の

農村提案に対して，統一党は単に「公式的調査」という防衛的・消極的対応を強いられたのである。 

 

第23 章では，再び都市問題に注目し，人民予算以降，1914年予算における地方課税改革提案に至る過

程を論じている。 

(1)人民予算の地価税に対して，多数の都市当局とA.M.C.が都市の請求権を主張したため，政府は同税

収入の1/2を認めたが，1911年に都市へのそれの支払を1914年3月末まで延期した。また，1911年に都市

の統一党員達が都市地方税救済補助金を要求したのに対して，政府は社会政策を優先させつつ「施し物」

に対する自由党の禁制を維持した。地方当局の住宅建設に補助金を与える統一党議員の1912年住宅法案

も否決された。同法案に強く反対した自由党議員＝土地課税論者達は，前年に政府に提出した覚書の中

で，① 土地評価を基礎にして地方当局が地方税を賦課する権能と②地価に対する国税から地方当局の
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III 

 

以上で紹介した要旨から明らかであるように，本書が，従来とは全く異なる新たな問題関心と観点か

ら,「土地問題」の研究領域を一挙に拡大すると共に,「土地問題」全体について新たな歴史像を提示し

ている点において，ピンチ・ホー論文以来の「土地問題」の研究史上において一つの画期をなす書物で

あることは疑いえない。同時に，本書は， これを前提として今後の研究において更に解明されるべき多

数の問題点をも提示しているように思われる。従って以下では，今後の研究のために注目すべき問題点

をパート毎に指摘しておくことにしたい。 

 

第Ｉ部。 

第１に，著者は，登記の方向での土地法改革の過程を事務弁護士の「勝利」と政府の「失敗」という

単純な図式で捉えているため，改革自体が1820年代末以来，1862年法から1875年法へ，更に1897年法へ

と，ともかくも着実に進展し，更に1922年-1925年法以降，「1978年にイングランド・ウェールズの人口

の3/4が強制登記地域に住む」(p.86)までに至ることの必然性とその意味を十分には把握していない。こ

の点の把握のためには，改革を推進した経済的諸利害の側から，登記の対象となる土地の歴史的実態に

即して，改革過程を究明することが必要である。 

第２に，著者は財産法の簡素化を事務弁護士達の「簡素化戦術」の成功と看倣しているのであるが，

簡素化の実態は不動産法が動産法に同化されること，従って財産法のレヴェルで不動産＝土地所有に対

する動産＝資本の規定性が貫徹することを意味している故に，このような簡素化の過程は，事務弁護士

の「戦術」レヴェルにおいてではなく，より根本的な資本と土地所有のレヴェルにおいて把握されねば

ならない. 

 

第II部。 

第１に，相続税報告にもとづく不動産所有の分布は必ずしも現実の分布を反映しないという一般的問

題点が残っている。 

第２に，著者は不動産所有集団として大土地所有者と家屋所有者＝家屋「資本家」を析出し，のちに

両者間の利害の共通性を強調するのであるが，不動産所有集団としばしば対立するところの中産階級の

不動産占有集団―一具体的には，農村で大土地所有者から借地している借地農＝農業資本家，都市で家

屋所有者から賃借している事業用財産占有者＝商工業・金融資本家一― を析出していないため，このよ

うな両集団間での利害の対立から生じてくる問題（つまり，農村と都市の双方における改善補償，賃借

権の妨害補償，更に賃借権の継続などの問題）を把握しえないであろう。 

第３に，不動産賃借権解放という独自の提案が提示されるに至った必然性とそれが当面の間実現され

なかった根本的要因は，著者の指摘している諸点だけでは不十分であり，更に一歩分析を進めて，特に

土地の不労増価の取得をめぐる問題との関連において把握することが必要である。 

第４に，著者はソールズベリーが不動産賃借権解放に代る「防壁」戦術の手段として地方当局に対す

る貸付権能の賦与を提示していたことの指摘のみで留まっているのであるが，この提案の政策的実現の

有無の検討が保守党の都市における「防壁」戦術の成否の解明のためにも不可欠であろう。 
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第III部。 

第１に保守党の主義に関して，(1)農業不況の開始する前の1868年に農業利害が地方税救済要求を提示

するに至ったのは何故か（これは1850年-60年代における救貧税の増加一般(p.170)からは説明しえない），

(2)1874年に可能であった補助金が農業不況の開始した1879年に不可能とされたのは何故か，また1896

年以降の選択的補助金を財源の面から可能にしたところの1894年の相続税改革が実現されたのは何故か

（これは財源確保の必要性一般(p.205)からは説明しえない）という問題点が残されている。前者は農業

の実態に即して，また後者は帝国税，特に所得税と相続税の諸階級間での負担の実態に即して解明され

ねばならないであろう。 

第２に自由党の主義に関して，著者は，1880年代前半までの「地方税の分割」と1880年代後半以降の

「地価課税」との間に根本的変化はないと理解し，その一つの根拠として1884年勧告の一節が従来から

の自由党の主義たる地方税の分割を表現していることを指摘しているのであるが， この点は著者の地価

課税の理解（究極的には都市問題全体の理解）の特徴を端的に示しているので，筆者の積極的見解を提

示しつつ，少し立入って問題にしておきたい。 

 

著者と筆者の相違を端的に言えば，「地方税の分割」と「地価課税」との関係について，著者は税率

を重視し，その点から両者間に根本的変化はないと理解するのに対して，筆者は，当時，問題になった

のは土地の不労増価である故に，この問題に対処するために税率ではなく課税標準が重視きれ，この点

から両者間に根本的変化があると理解している。事実に即して言えば，1870年の特別委員会が勧告した

「地方税の分割」は既存の（土地・家屋の実際の年収入を標準とした）地方税（の将来の増加分）の分

割にすぎなかったのに対して，1884年の勅命委員会は，都市近郊空閑建築用地が不労増価を享受してい

るという新たな認識にもとづいて実際の年収入ではなく「資本価値の４％」(＝資本価値の年相当価値)

を標準としている点で全く新たな原則にもとづく地方税の賦課を勧告しているのである。従って，「地

方税の分割」と「地価課税」の間には「根本的変化」が存在するのであり，後者は土地の不労増価認識

にもとづく資本価値課税原則に立脚している。税率を重視する著者の観点では，L.C.C.の土地増価還元

立法により特定の公共的改善による不動産の資本価値の増価に対する課税が実現し，また相続税改革に

より不動産の資本価値そのものに対する課税が実現し（更に，人民予算の地価税により土地そのものの

資本価値及び資本価値の増価に対する特別課税が実現する）ことの必然性とその意義の把握は不可能で

あろう。 

 

第Ⅳ部。 

第１に，(1)著者は1896年以降の選択的補助金において政府が都市利害を無視した点のみを強調してい

るのであるが，都市利害は自ら補助金を要求していたのか否か，要求していなかったならばそれは何故

なのか，また(2)1901年の多数意見勧告は如何なる要求にもとづいていたのか，またこの勧告が保守党の

原則の範囲内のものであるにも拘らず，政府がそれを実現しえなかったのは何故か（これは政府が自ら

に対して課した財政的東縛一般(p.253)では説明しえない）という問題点がなお残されていると言えよう。 

第２に，ロンドンの家屋財産不況に関して，(1)次の二つの理由，即ち，① ロンドン競売所で売買さ

れる財産は建築後かなりの年数の経過した「二流財産」であり，従って「新しい建築物」の大部分は含

まれていないこと(p.259)，また②著者が取り上げている主要地域はロンドン中心部であり，郊外―― こ

こでは，「二流財産」の場合でも，人口の急増のため年賃借料が急増していたし， また家屋財産の年買
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第II部。 

第１に，相続税報告にもとづく不動産所有の分布は必ずしも現実の分布を反映しないという一般的問

題点が残っている。 
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第４に，著者はソールズベリーが不動産賃借権解放に代る「防壁」戦術の手段として地方当局に対す

る貸付権能の賦与を提示していたことの指摘のみで留まっているのであるが，この提案の政策的実現の

有無の検討が保守党の都市における「防壁」戦術の成否の解明のためにも不可欠であろう。 

 



184

数がほぼ安定していたのでその資本価値も急増していたであろう(pp.264，269)一― ではないという２

つの理由から，著者の不況認識は過大視されていること，また(2)著者の財産市場分析では，確かにエド

ワード朝末期の住宅不足を展望しうるとしても，都市の地価課税要求，更にその方向での政策展開の現

実的基盤を把握しえない（従って，都市の「反地主感情」(p.231)とかロイド・ジョージの「急進主義」

を強調する）ことを指摘しておきたい。 

 

第Ｖ部。 

都市地に関する問題点として。 

第１に，スコットランド関係法案に関して，① 1906年の地価課税法案に関する特別委員会の勧告内容

が不明確であり，また1907年-1908年の政府法案が（評価法案でなく）課税法案であるかの如く論述され

ているという問題点の外に，② 特に，イングランド・ウェールズに関してではなく，スコットランドに

関して地価課税法案が提出され，また政府もそれを取り上げたのは何故かという大きな問題点が残され

ている。 

第２に人民予算における地価税に関して，著者はこれを「純地代」に対する特別課税と理解している

のであるが，前述の如く，実際には，当税の標準は土地の資本価値乃至資本価値の増価である故に，こ

のような新たな原則が実現された必然性とその普姜が解明されねばならないであろう。 

第３に1914年予算における地方課税改革提案に関して，このような独自の内容―― これは必ずしも明

確でないが一― の提業がなされるに至ったのは何故か，またこの提案における補助金に抵抗した自由党

議員達が（著者の理解する如く）補助金の賦与自体に反対したのか，それともその財源となる所得税増

加に反対したのか否かを含めて，この提案が結局実現されなかったのは何故か（言及されている憲政上

の理由の外に）という問題点が残されている。前者の点は，提案内容自体に即して，解明されねばなら

ないであろう。後者の点に関連して著者は，一般的に，地価課税乃至敷地価値税が，敷地の分離評価の

困難性の外に，税の賦課自体が敷地価値を低下せしめることによって税収源そのものを危くするという

「固有の矛盾」を指摘している(pp.368，394-395.)のであるが，同時代人が著者のような理由から1914

年提案に抵抗していたか否かについては全く言及していない。まず同時代人の認識が解明されねばなら

ないであろう。 

第４に，1920年に土地評価と地価税が放棄された理由について著者は言及していないが，この点は，

この時点に地価税存続の根拠―― 特に土地の不労増価――が存在していたのか否かを含めて解明され

なければならないであろう。 

第５に「都市賃借人同盟」に対するロイド・ジョージの「賃借権の継続及び改善に対する補償」約束

に関連して，著者は「同盟」の賃借人を「資本家的不動産賃借権者」と等置しているのであるが，この

点は必ずしも正確ではなく，契約期間が21年以下の占有賃借権をもつ家屋占有者と21年以上の不動産賃

借権をもつ家屋所有者間には明確な区別と一定の連関（＝占有者・所有者関係）が存在していることを

看過しているようである。従って両者を区別した上で，主として前者に属する「同盟」に対する如上の

約束＝提案が第１次大戦前に実現されなかったのは何故か，またその提案がその後政策的に実現される

のか否かを解明することが必要である。 

 

次に農地に関する問題点として。 

第１に，「共同地保存運動」の現実的基盤が如何なるものだったのか，また「ナショナル・トラスト」
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運動が，「二重所有権」化という形での地主財産に対する制限ではなく，単に旧地主財産の存続のみを

意味していたのか否かという疑間点が残されている。 

第２に，1907年-1908年の「小農地・分与地法」が単に「土地の自由取引における一つの試み」に過ぎ

なかったのか否かは同法の立脚する立法原理に即して再検討されねばならないし，また1909年の「開発

基金」が「出抜」に提案されたと言えるのか否かは1905年末の自由党の公約を受けた「農業借地法」及

び如上の1907年-1908年法との内的連関において再検討されねばならない。 

第３に，自由党の農地立法と土地キャンペーンに対して統一党内から財産防衛のため国家の援助によ

る土地購入提案が出されたとしても，この提案は土地貴族達の反対のために第１次大戦前においては党

自体によっても承認されるには至っていなかったのであるが，このような提案のその後における政策的

実現の有無の検討が保守党の農村における「防壁」戦術の成否の解明のためにも不可欠であろう。 

 

結論。 

第１に，急進派の諸綱領の歴史的意義は，著者の認識する「財産所有の現実の分布」に即してではな

く，急進派の具体的な政策的要求と政策そのものに即して，また第１次大戦以降における政策展開を展

望しつつ長期的視野の中で，解明されねばならないであろう。 

第２に，「賃料統制」の歴史的意義は，著者の如く単に小家屋所有者のみとの関連においてではなく，

敷地地主乃至土地所有者及び労働者階級家屋占有者をも含めた関係者全体との関連において解明されね

ばならない。 

第３に，1914年「住宅(No.2)法」と1919年「住宅法」は，保守党との関連でのみ意義づけられている

のであるが，少くとも前者は明らかに自由党政府自体の立法であった故に，自由党との関連において意

義づけられねばならない。 

最後に，著者は，長期的観点から保守党の補助金政策と「防壁」戦術の普及を結論するのであるが，

段階差を無視して，第１次大戦前にディズレリーやソールズベリーのような土地貴族の利害にもとづい

て実現され或いは主張された政策なり戦術が，第１次大戦以後にも普及＝貫徹すると言えるか否かは戦

後に実現され或いは主張される政策なり戦術の具体的内容に即して根本的な再検討を必要としていると

いえよう。 

 

以上で指摘した問題点を解明していく際に，本書の巻末における非常に詳細な文献目録が有益となる

であろう。 

（初出：西洋史研究会編『西洋史研究』，新輯14号，1985年） 
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第２章 農村の農業・土地問題に関する研究：論点開示   

 

1979年度［西洋史研究会］大会共通論題 

論 題 

「農業大不況」と近代的土地所有関係の変化 

―椎名重明著『近代的土地所有』をめぐって一 

 

論点開示：「農業大不況」の克服過程と近代的土地所有        

 

 

I はじめに 

 

椎名重明氏の大著『近代的土地所有一その歴史と理論―』［東大社会科学研究叢書41，東京大学出版

会，1973年］に対して，私に与えられた課題は「政策史の面からの論点開示」ですが，私は，その焦点

を「第４章６,『農業大不況』の克服過程」に集中し，必要な限りで「第５章，農業大不況に伴う土地所

有関係の変化」に言及するに留めたいと思います。なぜならば，第４章６は、「農業大不況」の実態分

析を中心とする第４章と「農業大不況」に伴う土地所有関係の変化を分析する第５章とのいわば結節点

たる地位を占めていると看倣しうるからです。 

但し，農業問題や農業政策と本格的に取り組んだことのない私にとって，本書の如き実証的，かつ理

論的大著をいわば内在的に批判することはとうてい力の及ばぬことですので，上で限定した対象に関し

て，午後の討論のための素材を提供するという意味で，あえて若干の疑問点を提示して著者から御教示

をいただきたいと思います。 

ところで，第４章６「『農業大不況』の克服過程」における論旨は，非常に明確であり，次の如く要

約されます。すなわち，まず第１に，「農業大不況」克服の「基本的方向」は「生産方法の改善」，即

ち，生産費の引下げであったこと，第２に， この「生産方法の改善」は，「土地所有関係の変革」，即

ち，３つの土地法の改正を必然化したこと，そして第３に，この「土地所有関係の変革」によって「農

業大不況」が克服されること，以上の３点です。従って，以上の３点のそれぞれに関して順に問題点を

提示したいと思います。 

 

 

Ⅱ 「『農業大不況』の克服過程」における問題点 

 

（Ａ）「生産方法の改善」に関して 

 

まず「農業大不況」克服の「基本的方向」とされている「生産方法の改善」に関して。 

予め問題点を要約すれば，それは，いわゆる「農業大不況」によって，農産物価格が1880年代から90

年代へと更に一段と下落し，借地農の利潤が一般的に減少しただけでなく，更にその資本そのものが損

失されるという事態が生じたとすれば， このような条件の下で，果して，「資本家的経営の拡大」と「農
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業技術の改良」が進展し，それらによって，農産物価格の下落に追いつくだけの生産費の引下げが実際

に可能だったのか，或いはそのような意味で「資本家的経営の拡大」と「農業技術の改良」とが実際に

「農業大不況」克服の積極的契機たりえたのか， ということです。 

 

(ｉ)「資本家的経営の拡大」について 

この点を本書に即して具体的に申しますと，まず252頁以下の「資本家的経営の拡大」のところで，著

者は表50と51に基づいて「経営の拡大」傾向を示そうとされておられますが，そのような意図にも拘ら

ず，提示された資料自体が逆の事実を示しているのではないかと思います。 

つまり，著者は， まず表51に基づいて，イングランド全体の経営動向について，「1885年までは300

エーカー以上の大経営が数および面積のいずれからみても増大傾向を示し，反対に100エーカー以下の小

経営は減少ないし停滞傾向にあった」こと， しかし「その傾向は95年には逆になる」ことを明らかに認

めておられますが， しかし，すぐ続いて「しかし面積比率でいうと75年と変らず，300エーカー以上の

実面積では75年を上廻っている」ことを強調され， こうして85年までの経営拡大傾向が95年に逆転する

事実から目をそむけようとされておられるように思います。 

しかし，表50（A）から明らかになる事実は，① 85年までは，300エーカー以下の経営が減少乃至停滞

しているのに対して300エーカー以上の大経営が増大し，従って全体として経営拡大傾向にあること， し

かし②85年以降，300エーカー以上の大経営が減少するのに対して300エーカー以下の経営が増加し，従

って全体として経営縮小傾向にあること， しかも経営の総数及び総面積からみてもそうであること，で

す。従って，私は， イングランド全体についてこの時期に一貫して「経営の拡大」傾向があるとはいえ

ないのではないかと思います。 

 

続いて著者は，地域別経営動向を示す表51に基づいて，85年までは「穀作地域では300エーカー以上と

りわけ500エーカー以上の大経営が増大したのに対し，牧畜地域では中・小規模の資本家的経営，すなわ

ち100-500エーカーの層が増大した」ことを指摘された後，すぐ続いて「この傾向は95年にも継続してみ

られる」ことを示そうとされます。 

しかしながら，表51から明らかになる事実は，煩を避けるために穀作地域の動向についてのみ申しま

すと，① 85年以降，500エーカー以上の大経営の面積は減少していること，換言すれば経営規模は絶対

的縮小傾向を示していること， また②牧畜地域の大経営の動向と対比すると，穀作地域での大経営のこ

の減少傾向は緩慢であるにすぎないこと，です。従って，私は，穀作地域で経営規模が，絶対的にも相

対的にも， この時期に一貫して拡大しているとは言えないのではないかと思います。 

尚，著者は，257頁の終りのところで，1892年以後の「小土地保有法」について言及されておられます

が，著者のように経営規模がこの時期に一貫して拡大していると理解された場合，この92年以後の「小

土地保有法」の成立基盤についてどのように考えておられるのか，この点についても御教示いただきた

い。 

 

(ii)「農業技術の改良」について 

次に，258頁以下の「農業技術の改良」のところに移ります。ここで著者は，農業生産の技術的進歩の

うち最も注目されるものとして「機械の採用」をあげておられますが，私はこの「機械の採用」の動向

に注目して，そのテンポを問題にしたい。 
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著者は，まずイギリス全体について，1871年から91年までの農業従事人口の推移を示す表53に基づい

て，農業労働者の減少と農業機械技術者の増加，従って，労働節約的機械の農業への充当によって農業

労働者が減少したことを強調されておられます。 

しかし， このような傾向がこの時期に一貫して続いていたのかというと，必ずしもそうは言えないと

思います。なぜならば，表53で表示されている農業機械技術者数の推移に注目しますと，「農業大不況」

の前半にあたる81年には，71年との対比で，2,070人の増加，増加率で申しますと96％増と大いに増加し

ています。しかし，「農業大不況」の後半にあたる91年には，81年との対比で，僅かに386人の増加，増

加率では僅か９％増になっており，従って，増加率は前期の96％から９％へと顕著に低下していると言

えるからです。このことは，「農業大不況」が80年代から90年代へと深刻化するにつれて，「機械の採

用」が停滞化したことを示していると思います。 

 

続いて著者は，農業機械技術者の地域別推移を示す表54に基づいて，牧畜地域よりも穀作地域におい

て機械化がより進展したこと， また， そのことが先にみた穀作地域における経営拡大の傾向と対応し

ていることを強調されておられます。 

しかし，このような機械化の傾向がこの時期に一貫して続いていたのかというと，必ずしもそうは言

えないと思います。なぜならば，表54を年次毎にみてみますと，「農業大不況」の前半にあたる81年に

は，71年との対比で，穀作地域の合計では1,561人の増加，増加率で申しますと実に110％の増加，他方，

牧畜地域の合計では418人の増加，増加率では88％の増加であり，従って穀作地域で機械化がより進展し

たことは確かだといえます。しかし「農業大不況」の後半にあたる91年には，81年との対比で，穀作地

域の合計では115人の増加，増加率では僅かに４％の増加，他方，牧畜地域の合計では139人の増加，増

加率では16％の増加であり，従って，正に穀作地域においてこそ増加率は前期の110％から４％へと顕著

に低下していると言えるからです。このことは，「農業大不況」が80年代から90年代へと深刻化するに

つれて，正に穀作地域での「機械の採用」が顕著に停滞化したことを示していると思います。更にこの

ことは，経営動向との関連では私が先に述べた80年代後半以降の経営規模の縮小傾向が正に機械化の停

滞と共に進行したことを意味していると思います。 

 

以上で述べましたことをまとめますと，80年代前半までは確かに「資本家的経営の拡大」と「農業技

術の改良」が進展していますが， しかし，80年代後半以降，経営規模は逆に減少傾向を示し，また「機

械の採用」も緩慢化してきます。となりますと，著者が指摘されておられるように，「資本家的経営の

拡大」なり「農業技術の改良」等によって農産物価格の下落に追いつくだけの生産費の引下げが実際に

可能となり，そのような意味でそれらが「農業大不況」克服の積極的契機たりえた， とは理解し難いと

いうことです。 

ところで，著者は，第４章の別のところで(184頁)，「農業大不況」が80年代から90年代へと深刻化す

るにつれて，借地農の利潤が一般的に減少しただけでなく更にその資本そのものが損失されるという事

態が生じたことを指摘されておられます。私には， このような事態こそ，結局，「資本家的経営の拡大」

なり「農業技術の改良」等によっても農産物価格の下落に追いつくだけの生産費の引下げが実際には不

可能であつたこと，従って，それが実際には「農業大不況」克服の積極的契機たりえなかったこと， を

示していると思われます。 

 

業技術の改良」が進展し，それらによって，農産物価格の下落に追いつくだけの生産費の引下げが実際

に可能だったのか，或いはそのような意味で「資本家的経営の拡大」と「農業技術の改良」とが実際に

「農業大不況」克服の積極的契機たりえたのか， ということです。 

 

(ｉ)「資本家的経営の拡大」について 

この点を本書に即して具体的に申しますと，まず252頁以下の「資本家的経営の拡大」のところで，著

者は表50と51に基づいて「経営の拡大」傾向を示そうとされておられますが，そのような意図にも拘ら

ず，提示された資料自体が逆の事実を示しているのではないかと思います。 

つまり，著者は， まず表51に基づいて，イングランド全体の経営動向について，「1885年までは300

エーカー以上の大経営が数および面積のいずれからみても増大傾向を示し，反対に100エーカー以下の小

経営は減少ないし停滞傾向にあった」こと， しかし「その傾向は95年には逆になる」ことを明らかに認

めておられますが， しかし，すぐ続いて「しかし面積比率でいうと75年と変らず，300エーカー以上の

実面積では75年を上廻っている」ことを強調され， こうして85年までの経営拡大傾向が95年に逆転する

事実から目をそむけようとされておられるように思います。 

しかし，表50（A）から明らかになる事実は，① 85年までは，300エーカー以下の経営が減少乃至停滞

しているのに対して300エーカー以上の大経営が増大し，従って全体として経営拡大傾向にあること， し

かし②85年以降，300エーカー以上の大経営が減少するのに対して300エーカー以下の経営が増加し，従

って全体として経営縮小傾向にあること， しかも経営の総数及び総面積からみてもそうであること，で

す。従って，私は， イングランド全体についてこの時期に一貫して「経営の拡大」傾向があるとはいえ

ないのではないかと思います。 

 

続いて著者は，地域別経営動向を示す表51に基づいて，85年までは「穀作地域では300エーカー以上と

りわけ500エーカー以上の大経営が増大したのに対し，牧畜地域では中・小規模の資本家的経営，すなわ

ち100-500エーカーの層が増大した」ことを指摘された後，すぐ続いて「この傾向は95年にも継続してみ

られる」ことを示そうとされます。 

しかしながら，表51から明らかになる事実は，煩を避けるために穀作地域の動向についてのみ申しま

すと，① 85年以降，500エーカー以上の大経営の面積は減少していること，換言すれば経営規模は絶対

的縮小傾向を示していること， また②牧畜地域の大経営の動向と対比すると，穀作地域での大経営のこ

の減少傾向は緩慢であるにすぎないこと，です。従って，私は，穀作地域で経営規模が，絶対的にも相

対的にも， この時期に一貫して拡大しているとは言えないのではないかと思います。 

尚，著者は，257頁の終りのところで，1892年以後の「小土地保有法」について言及されておられます

が，著者のように経営規模がこの時期に一貫して拡大していると理解された場合，この92年以後の「小

土地保有法」の成立基盤についてどのように考えておられるのか，この点についても御教示いただきた

い。 

 

(ii)「農業技術の改良」について 

次に，258頁以下の「農業技術の改良」のところに移ります。ここで著者は，農業生産の技術的進歩の

うち最も注目されるものとして「機械の採用」をあげておられますが，私はこの「機械の採用」の動向

に注目して，そのテンポを問題にしたい。 
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（Ｂ）「土地所有関係の変革」に関して 

 

(1)土地法改正の内容と必然性（及び意義）の関連について 

次に，「土地所有関係の変革」，即ち，３つの土地法改正の問題に移り，まず，３つの土地法改正の

それぞれに関して，改正の内容に即して改正の必然性（及び意義）が如何に整合的に理解されておられ

るのかという観点から， ２， ３のことを伺いたいと思います。 

 

(ｉ)「(自救的)動産差押え法」の改正 

まず，「(自救的)動産差押え法」の改正に関して，当該法の主たる改正点は，地主の動産差押え権が

従来の６年から１年に制限され，かつ対象物権にも制限が課せられたことですが， このような内容をも

つ当該法の改正の推進主体について，著者は，借地農と借地農に対する債権者たる銀行や農機具・肥料

商等に言及されておられますが，これらのいずれを中心的な推進主体と考えておられるのか， この点が

司いたいことです。 

私が読みえた限りでは，著者は借地農を考えておられるように思いますが，その場合，論述上に若干

の食違いがあるように思います。この点を具体的に申しますと，まず， 303-304頁のところで，地主の

動産差押え権が従来の６年から１年に改正されてくるプロセスを確認しますと，81年の２つの法案と翌

82年の「リッチモンド委員会」最終報告の段階では地主の動産差押え権を２年に制限する形での改正を

志向していたのに，同年の２つの下院委員会は２年でなく１年にすべきという結論に達し，そしてこの

結論と借地農業者の団体たる「中央農業会議」の意向――即ち， ２年でなく１年にすべきという意向―

― に基づいて，実際に１年に制限する改正が実現された， と述べられています。 

この点を確認した上で，次に注目したいのは，307頁以下で，「動産差押え法」の改正を廻る借地農と

借地農に対する債権者の見解が述べられているところです。ここでは，借地農に対する債権者達の場合，

地主の優先的差押え権が借地農に対する彼らの信用を妨げているという観点から当該法の撤廃論の立場

にあったこと，他方，借地農―― といっても大借地農―― の場合にも，小借地農の借地競争＝競争地

代の排除という観点から同じく撤廃論の立場にあったこと，が指摘されています。 

ところが，続いて310頁のところでは，「『農業不況』のよりー層の深刻化とともに………地代の減免

だけでなく，それらの延滞納が多くの資本家的大借地農にとっても好都合となった」こと，つまり，「農

業不況」の深刻化と共に大借地農がかつての「動産差押え法」撤廃論から改正存続論に転じたこと，そ

して， このような背景の下で実際に当該法が改正されたこと，が述べられています。このような論述は，

先に指摘された論述，即ち，現実の改正のプロセスが２年から１年へと進行し， また借地農業者の団体

たる「中央農業会議」もそのような意向をもっていたという論述と明らかに食違っているのではないか

と思います。 

 

このような論述上の食違いは，当然にも，当該法改正の中心的推進主体が果して借地農だったのかと

いう疑間を生ぜしめます。この点について，予め私の見解を申しておきすと，借地農業者の団体たる「中

央農業会議」は，マシューズの書物によりますと，実際には，70年代末から83年の改正時点に至るまで

一貫して，地主の動産差押え権を２年に制限すべしという立場をとっています（cf. A.H.H．Matthews，

Fifty Years of Agricultural Politics,1915，pp.181-184.）。ところが，政策的には，２年でなく１

年に制限する形で，つまり借地農の立場よりも撤廃論の立場により近い形で実現されます。従って，こ
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のことから，当該法改正の主たる推進主体は，借地農というよりも，むしろ，一貫して撤廃論の立場に

あったとされている借地農に対する債権者―― 銀行や農機具・肥料商―― であったと看倣しうるので

はないか，このように考えています。 

 

(ii)「テナント・ライト」補償法の改正 

次に「テナント・ライト」補償法の改正に関して，1883年の「借地法」で「テナント・ライト」補償

が強制化されたことの意味について，著者は，268-269頁で，「農業大不況」とともに借地農による土地

改良投資はあまり行なわれなくなったことから，当該法改正は「おそきに失して実効を期待しえなかっ

た」とか，或いは「さしたる意味はもちえなかった」，と理解されておられます。しかし，そのように

理解された場合，当該法改正の必然性乃至根拠をどのように理解されるのか， これが司いたいことの第

１点です。 

この点について予め私の見解を申しますと，この改正それ自体は十分な意味と根拠をもっていると思

います。つまり，従来まで不十分であった「テナント・ライト」補償が，正に「農業大不況」の条件下

で不可欠となったからこそ，「テナント・ライト」補償の強制化が必然化されたのであり，従って，強

制化されたことそれ自体には十分な意味があると言えると思います（cf．Ping-ti Ho,“Land and State 

in Great Britain,1873-1910：A Study of Land Reform Movements and Land Policies”, Unpublished 

Ph D.Thesis， Columbia University，1952，pp.88-92.）。 

 

ところで，当該法改正以後の「テナント・ライト」補償問題について，著者は，296頁で「83年法以後

における『テナント・ライト』補償問題は……… もっぱら経済問題となる」のであって土地問題ではな

くなると理解されておられます。このように理解された場合，1883年の第２次借地法以後，20世紀に入

って第３次法，第４次法，第５次法等々が成立しますが，第２次借地法以後のこれらの借地法の成立の

必然性乃至根拠をどのように理解されておられるのか，これが司いたいことの第２点です. 

この点についても，予め私の見解を申しておきますと，83年法は，地主が「出ていく借地農（outgoing 

tenant）」に対して彼が投下した資本の残存価値を補償することを規定しただけであって，「契約更新

借地農（sitting tenant）」に対する補償を規定してはいなかった。この点にこそ，83年法以後にも借

地法が次々に成立されざるをえない必然性乃至根拠があると思います（以上については，Ping-ti Ho，

op.cit.，pp.90-100，251-257;米川伸一「イギリス借地農業制度を廻る諸問題（2)」，『人文科学研究』

9，125，142頁参照）。従って， このような意味で，「テナント・ライト」補償問題は，83年法以後に

おいても，なおかつ土地問題であったと言えると思います。 

 

(iii）「継承的不動産権法」の改正 

最後に，「継承的不動産権法」の改正に関して，伺いたいことは当該法改正の政策的意図についてで

す。つまり，当該法改正によって，現占有権者＝限定所有権者が，事実上，単純不動産権者の場合とほ

とんど同様の土地処分権能を与えられ，その上で，土地処分によって得られた「資本金」が土地改良に

かぎらず債券にも投資されうることになったわけですが， このような改正の中心的な政策的意図が，土

地改良の促進にあったのか， 或いはいわば土地の債券化にあったのか， ということです。 

この点に関して，著者は，269頁で，「地主の改良投資は『農業大不況』による地代減少に制約されて

全体として縮小するのであって，問題はむしろその点にからむ『継承的不動産権法』の改正にあった」(ア

（Ｂ）「土地所有関係の変革」に関して 

 

(1)土地法改正の内容と必然性（及び意義）の関連について 

次に，「土地所有関係の変革」，即ち，３つの土地法改正の問題に移り，まず，３つの土地法改正の

それぞれに関して，改正の内容に即して改正の必然性（及び意義）が如何に整合的に理解されておられ

るのかという観点から， ２， ３のことを伺いたいと思います。 

 

(ｉ)「(自救的)動産差押え法」の改正 

まず，「(自救的)動産差押え法」の改正に関して，当該法の主たる改正点は，地主の動産差押え権が

従来の６年から１年に制限され，かつ対象物権にも制限が課せられたことですが， このような内容をも

つ当該法の改正の推進主体について，著者は，借地農と借地農に対する債権者たる銀行や農機具・肥料

商等に言及されておられますが，これらのいずれを中心的な推進主体と考えておられるのか， この点が

司いたいことです。 

私が読みえた限りでは，著者は借地農を考えておられるように思いますが，その場合，論述上に若干

の食違いがあるように思います。この点を具体的に申しますと，まず， 303-304頁のところで，地主の

動産差押え権が従来の６年から１年に改正されてくるプロセスを確認しますと，81年の２つの法案と翌

82年の「リッチモンド委員会」最終報告の段階では地主の動産差押え権を２年に制限する形での改正を

志向していたのに，同年の２つの下院委員会は２年でなく１年にすべきという結論に達し，そしてこの

結論と借地農業者の団体たる「中央農業会議」の意向――即ち， ２年でなく１年にすべきという意向―

― に基づいて，実際に１年に制限する改正が実現された， と述べられています。 

この点を確認した上で，次に注目したいのは，307頁以下で，「動産差押え法」の改正を廻る借地農と

借地農に対する債権者の見解が述べられているところです。ここでは，借地農に対する債権者達の場合，

地主の優先的差押え権が借地農に対する彼らの信用を妨げているという観点から当該法の撤廃論の立場

にあったこと，他方，借地農―― といっても大借地農―― の場合にも，小借地農の借地競争＝競争地

代の排除という観点から同じく撤廃論の立場にあったこと，が指摘されています。 

ところが，続いて310頁のところでは，「『農業不況』のよりー層の深刻化とともに………地代の減免

だけでなく，それらの延滞納が多くの資本家的大借地農にとっても好都合となった」こと，つまり，「農

業不況」の深刻化と共に大借地農がかつての「動産差押え法」撤廃論から改正存続論に転じたこと，そ

して， このような背景の下で実際に当該法が改正されたこと，が述べられています。このような論述は，

先に指摘された論述，即ち，現実の改正のプロセスが２年から１年へと進行し， また借地農業者の団体

たる「中央農業会議」もそのような意向をもっていたという論述と明らかに食違っているのではないか

と思います。 

 

このような論述上の食違いは，当然にも，当該法改正の中心的推進主体が果して借地農だったのかと

いう疑間を生ぜしめます。この点について，予め私の見解を申しておきすと，借地農業者の団体たる「中

央農業会議」は，マシューズの書物によりますと，実際には，70年代末から83年の改正時点に至るまで

一貫して，地主の動産差押え権を２年に制限すべしという立場をとっています（cf. A.H.H．Matthews，

Fifty Years of Agricultural Politics,1915，pp.181-184.）。ところが，政策的には，２年でなく１

年に制限する形で，つまり借地農の立場よりも撤廃論の立場により近い形で実現されます。従って，こ
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ンダーライン，報告者)と述べておられますが，この叙述から推断しますと，著者は，土地の改良でなく

むしろいわば土地の債券化の方が中心的な政策的意図であると理解されておられるように思われます。 

 

 

  

表5‐2―1 地代収入と改良投資の推移 
   

      
年次 粗地代収入額(￡) 恒久的改投資額(￡） [B]/[A]（％）   

 
    [A]   [B]   

  
1872-76 357.487 96.404 27 

  
1877-81 348.583 95.401 27 

  
1882-86 322.413 89.227      27と3/4 

  
1887-91 288.756 63.998 22 

  
[R. J. Thompson, “An Inquiry into the Rent of Agricultural Land in England and Wales 

during the Nineteenth Century”, in Journal of the Royal Statistical Society,  

Vol. LXX, p. 603. より作成。］ 
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ところが，その根拠とされておられる地主の改良投資動向を検討してみますと(表5‐2―1参照)，

地主の（恒久的）改良投資額は確かにこの時期に一貫して縮小していますが，（粗）地代収入額に占

める（恒久的）改良投資額の比率は，70年代には27％であったのに対して，当該法改正が実現した80

年代前半には実に増加して約28％になっています。この限りでは，地主階級は，地代収入額が減少し

ているにも拘らず，正にそれ故にこそ，80年代前半の時点ではなお土地の改良投資を増加させようと

意図していたと言えます。 

更にハンサードをみてみますと，1882年の「継承的不動産権設定地法案」の提出者たるケアーンズ

E.of Cairnsは，上院において当該法案を提出する際に，従来の「継承的不動産権法」の下では，ある

所領の売却から生ずる金銭は別の所領の購入以外には充用しえない故に，農業不況という「状況が必

要とする程度にまで」土地の改良を行いえないことを説明した上で，当該法案の主たる政策的意図が，

所領の売却等による取得金（purchase money）を土地の改良等に充用することを可能ならしめること

によって，土地の改良を促進することにあることを強調しています （cf.Hansard，3rd Ser，CCL，

1168-1171; Ibid., CCLXVI，1077）。 

付言すれば，ケアーンズによると，いわゆる土地の債券化は土地への改良投資等がなされるまでの一

時的措置であった。即ち，彼は，同法案を提出する際に，土地の売却その他による取得金が「土地の改

良の支払い」等に充用しうることを述べた後，「それらの支払いがなされるまで，この金銭は………債

券に投資さるべきである」と説明していたのである（cf，Hansard，3rd Ser，CCL，1171)。従って，私

は，当該法改正によって確かにいわゆる土地の債券化が可能になったとしても，少くとも政策的意図と

いう観点からみれば，それは副次的なことであって，主たる政策的意図はむしろ土地の改良の促進にあ

ったと思います。 

 

 

(2)土地法改正が生産方法の改善に対してもつ効果について 

次に，以上の３つの土地法改正が生産方法の改善に対してもつ効果如何という観点から，３つの土地

法改正と生産方法の改善との相互関係について伺いたいと思います。 

つまり，著者は，「農業大不況」克服の「基本的方向」が「生産方法の改善」であるとされた上で，

この「生産方法の改善」が３つの土地法改正を必然化したと述べておられますが， しからば，逆に， こ

のような３つの土地法改正が「生産方法の改善」に対して，それが「農業大不況」克服の「基本的方向」

となりうるだけの効果を実際にもちえたと理解されておられるのか， ということです. 

まず，３つの土地法改正のうち「テナント・ライト」補償法の改正と「継承的不動産権法」の改正が

もつ効果について，著者は，268-269頁で，「農業大不況」と共に借地農と地主双方による改良投資があ

まり行なわれなくなったことを強調されておられますが， このことから判断する限り，上の２つの法改

正が実際には十分な効果をもたなかったと理解されておられると思われます。この点では私も同意見で

す。 
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図5－1 地代と穀物価格の推移(1867-77年平均＝100)

［小麦価格は，B. R. Mitchell, Abstract of British Historical Statistics,  London, 1971,pp. 98-99. 488-489.
　より，地代は，R. J. Thompson, “An Inquiry into the Rent of Agricultural Land in England and Wales during 
　the Nineteenth Century”, in Journal of the Royal Statistical Society , Vol. LXX, pp. 598-599. より作成。］
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ところで，「(自救的)動産差押え法」の改正に関して，著者は， それによって，地代の減免が促進さ

れ，「『農業大不況』克服のための一方策となったといえる」(316頁)と述べておられます。 

しかし，その程度に関して，つまり，同法改正が果して「農業大不況」克服の「基本的方向」となり

うるだけの地代減免効果を実際にもちえたと理解しうるのかという点に関して，私には疑問に思われま

す。この点を検討するために，地代と農産物価格――特に穀物価格――の推移について，「農業大不況」

開始期を100とした指数を図にしてみますと(図5－１参照)，「農業大不況」が深刻化するにつれて双方

共に低下傾向を示しますが，低下の程度については，同法改正が実現した80年代初頭以降，一貫して穀

物価格の方が地代よりも低い水準を推移しています。このことは，明らかに，地代の低下が穀物価格の

下落に追いつかなかったことを意味しています。 

従って，私は，同法改正によって地代の減免が確かに促進されたとしても， この改正が「農業大不況」

克服の基本的方策となりうるだけの効果を実際にもったとはいい難いと思います。 

 

（Ｃ）「農業大不況」の克服過程の理解の仕方に関して 

 

最後に，以上のまとめとして，「農業大不況」の克服過程の理解の仕方を問題にしたいと思います。

この点について，著者の見解は非常に明確でありまして，それは，「生産方法の改善」と「土地所有関

係の変革」とによって， イギリス農業が，いわば自律的に，農業独自の力によって，「農業大不況」を

克服しえたということになります。 

このような理解に対して， これまで述べてきた私の見解を一言で申しますと， まず，「生産方法の

改善」に関しては，「資本家的経営の拡大」と「農業技術の改良」とが実際に「農業大不況」克服の積

極的契機たりえたとは看做し難いとぃぅことです。また，「土地所有関係の変革」が「生産方法の改善」

に対して「農業大不況」克服の積極的方策たりうるだけの効果を実際にもちえたのかとぃうことに関し

ては，３つの土地法改正のいずれについても実際にそのような効果をもったとは看倣し難いということ

です。 

従って，私は，著者の如く，「生産方法の改善」と「土地所有関係の変革」とによって， イギリス農

業がいわば自律的に「農業大不況」を克服しえたとは理解し難く，逆に，イギリス農業が「農業大不況」

を克服しえたとすれば， それは，いわば他律的条件の下で可能であったろうと考えざるをえない。 

しからば， この他律的条件とは何かということになりますが， この点について注目したいのは，

243-244頁の叙述です。即ち，「アメリカの穀物価格は一様に97-98年に上昇し，とくに小麦価格は94年

に比べると50-60％も上昇した。だから，関税がなく，アメリカからの小麦輸入量が国内生産量と同じか

あるいはそれを上廻るイギリスの場合には，それに応じて国内の小麦価格も上昇した」(アンダーライン，

報告者)という叙述です。 

要するに，他律的条件とは90年代後半からの「アメリカの穀物価格の上昇」です。このような他律的

条件下においてこそ， イギリス農業はどうにか「農業大不況」を克服しえたと理解しうるのではないか

と思います。 

 

レジュメに書いておきました論点に関する報告は以上で終りですが，最後に，本書の論述を離れた次

元で，この機会に是非伺っておきたいことがあります。 

図5－1 地代と穀物価格の推移(1867-77年平均＝100)

［小麦価格は，B. R. Mitchell, Abstract of British Historical Statistics,  London, 1971,pp. 98-99. 488-489.
　より，地代は，R. J. Thompson, “An Inquiry into the Rent of Agricultural Land in England and Wales during 
　the Nineteenth Century”, in Journal of the Royal Statistical Society , Vol. LXX, pp. 598-599. より作成。］
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それは，82年の「継承的不動産権設定地法」の成立によって，貴族的大土地所有の崩壊が必然化され

たという指摘(335頁)に関連することですが，近代的大土地所有の崩壊の必然性を，差し当り立法レヴェ

ルから考えてみようとする場合，82年の「継承的不動産権設定地法」だけで十分と考えておられるのか，

或いは別の立法なり政策をも入れて考える必要があるとお考えなのか， もしもそうであるなら，具体的

にどのような政策を考えておられるのか， ということです。 

この点に関して予め私が目下念頭にしていることを申しておきますと，大土地所有の崩壊の開始期に

関して，例えばトンプスンは1910年頃からと考えていますが（cf．F.M.L.Thompsℴn，English Landed 

Society，1963，p.322.），そこに至るプロセスを政策史の面から考える場合，農地に関する政策のみで

なく都市地に関する政策，更には財政政策をも入れて， それらによる土地所有の処理の仕方を段階的に

把握していく必要があるのではないかと思います。 

 この点を，私が目下関心をもっている財政政策についてより具体的に申しますと，「大不況」期とそ

れ以降とでは，土地所有の処理の仕方に段階的差異があります。 

まず「大不況」期に関して， このような観点から注目されるのは，1894年の相続税改革だろうと思い

ますが， この改革によって，従来専ら動産のみに賦課されていた遺産税が新たに不動産にも賦課されま

す。これによって不動産の税負担がかなり重くなりますが，だからと言って，この改革によって不動産

が特に犠牲にされたとは言えません。つまり，この改革の段階では，租税政策の面で不動産がそれまで

享受していた優偶措置が除去され，不動産が動産と同レヴェルで扱われるに至っただけであるというこ

とです（以上について，とりあえず拙稿「『1894年財政法』第一部エステート・デューティを廻って」，

『歴史』第52輯参照）。 

これに対して，「大不況」期以降の政策，特に1910年に成立した「人民予算」の土地課税では，処理

の仕方が一歩進んでまいります。つまり， この土地課税は，土地という特定の形態の富乃至資産を課税

対象とするところの「土地特別課税」です。従って， このような土地課税が成立したことは，この段階

に至って，ついに大土地所有が特別に犠牲にされる形で処理されるに至ったことを意味していると思い

ます（以上については，拙稿「『人民予算』における土地課税の成立」，『西洋史研究』新輯第６号参

照）。そして， このような形で大土地所有が処理されたが故に，「人民予算」の成立を直接的契機とし

て， トンプスンが指摘する如く，1910年頃から大土地所有の崩壊が開始されたのではないか。私はこの

ように考えています。 

最後に，以上の報告の中で，著者に対して思わざる誤解や無理解があったのではないかと恐れていま

すが，そうした点についてはお許しを願うことにしまして，以上で私の報告を終えさせて戴きます。

〔1979.11.18〕 

（初出：西洋史研究会編『西洋史研究』新輯第９号，1980年） 
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第３章 都市の住宅・土地問題に関する研究：書評  

 

書評：島 浩二『住宅組合の史的研究―イギリスにおける持家イデオロギーの源流―』 

           （阪南大学叢書51，Ａ5版，144+3ページ，法律文化社，1998年1月刊） 

 

 

 著者のこれまでの研究，すなわち，1970年代半ば以来の19世紀イギリスにおける農業・土地問題と

都市地・住宅問題に関する重厚な研究は，内容的にみて，1988年の「19世紀末イギリスにおける大土

地所有制と所領経営の特徴」（『阪南論集（社会科学編）』第 23 巻 4号）に帰結しているとみなしうる

のであるが，同稿末尾「展望」において，イギリスの「土地問題」が「解決」される２方向として，

①小土地所有創設の方向での「両大戦間期の持家居住（居住者自身による，家屋と土地の所有）の増

加」と②「土地開発における私権の規制と公的土地所有・公営住宅の増加」を展望されていた。これ

を踏まえて（と思われるのであるが），前者の持家居住に関連する「住宅組合」の歴史についての，そ

の後の一連の研究が本書として纏められ，わが国のイギリス住宅組合史研究の上で「最初の書物」た

る地位を占めることになった。 

 

 

 まず，本書の概要紹介をかねて，「 目次」を掲げておきたい。 

  

序章 問題の所在―課題と限定― 

1章 19世紀におけるイギリス協同組合運動の諸形態 

 1 友愛組合 

 2 埋葬・積立組合 

 3 消費協同組合 

 4 貯蓄銀行 

2章 住宅組合の発展 

 1 「当座組合」の特徴―誕生から「1836年住宅組合法」まで― 

 2 「継続組合」の誕生，発展，矛盾 

   ―1870年代までの住宅組合― 

 3 住宅組合の会員構成 

 4 『友愛組合に関する王立委員会（1870年）』と「1874年住宅組合法」 

3章 住宅組合運動における対立の諸相 

   ―スター＝バウケット型組合の成長が意味するもの― 

 1 スター＝バウケット型住宅組合の特徴 

 2 19世紀末における各種住宅組合の状況 

   ―『1895年版住宅組合統計』からの概観― 

 3 住宅組合運動における対立の諸相 

 4 スター＝バウケット型住宅組合の終焉と1894年住宅組合法 

それは，82年の「継承的不動産権設定地法」の成立によって，貴族的大土地所有の崩壊が必然化され

たという指摘(335頁)に関連することですが，近代的大土地所有の崩壊の必然性を，差し当り立法レヴェ

ルから考えてみようとする場合，82年の「継承的不動産権設定地法」だけで十分と考えておられるのか，

或いは別の立法なり政策をも入れて考える必要があるとお考えなのか， もしもそうであるなら，具体的

にどのような政策を考えておられるのか， ということです。 

この点に関して予め私が目下念頭にしていることを申しておきますと，大土地所有の崩壊の開始期に

関して，例えばトンプスンは1910年頃からと考えていますが（cf．F.M.L.Thompsℴn，English Landed 

Society，1963，p.322.），そこに至るプロセスを政策史の面から考える場合，農地に関する政策のみで

なく都市地に関する政策，更には財政政策をも入れて， それらによる土地所有の処理の仕方を段階的に

把握していく必要があるのではないかと思います。 

 この点を，私が目下関心をもっている財政政策についてより具体的に申しますと，「大不況」期とそ

れ以降とでは，土地所有の処理の仕方に段階的差異があります。 

まず「大不況」期に関して， このような観点から注目されるのは，1894年の相続税改革だろうと思い

ますが， この改革によって，従来専ら動産のみに賦課されていた遺産税が新たに不動産にも賦課されま

す。これによって不動産の税負担がかなり重くなりますが，だからと言って，この改革によって不動産

が特に犠牲にされたとは言えません。つまり，この改革の段階では，租税政策の面で不動産がそれまで

享受していた優偶措置が除去され，不動産が動産と同レヴェルで扱われるに至っただけであるというこ

とです（以上について，とりあえず拙稿「『1894年財政法』第一部エステート・デューティを廻って」，

『歴史』第52輯参照）。 

これに対して，「大不況」期以降の政策，特に1910年に成立した「人民予算」の土地課税では，処理

の仕方が一歩進んでまいります。つまり， この土地課税は，土地という特定の形態の富乃至資産を課税
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に至って，ついに大土地所有が特別に犠牲にされる形で処理されるに至ったことを意味していると思い
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〔1979.11.18〕 

（初出：西洋史研究会編『西洋史研究』新輯第９号，1980年） 
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終章 

  

 

 「序章」によると，本書の課題は，イギリスにおいて住宅購入に対する抵当融資と結びついた金融

機関，「いわゆる『住宅組合』の19世紀における発展過程に焦点を当て」，住宅政策の展開や持家居住

の広がり，あるいは協同組合運動の盛衰など関連する多様なファクターとの絡み合いの中で，「その首

尾一貫したイメージを再構成すること」である。より具体的に，著者の問題意識に即していえば，①

住宅組合の今日までの発展を保障してきた1つの特殊な条件である協同組合性の問題として，この「協

同組合性への拘泥がどのようにして育てられ，いかにして社会的に容認されたかを検討すること」，ま

た②両大戦間期以降の持家居住が急増する現象を準備した文化的・思想的背景の問題として，イギリ

ス人の「住宅観」を一変させた（事情の一端である）19 世紀のいわゆる「住宅組合運動」を検討する

こと，最後に③研究史上の問題として，協同組合史研究の遅れ，特に住宅組合史研究における予定調

和論的研究のバイアスを修正するため，「住宅組合運動がはらんでいた矛盾や対立の局面に焦点を当

て」，その現象のもつ意味を明らかにすること，である。 

 このような課題＝問題意識にもとづいて，「目次」のように，本書が構成されている。与えられた紙

幅の制約上ごく簡単に内容紹介していきたい。 

 

 まず「1章」では，住宅組合の母体である友愛組合などの相互扶助協同組合の本質的な特徴が「相互

扶助の機関としての性質とそれに伴う非営利性」であることを指摘した上で，各種協同組合（の19世

紀の間の変化）を検討し，それと対比して，予め結論的に「住宅組合の実態がますます営利的な金融

機関に接近すればするほど，いっそう協同組合的な性格規程に拘泥した事実」を提示する。 

 

 「2 章」では，住宅組合の1870年代までの発展について，具体的には，①初期の住宅組合である「当

座組合」の運営上の特徴，最初の関係法である1836年「住宅組合法」の特徴，②「醵出と融資の厳格

な一致」原則の弛緩（「当座組合」会員の投資会員と融資を受ける会員への分離）によって誕生した「継

続組合」の運営システム，住宅組合運動の中央機関として（継続組合を中心とする）「住宅組合協会」

の結成過程，そして③「富裕な階層」に限定された会員構成を検討し，最後に④住宅組合が預金等の

形態で受け入れていた借金などについての王立委員会の『第２次報告』の（住宅組合関係者の間に根

強くあった協同組合性への拘泥を認める）現状認識と提言，それに従って制定された（住宅組合法の

マグナ・カルタと呼ばれる）1874年「住宅組合法」の基本構造を明らかにしている。 

 

 「3 章」では，19 世紀末にスター＝バウケット型組合に代表される特異な当座組合が爆発的に成長

した現象の意味を明らかにするため，①スター＝バウケット型組合の1885年モデルにもとづく運営メ

カニム（その評価としては，労働者階級に対する持家居住の道の提示），②1895 年統計にもとづく 19

世紀末の住宅組合の構造的相関（具体的には，第一にスター＝バウケット型組合を含むプロモーター

型組合の大規模な継続組合との共存，設立数での継続組合を含む通常の組合の凌駕，第二に通常の組

合の中での零細な当座組合の存在，第三に大規模な継続組合の大規模化，比重の増加），③住宅組合運

動における（通常の組合を代表する住宅組合協会とスター＝バウケット型組合間での）対立の諸相を

検討し，最後に④1894 年住宅組合法の「融資順位決定方法としてのくじ引き禁止」規定によるスター
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＝バウケット型組合やその他のプロモーター型組合のその後の減少,（1892年「リベレーター継続住宅

組合」倒産後の防止策としての）同94年法の放漫経営防止関連条項を明らかにしている。 

 

 「終章」では，「19 世紀の住宅組合の歩み」を（課題＝問題意識に対応させつつ）「総括」する。す

なわち，住宅組合のいわば営利化する流れを「確認」したうえで，組合の内外にその変化による「変

貌を押し止める方向に作用する事情」があり，その結果として「持家居住を非営利的に促進する組織

としての一面が住宅組合に残された」として，そのような「事情」を次のように 3 点指摘している。

①「住宅組合協会に結集した住宅組合経営者」は，便利な融資機関へ近づく改良を繰り返しながら，

他方で「協同組合的な理想」を目標として掲げ「非営利的な運動としての外観」を維持し続けねばな

らないと感じていた，またこのような住宅組合観が，『第２次報告』や 74 年法という行政や立法の当

事者を含めたすべての住宅組合関係者によって承認されていたこと。②「少なからぬ数の会員層」の

間に，「小規模で小回りのきく当座組合」への「愛惜とこだわりの念」が存在したこと，（研究史上で

の）当座組合の継続組合への（必然的）移行の主張はこの側面を見逃すこと。③通常の組合では相手

にされなかった「比較的所得の低い労働者」の中でも持家居住への志向が動き出し，その傾向を刺激

する要因が19世紀末に生まれたこと，つまりスター＝バウケット型組合が労働者会員を目標として登

場して多数の会員を集めたことであり，同組合は（くじ引きという）賭の側面を前面に出したからこ

そ労働者階級を持家居住の魅力に惹きつける「大きなきっかけ」となり得たと言えること。 

 

 

 以上のように，序章における課題＝問題意識が終章における総括と見事なほどに対応している。ま

たその間の本論部分における論述は，歴史具体的であり，また実に緻密である。従って本書がイギリ

ス住宅組合史研究における先駆的にして本格的な成果として高く評価されるであろうことは間違いな

い。このことを十分に確認した上で，次に（続く研究者のためにも）問題点を指摘しておきたい。 

 本書の読了後に残った印象として率直にいえば，序章と終章が，著者の課題＝問題意識にもとづい

て，いわば主観的にして理念的レヴェルでの叙述として見事に対応しているのに対して，その間の本

論部分はいわば客観的にして歴史具体的な叙述であること，従って前者と後者は必ずしも対応してい

るとは言い難いことであり，より積極的にいえば，本論部分の叙述に対応した，いわば客観的にして

歴史具体的なレヴェルでの新たな総括の余地を残しているのではあるまいか，ということである。 

 具体的にいえば，本論部分の2章で「当座組合」は1836年法に，「継続組合」は1874年法に帰結す

るように論述されており，また3章ではスター＝バウケット型組合は1894年法に帰結するように論述

されており，従って，このような住宅組合の歩みは，1836年法→ 74年法→ 94年法といういわば客

観的にして歴史具体的なレヴェルで総括されうるはずであるにも拘わらず，本書の終章では，①スタ

ー＝バウケット型組合の成長の意味について言及されていても，1894 年法の「くじ引き禁止」規定に

よる組合の減少→ 消滅という本論で指摘された事実とその意味については全く不問にふされている，
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1874 年法の規定内容，すなわち，住宅組合の「目的」として「会員の醵出等に基づいて基金を集め，

その基金から会員に抵当融資をおこなう」旨の規定，また住宅組合の「借金」について「その目的を
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はいわゆる営利化とその歯止めとしての非営利化に関連する規定であるように評者には思われるので

あるが）も不問にふされている。更に③本論で指摘されている，74 年法での法人化と有限責任制等に

関する規定，また94年法でのいわゆる放漫経営防止関連条項等とその意味も不問にされているのであ

るが，総じていえば，1836年法→ 74年法→ 94年法を貫徹してくる原則の意味として，いわゆるイ

ギリス資本主義の超過利潤に均霑した中産階級と労働者階級による貯蓄の投資機会の拡大とその安全

性確保の要求の貫徹ということをも展望しうるのではあるまいか。 

 ともあれ，本書が，著者の問題意識を共有するとしないとを問わず，19 世紀イギリスの住宅組合史

や住宅政策史に関心をもつ誰もが繙く必読書となることを心から願って，筆を擱きたい。 

（初出：『阪南大学産業経済研究所年報』第28号，1999年） 
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第６編 補論 2：近代イギリス「財政・金融問題」研究点景：書評 
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１：土生芳人『イギリス資本主義の発展と租税－自由主義段階から帝国主義段階へ―』 

（東京大学出版会，1971年，349頁） 

 

 

土生芳人氏の大著『イギリス資本主義の発展と租税－自由主義段階から帝国主義段階へ―』［東京大学

出版会，1971年］については，評者の知る限り，既に本池立氏（『史学雑誌』81編10号），池田嘉男氏（『西

洋史研究』新輯第1号，1972年），佐藤進氏（岡山大学『経済学会雑誌』第4巻3・4号，1973年）によって

本格的紹介・書評84

 ところで，本書は「序論」と「終章」とを別にすれば，「前編 自由主義租税政策の展開」と「後編 帝

国主義租税政策の形成」の２編より構成されているが，以下では，それぞれの内容を要約・紹介は既に

十二分になされているので一切割愛し，本書における成果を前提にして今後この分野の研究をいかに進

めていくべきかという観点から，「後編 帝国主義租税政策の形成」に限定して，著者の論理の運びを離

れた次元で若干の感想を述べさせていただくことを予めお断りしておきたい。 

）がなされている。従って今や遅きに過ぎる時点で本書の書評を試みることは不必要

であるかもしれないが，にも拘らずあえてそれを試みる理由は，イギリス近代租税政策史研究に関心を

持つ学徒にとって，この分野に関する我国で最初の本格的業績である本書が，今後の研究の前提として

導きの星であるからに他ならない。 

 さて本書の後編は３章（第４章～第６章）よりなり，まず第４章では帝国主義租税改革の背景が考察

され，続いて第５章では1894年の相続税改革について，第６章では1907‐10 年の所得税改革について考

察されている。従って，以下では，このような展開に即して検討することにしたい。 

 

 

 まず，第４章の帝国主義租税改革の背景について注目したい点は，イギリスの帝国主義税制改革，端

的に直接税改革を規定した要因がいかに理解されているのかということである。 

 著者は，イギリスの直接税政策をドイツのそれとの対比で「所得税・相続税同時重課型」ないし「相

続税重課先行型」と特色づけた後に，かかる特色がイギリス資本主義の構造的特質によっていかに規定

されていたかを説明されている。その際に著者は，予め，イギリス型の直接税政策が不動産所有者重課

型の租税政策であることを，一般的に，所得税よりも相続税のほうが不労所得層に重く，かつ相続税が

「脱税の難易度」において動産所有者よりも不動産所有者に重いという理由のみから説明されている。 

しかしながら，この点に関して，このような理由づけ方は，著者自ら述べておられる如く改革前のイ

ギリス相続税が「制度上は不動産にくらべて動産により重い負担を課すものであった」ことと明らかに

矛盾すると思われるし，更に，改革後の「相続税がとりわけ不動産所有者に厳しいものになったこと」

が単に「脱税の難易度」のみに帰されうるのかという疑問を感じる。 

むしろ，イギリス型直接税政策が，不動産所有者重課型の租税政策であることをいうためには，所得

額ないし相続財産額の大小を所得ないし相続財産の種類別に具体的に検討することが，必要となるので

あろう。 

 続いて著者は，イギリス型直接税政策を規定したものとして自由貿易政策に注目して，当該政策のも

84） その他，CiNiiによると，以下のものある。西山一郎（香川大学『経済論叢』45（3），1972年）；今井勝（『経

済学季報』21（3・4），1972年）；森恒夫（『甲南経済学論集』14（3），1973年）。  
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とで，自由主義段階からすでに弱化していた「地主的利害の政治的影響力」が大不況下での富力の急速

な減退によってさらに大きく弱まったことを強調されている。 

この点は具体的な直接税改革の理解の仕方と関連すると思われるので，再確認しておけば，著者は，

イギリスの直接税政策を規定した「主要な原因」を「地主的利害の政治的影響力」の弱化といういわば

政治的要因に求めているのであり，従って，著者が引用しておられるホブズボームの指摘，即ち，「大不

況とともに・・・土地所有は幾つかの例外はあるにしても，大きな富の基礎であることをやめ，たんな

るステータス・シンボルにすぎないものになった」といういわば経済的要因には求めておられないので

ある。このような理解は，直接税改革自体の理解の仕方において大きな論点となりうると思われる。 

 

 

 続く第５・６章では直接税改革が具体的に考察されるのであるが，かかる改革の必然性と内容と意義

が如何に整合的に理解されているのであろうか。この点を，上述した直接税政策の規定要因の理解の仕

方と係わらせて検討することにしたい。 

 

 第５章の相続税改革については，我国でこれほど詳しく分析されたものは他にないように思われるの

で，立ち入って検討したい。 

 

 まず，1894年のハーコートの相続税改革の内容と当該改革を可能ならしめた条件との内的関連の理解

について。 

 当該改革の内容の要点の第１は，著者によれば，従来長らくイギリス相続税制度に存続してきた「動・

不動産間の負担の不均衡を一掃したこと」である。 

このような仕方での内容要約は果たして著者自らが明らかにされてきた当該改革の具体的内容を十分

要約していると言えるのであろうか。 

煩を避けるために遺産税のみに注目して1880年代中葉までの相続税制度との対比で述べるならば，ま

ず第１に，従来の遺産税の対象は専ら非相継動産のみだったのに対して，新遺産税たるエステート・デ

ューティの下では新たに相継動産と不動産が元本価値を標準にして課税されるに至ったのであるが，こ

のことは「非相継動産と相継動産・不動産間」での負担の不均衡が除去されたこと，更にこのことを当

時不動産の大部分が相継産であったこと（254頁）を考慮して一般化するならば，「非相継産と相継産間」

での負担の不均衡が除去されたこと，を示している。加えて第２に，新遺産税の下で相継産が「ある一

つの相継産設定期間中は１回だけ」当該税を賦課されるという点で非相継産との対比で優遇されていた

ことは，「非相継産と相継産間」での負担の不均衡がなお存続したことを示している。とするならば，上

記の２点は，当該改革の内容を要約する際に，単に「動・不動産間」の観点のみでなく同時に「非相継

産と相継産間」の観点を入れる必要があることを明示していると言えるであろう。 

 ところで，当該改革によって，新遺産税の下で新たに相継動産と不動産が元本価値を標準にして課税

されるに至ったという点で，「非相継動産と相継動産・不動産間」での負担の不均衡が原則上除去された

ことは，いかなる要因ないし条件によって可能となったのであろうか。 

著者は，このような「相続税改革を可能にする条件」について，地主階級の政治的影響力の低下とい

ういわば政治的要因を指摘されるだけに留まっており，しかもかかる政治的要因がいかにして当該改革

を可能にしたのかについては全く言及されていないのである。 
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しかしながら，著者は，1880年代中葉の相続税制度を説明する際に，不動産と相継動産がプローベイ

ト・デューティを免除されていた理由として，「不動産は，移転にさいし遺産管理人も，また遺産管理書

への検認をも必要としなかった」ことを指摘することによって，不動産と相継動産に新たな遺産税を課

すことが可能となるためにはこのような相続法上の変化が必要であることを暗示されている。 

更にまた，著者は不動産と相継動産を対象とするサクセッション・デューティの課税標準が財産価格

でなく「生涯権の価値」であるという制度が「イギリスの不動産承継に古くから広範におこなわれた，

いわゆる『家族相継産制度』にその基礎をおくものである」ことを指摘することによって，不動産と相

継動産に財産価格＝元本価値を標準に課税することが可能となるためにはこのような「家族相継産制度」

の変化が必要であることを暗示されている 

とするならば，「相続税改革を可能にする条件」について，単に地主階級の政治的影響力の低下という

政治的要因を指摘するだけに留めずに，不動産及び相継動産の相続法上の変化，更にかかる変化を生ぜ

しめた経済的要因を，当該改革の内容と具体的に関連させながら検討することが必要となるであろう。 

 

 当該改革の内容の要点の第２は，遺産税については遺産額に応じて最低１％から最高８％までにおよ

ぶ12段階の累進税率で課税することを定めたことであるが，かかる改革を可能ならしめた条件について

も，著者は「地主的利害の政治的影響力の低下」といういわば政治的要因を指摘するだけに留まってい

るのである。 

しかしながら，著者は，当該改革の内容のこの「第２の点は・・・第１の点とあいまって，地主階級

の相続税負担を一挙に数倍に高める結果をもたらしたこと」を指摘することによって，税負担という点

からではあるが，第２の点が第１の点と内的関連をもつことを暗示されている。 

とするならば，当該改革の内容の第２の点を可能ならしめた条件についても，上述した第１の点につ

いて評者が指摘したことと同様のことを指摘しうるであろう。 

 

 次に，相続税改革の内容と当該改革による税負担との内的関連の理解について。 

 著者は，ハーコートの改革の内容に基づいて「相続税負担率」示す表を作成して，その表から直ちに

「ハ―コートの相続税改革は，誰よりもまず大土地所有者の租税負担を高め」たことを結論している。 

しかしながら，「相続税負担率」といういわば法律的形態から直ちに「誰よりもまず大土地所有者の租

税負担を高め」たといういわば具体的結果を導いてくることには無理があるのではあるまいか。という

のは，ハ―コートの改革が「不動産への課税を動産と同じ基準によるように改めることによって不動産

の相続税負担を増大させ」る点は明らかだとしても「新たに累進税率を採用すること」が確かに「大遺

産の負担を増大させ」るとはいえ，これが直ちに不動産の負担を増大させることにはならないからであ

る。言うまでもなく，「大遺産」の多くが不動産である場合にのみ，累進税率の採用が大不動産の租税負

担を増大させるだろう。 

従って，ハ―コートの改革が「誰よりもまず大土地所有者の租税負担を高め」たことを結論するため

には，遺産額の大小を遺産の種類別に具体的に検討することが必要となるであろう。 

 

 

第６章の所得税改革について。 

まず1907―10年の所得税改革の内容と当該改革を可能ならしめた条件との内的関連について，著者は

とで，自由主義段階からすでに弱化していた「地主的利害の政治的影響力」が大不況下での富力の急速

な減退によってさらに大きく弱まったことを強調されている。 

この点は具体的な直接税改革の理解の仕方と関連すると思われるので，再確認しておけば，著者は，

イギリスの直接税政策を規定した「主要な原因」を「地主的利害の政治的影響力」の弱化といういわば

政治的要因に求めているのであり，従って，著者が引用しておられるホブズボームの指摘，即ち，「大不

況とともに・・・土地所有は幾つかの例外はあるにしても，大きな富の基礎であることをやめ，たんな

るステータス・シンボルにすぎないものになった」といういわば経済的要因には求めておられないので

ある。このような理解は，直接税改革自体の理解の仕方において大きな論点となりうると思われる。 

 

 

 続く第５・６章では直接税改革が具体的に考察されるのであるが，かかる改革の必然性と内容と意義

が如何に整合的に理解されているのであろうか。この点を，上述した直接税政策の規定要因の理解の仕

方と係わらせて検討することにしたい。 

 

 第５章の相続税改革については，我国でこれほど詳しく分析されたものは他にないように思われるの

で，立ち入って検討したい。 

 

 まず，1894年のハーコートの相続税改革の内容と当該改革を可能ならしめた条件との内的関連の理解

について。 

 当該改革の内容の要点の第１は，著者によれば，従来長らくイギリス相続税制度に存続してきた「動・

不動産間の負担の不均衡を一掃したこと」である。 

このような仕方での内容要約は果たして著者自らが明らかにされてきた当該改革の具体的内容を十分

要約していると言えるのであろうか。 

煩を避けるために遺産税のみに注目して1880年代中葉までの相続税制度との対比で述べるならば，ま

ず第１に，従来の遺産税の対象は専ら非相継動産のみだったのに対して，新遺産税たるエステート・デ

ューティの下では新たに相継動産と不動産が元本価値を標準にして課税されるに至ったのであるが，こ

のことは「非相継動産と相継動産・不動産間」での負担の不均衡が除去されたこと，更にこのことを当

時不動産の大部分が相継産であったこと（254頁）を考慮して一般化するならば，「非相継産と相継産間」

での負担の不均衡が除去されたこと，を示している。加えて第２に，新遺産税の下で相継産が「ある一

つの相継産設定期間中は１回だけ」当該税を賦課されるという点で非相継産との対比で優遇されていた

ことは，「非相継産と相継産間」での負担の不均衡がなお存続したことを示している。とするならば，上

記の２点は，当該改革の内容を要約する際に，単に「動・不動産間」の観点のみでなく同時に「非相継

産と相継産間」の観点を入れる必要があることを明示していると言えるであろう。 

 ところで，当該改革によって，新遺産税の下で新たに相継動産と不動産が元本価値を標準にして課税

されるに至ったという点で，「非相継動産と相継動産・不動産間」での負担の不均衡が原則上除去された

ことは，いかなる要因ないし条件によって可能となったのであろうか。 

著者は，このような「相続税改革を可能にする条件」について，地主階級の政治的影響力の低下とい

ういわば政治的要因を指摘されるだけに留まっており，しかもかかる政治的要因がいかにして当該改革

を可能にしたのかについては全く言及されていないのである。 
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いかに理解されているのであろうか。 

既述した如く，著者はイギリスの直接税政策を規定した「主要な原因」を地主的利害の政治的影響力

の弱化という政治的要因に求められていたのであるが，本章においては所得税改革を可能ならしめた条

件について全く言及されていないのはどうしたものだろうか。 

 次に，所得税改革の内容と当該改革による税負担の内的関連について。 

著者は，当該改革の内容に基づいて，「所得税負担率」を示す表を作成して，その表に基づいて，当該

改革によって「所得税負担が多少とも大幅に増大したのはごく少数の高額所得層だけであ」ることを「推

定」されているが，この「高額所得層」が具体的にいかなる階級であるかについては全く言及されてい

ない。 

「高額所得層」といういわば法律的形態を具体化するためには，所得額の大小を所得の種類別に具体

的に検討することが必要となるであろう。 

 

 最後に，本書における成果を前提にして今後この分野の研究を進めていくために必要と思われる視角

について，少しく言及しておきたい。 

帝国主義成立期におけるイギリスの租税政策について，本書は，膨張する経費を賄うための直接的収

入源泉如何といういわば狭義の財政的観点から，相続税改革と所得税改革のみを取り上げているのであ

るが，その際，上述した如く，相続税改革と所得税改革を可能ならしめた経済的要因がいかなるもので

あり，そしてかかる要因がそれぞれの改革といかに内在的に関連しているのかという点について具体的

に考察しているとは見做し難い。 

しからばこれらの改革を可能にした経済的要因はいかなるものに求められるのであろうか。この点を

考える際に，著者が利用しておられたホブズボームムのかの指摘，即ち，「大不況とともに・・・土地所

有者は・・・大きな富の基礎であることをやめ，たんなるステータス・シンボルにすぎないものになっ

た」という指摘は極めて示唆的である。何故ならば，大不況を条件にして土地所有の経済的内容――従

ってその法律的形態――が変化したことを明らかにしているからである。 

従って，我々が本書における成果を前提にして今後帝国主義成立期におけるイギリスの直接税改革の

研究を進めていくためには，当該改革を19世紀末「（農業）大不況」を条件にして生じた大土地所有の経

済的内容――従ってその法律的形態――の変化との内在的関連において，具体的に把握する視角が必要

であるといえよう。とは言え，このような作業が言うは易く行うはいかに難いものであるかは，他なら

ぬ評者自身が十二分に承知しているつもりである。 

最後にあたり，著者に対して思わざる誤解や無理解のあったことを恐れている。そうした点について

はお怒しを願う次第である。 

（初出：東北史学会編『歴史』，第53輯，1979年） 
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２：藤田哲雄『近代イギリス地方行財政史研究―中央対地方，都市対農村―』 

（創風社，1996年，511頁） 

 

                     

 本誌[『社会経済史学』]41巻4号（1975年）に「19世紀末ロンドンにおける『土地問題』」という，

イギリス都市土地問題に関するわが国の先駆的研究を発表して学界に登場した著者が，20余年を経て，

表題の大著を纏められた。まず，このこと自体に，同じく「団塊の世代」の，また諸論文の愛読者の1

人として，心から敬意を表したい。 

 その上で，書評は「対象となる書物に対する率直な，しかもその本質的な論点と方法に迫る徹底的

な批判こそ著者に対する最高の尊敬である」（『歴史評論』1960年9月号，11頁）という吉岡昭彦氏の

提言した観点から，本書の書評を行うに先立ち，予め，内容紹介をかねて，本書の「 目次」（及び初

出年）を掲げておきたい。 

 

 序論 分析視角と史料 

第1編 1830年代地方行財政改革とその帰結 

 第1章 1830 年代地方行財政改革 

 第2章 1830-60年代における土地利害，農業階級の地方税政策―穀物法廃止法とその帰結 

 第3章 ロンドンにおける都市行財政改革の展開（既発表，初出1991年） 

 第4章 1830-60年代における都市財政と地方税制度改革（初出1983年の一部） 

 第5章 19 世紀中葉イギリス都市政治―バーミンガム市議会を中心に（初出1988年） 

 第1編   結語 

第2編 中央政界における地方行財政改革の展開―1868-1914年 

 第1章 第１次グラッドストン内閣(1868-74 年)期の地方税・地方財政問題（初出1991年） 

 第2章 保守党内閣・自由党内閣期の地方行財政改革―1874-85年（初出1994年） 

 第3章 保守党内閣における地方自治体改革(1888年)と自由党内閣の相続税改革(1894年)・ 

統一党内閣の農業地方税法(1896年)（初出1995年） 

 第4章 都市自治体対中央政府―世紀転換期における都市財政と地方債（初出1984年） 

 第5章 世紀転換期における地方税問題―1896-1914 年（初出1996年） 

 補論 グラッドストン文書形成の一齣―第１次内閣(1868-74年)期における私設秘書の役割 

（初出1992年） 

 あとがき 

 

 このような「目次」から，本書の形式的外観について率直にいえば，研究対象＝書名に対する「課

題」も「方法」もなく，従って，「結論」も「総括」も（少なくとも明示的には）ないとなると，そも

そもこのように纏めて，著者は，従来の研究史に対して，新たに，如何なる史実ないし歴史認識を提

示しようとしたのであろうか。 

 末尾の「あとがき」で，著者は（執筆後に）本書を研究史上次のように位置づけている。すなわち，

「本書は・・・近代イギリス地方行財政史を，第 1 編でイギリスにおける都市史研究・地域史研究の

いかに理解されているのであろうか。 

既述した如く，著者はイギリスの直接税政策を規定した「主要な原因」を地主的利害の政治的影響力

の弱化という政治的要因に求められていたのであるが，本章においては所得税改革を可能ならしめた条

件について全く言及されていないのはどうしたものだろうか。 

 次に，所得税改革の内容と当該改革による税負担の内的関連について。 

著者は，当該改革の内容に基づいて，「所得税負担率」を示す表を作成して，その表に基づいて，当該

改革によって「所得税負担が多少とも大幅に増大したのはごく少数の高額所得層だけであ」ることを「推

定」されているが，この「高額所得層」が具体的にいかなる階級であるかについては全く言及されてい

ない。 

「高額所得層」といういわば法律的形態を具体化するためには，所得額の大小を所得の種類別に具体

的に検討することが必要となるであろう。 

 

 最後に，本書における成果を前提にして今後この分野の研究を進めていくために必要と思われる視角

について，少しく言及しておきたい。 

帝国主義成立期におけるイギリスの租税政策について，本書は，膨張する経費を賄うための直接的収

入源泉如何といういわば狭義の財政的観点から，相続税改革と所得税改革のみを取り上げているのであ

るが，その際，上述した如く，相続税改革と所得税改革を可能ならしめた経済的要因がいかなるもので

あり，そしてかかる要因がそれぞれの改革といかに内在的に関連しているのかという点について具体的

に考察しているとは見做し難い。 

しからばこれらの改革を可能にした経済的要因はいかなるものに求められるのであろうか。この点を

考える際に，著者が利用しておられたホブズボームムのかの指摘，即ち，「大不況とともに・・・土地所

有者は・・・大きな富の基礎であることをやめ，たんなるステータス・シンボルにすぎないものになっ

た」という指摘は極めて示唆的である。何故ならば，大不況を条件にして土地所有の経済的内容――従

ってその法律的形態――が変化したことを明らかにしているからである。 

従って，我々が本書における成果を前提にして今後帝国主義成立期におけるイギリスの直接税改革の

研究を進めていくためには，当該改革を19世紀末「（農業）大不況」を条件にして生じた大土地所有の経

済的内容――従ってその法律的形態――の変化との内在的関連において，具体的に把握する視角が必要

であるといえよう。とは言え，このような作業が言うは易く行うはいかに難いものであるかは，他なら

ぬ評者自身が十二分に承知しているつもりである。 

最後にあたり，著者に対して思わざる誤解や無理解のあったことを恐れている。そうした点について

はお怒しを願う次第である。 

（初出：東北史学会編『歴史』，第53輯，1979年） 

 

  



208

研究成果を踏まえ『個別地方行財政史』について明らかにし，第２編で，1960 年代以降精力的に公刊

された政治家の個人文書に依拠しつつ中央政界レヴェル，とりわけわが国では『古典的議会政治』の

名に隠れ，研究関心が皆無と言ってもよい『内閣』レヴェルでの地方行財政政策形成過程を明らかに

する」（本書，490頁），と。しからば，具体的には，何を，どのように明らかにしたのであろうか。本

書のいわば「本質的な論点と方法」如何。 

 

 

 「序論」において，著者は（本書のいわば課題を）設定する，「本書は・・・，1830年代地方行財政

改革期より分析・叙述を開始して 20 世紀初頭の地方行財政改革の一成果である 1914 年予算案――世

界大戦勃発によって未完の予算案となる――に至る過程を分析・叙述するものである」(8頁)，と。こ

のような「分析」後，最終章たる第2編第5章の「結語」として，著者は（本書のいわば結論として）

次の認識に到達した，すなわち「1914年予算案は・・・1909年予算案で取り残された地方当局への国

庫補助金交付に踏み切る。・・・その財源を国庫収入の中で，所得税増税に主として依拠する点はかっ

てのトーリーの論理そのものであった。」(466頁），と。    

 要するに，本書は，（自由党政権下での）「1914 年予算案」が（1840 年代の）「トーリーの論理」で

あることを「明らかに」したといえよう。このような，率直に言って，段階差を無視した超歴史的認

識に到達するに至ったのは，如何なる方法ないし分析視角によるのであろうか。 

 

 この点に関して，著者は，「この時期の地方税・地方財政問題・・・についてはオファーの『財産と

政治1870年ー1914年』（1981年）が重要な分析視角を提供している」（180頁）と評価しているので，

この書物について一言しておくと，評者が，かって「研究動向」（『西洋史研究』新輯第14号，1985年）

で指摘したように，この書物では，第２次世界大戦後の保守党政権の下で本格的に出現してくるいわ

ゆる「財産所有民主主義」の歴史的起源如何という問題関心に導かれて「財産権の歴史的再分配」と

いう観点から，1914 年予算案に至る時期について，不動産に対する「地方課税をめぐる政治過程」を

取り上げ，それを保守党と自由党のそれぞれの主義，すなわち，極く簡単には保守党＝不動産利害の

補助金要求と自由党＝動産利害の補助金反対・地価税要求に即して論じつつ，結局，1840 年代の保守

党のディズレーリの補助金政策が普及していくことを指摘していた。 

 このようなオファーの分析視角に依拠しつつ，著者も，1914 年に至る過程を分析・叙述する際のい

わば方法を，次のように提示する，すなわち「具体的には，自由党内閣が地方税問題にいかなる現状

認識，政策構想を持ってこれに対応し，他方，ディズレーリの指導権確立後の保守党が1846年穀物法

廃止法以後の保守勢力再結集の一契機と看做していた地方税問題にいかなる認識，政策構想を懐いて

いたかを明らかにする」（157頁），と。 

 

 このような（イギリス流の経験主義的思考に制約された）方法＝分析視角からでは，自由党政権下

での特定の地方行政を促進するための「特定補助金」交付の史実は一切無視されざるをえないのみな

らず，地方行政と地方財政との有機的関連，さらには地方財政の国家財政に対するインパクトと後者

の対応も把握しえないであろう。 

 従って，今後の「近代イギリス地方行財政史研究」のためには，客観的な史実そのものに即して，

1901年『地方課税調査勅命委員会最終報告書』における認識，とりわけ， 少数意見報告における「地
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方課税問題の本質」は「不動産対動産の問題ではなく，国家的サーヴィス対地方的サーヴィスの問題」

であるという認識（拙著『近代イギリス財政政策史研究』勁草書房，1994年，361頁）にもとづいて，

地方行政（＝支出）と地方財政（＝財源調達）を関連させつつ，国家的サーヴィスによる地方税負担

の救済策としての国庫補助金問題と地方的サーヴィスによる地方税負担の救済策としての地方地価税

創設問題の双方の展開過程を把握すること，その上で，国家財政と関連させつつ，そのような地方財

政の展開過程（数量経済学的にいえば，ピーコックとワイズマンが指摘したところの周知の「集中過

程」）のもつ意味を歴史・具体的に把握することが必要となるであろう。      

（初出：社会経済史学会編『社会経済史学』第63巻5号，1998年） 

 

  

  

研究成果を踏まえ『個別地方行財政史』について明らかにし，第２編で，1960 年代以降精力的に公刊

された政治家の個人文書に依拠しつつ中央政界レヴェル，とりわけわが国では『古典的議会政治』の

名に隠れ，研究関心が皆無と言ってもよい『内閣』レヴェルでの地方行財政政策形成過程を明らかに

する」（本書，490頁），と。しからば，具体的には，何を，どのように明らかにしたのであろうか。本

書のいわば「本質的な論点と方法」如何。 

 

 

 「序論」において，著者は（本書のいわば課題を）設定する，「本書は・・・，1830年代地方行財政

改革期より分析・叙述を開始して 20 世紀初頭の地方行財政改革の一成果である 1914 年予算案――世

界大戦勃発によって未完の予算案となる――に至る過程を分析・叙述するものである」(8頁)，と。こ

のような「分析」後，最終章たる第2編第5章の「結語」として，著者は（本書のいわば結論として）

次の認識に到達した，すなわち「1914年予算案は・・・1909年予算案で取り残された地方当局への国

庫補助金交付に踏み切る。・・・その財源を国庫収入の中で，所得税増税に主として依拠する点はかっ

てのトーリーの論理そのものであった。」(466頁），と。    

 要するに，本書は，（自由党政権下での）「1914 年予算案」が（1840 年代の）「トーリーの論理」で

あることを「明らかに」したといえよう。このような，率直に言って，段階差を無視した超歴史的認

識に到達するに至ったのは，如何なる方法ないし分析視角によるのであろうか。 

 

 この点に関して，著者は，「この時期の地方税・地方財政問題・・・についてはオファーの『財産と

政治1870年ー1914年』（1981年）が重要な分析視角を提供している」（180頁）と評価しているので，

この書物について一言しておくと，評者が，かって「研究動向」（『西洋史研究』新輯第14号，1985年）

で指摘したように，この書物では，第２次世界大戦後の保守党政権の下で本格的に出現してくるいわ

ゆる「財産所有民主主義」の歴史的起源如何という問題関心に導かれて「財産権の歴史的再分配」と

いう観点から，1914 年予算案に至る時期について，不動産に対する「地方課税をめぐる政治過程」を

取り上げ，それを保守党と自由党のそれぞれの主義，すなわち，極く簡単には保守党＝不動産利害の

補助金要求と自由党＝動産利害の補助金反対・地価税要求に即して論じつつ，結局，1840 年代の保守

党のディズレーリの補助金政策が普及していくことを指摘していた。 

 このようなオファーの分析視角に依拠しつつ，著者も，1914 年に至る過程を分析・叙述する際のい

わば方法を，次のように提示する，すなわち「具体的には，自由党内閣が地方税問題にいかなる現状

認識，政策構想を持ってこれに対応し，他方，ディズレーリの指導権確立後の保守党が1846年穀物法

廃止法以後の保守勢力再結集の一契機と看做していた地方税問題にいかなる認識，政策構想を懐いて

いたかを明らかにする」（157頁），と。 

 

 このような（イギリス流の経験主義的思考に制約された）方法＝分析視角からでは，自由党政権下

での特定の地方行政を促進するための「特定補助金」交付の史実は一切無視されざるをえないのみな

らず，地方行政と地方財政との有機的関連，さらには地方財政の国家財政に対するインパクトと後者

の対応も把握しえないであろう。 

 従って，今後の「近代イギリス地方行財政史研究」のためには，客観的な史実そのものに即して，

1901年『地方課税調査勅命委員会最終報告書』における認識，とりわけ， 少数意見報告における「地
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３：藤田哲雄『イギリス帝国期の国家財政運営―平時・戦時における財政政策と統計1750-1915―』 

（ミネルヴァ書房，2008年，xiii+438頁） 

 

 

20世紀末「IT革命」後の本格的な金融危機＝恐慌に直面して，それに対する政策的対応が模索され

ている現在，その歴史的源流として，市民革命を達成し自生的に資本主義を発展させてきたイギリス

における，立憲制限君主制の下での議会制民主主義の漸進的ではあるが着実な発展に裏打ちされたと

ころの，発現してくる諸問題に対する政策的対応策の着実な実現という史実のもつ重みが改めて実感

させられるのではあるまいか。周知のように，イギリス財政史に関するわが国の最初の本格的研究で

ある長谷田泰三著『英国財政史研究』（1951年）以来，わが国の重厚な研究史は，イギリス資本主義の

推転過程において発現してくるそれぞれの国家財政問題に対する政策的対応＝立法化過程とそれのも

つ歴史的・階級的意義を解明してきたのであるが，このような研究史に対して，拙著（『近代イギリス

財政政策史研究』勁草書房，1994年）と類似の表題をもつ本書は，これまで全く未読の評者にとって

興味深く，書評を引き受けた次第である。 

書評としては，イギリス流の経験主義的思考に制約された単純で素朴な観点からの（率直に言って，

同病相憐むような）書評もありうるとはいえ，著者の前著（『近代イギリス地方行財政史研究』，1996

年）に対する評者の書評（『社会経済史学』第3巻5号，1998年）の場合と同様に，書評は「対象とな

る書物に対する率直な，しかもその本質的な論点と方法に迫る徹底的な批判こそ著者に対する最高の

尊敬である」（吉岡昭彦氏）という観点から，本書の書評を行うに先立ち，予め，本書の「 目次」を

掲げておきたい。 

 

はじめ 

序章 イギリス国家財政の政治経済学―平時･戦時における財政政策と統計1750-1915年 

第1節 18世紀「戦争の世紀」と「政治算術」 

第2節 19世紀末～第１次世界大戦期の財政政策と統計 

第1章 18世紀イギリスにおける統計と「政治算術」―重商主義期の戦争と戦費調達 

第1節 戦争と戦費調達 

第2節 18世紀中葉イギリスの財政統計 

第3節 対仏戦争期における所得税創設と財政統計 

第4節 財政＝軍事国家の成立 

第2章「国民所得」推計と統計の整備―19世紀中葉における『統計概要』･『内国歳入庁年報』 

の発行 

第１節 政府統計書の発行 

第2節 『統計概要』･『内国歳入庁年報』の発行 

第3節 国民所得推計の進展 

第4節 統計時代の幕開け 

第3章 自由党･統一党政権における財政政策―「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

1894-1905年 
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第1節 「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

第2節 1894/95年予算における「経費膨脹」と大蔵省 

第3節 統一党政権下における財政政策 

第4節 強力な国家財政の模索 

第4章 リベラル･リフォーム期における財政政策―「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

1906-08年 

第1節 「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

第2節 「経費膨脹」･「新財源発掘政策」と大蔵省･内国歳入庁 

第3節 1906年『所得税調査委員会報告書』と1907/08年予算 

第4節 新財源の発掘 

第5章 1909/10年ロイド･ジョージ予算案一イギリス帝国とドイツ帝国，国家財政と地方財政 

第1節 強力な財政力 

第2節 予算案の前提（－地方自治体･社会費･海軍） 

第3節 予算案と地方財政 

第4節 予算の理念と現実（－軍事力と財政力の国際比較） 

第5節 強力な財政＝軍事国家の出現 

第6章 第１次世界大戦とイギリスの戦費調達一財政政策と統計の応用 

第1節 財政･経済統計の応用 

第2節 1914/15年予算 

第3節 1914/15年補正予算 

第4節 1915/16年予算･補正予算 

第5節 統計による財政管理 

終章 イギリス帝国の財政政策と統計 

 

このような「目次」から，本書の形式的外観について率直にいえば，研究対象＝書名に対する「課

題」も「方法」もなく，従って，「結論」も「総括」も（少なくとも明示的には）ないとなると，そも

そもこのように纏めて，著者は，従来の研究史に対して，新たに，如何なる史実ないし歴史認識を提

示しようとしたのであろうか。 

 

 

冒頭の「はじめに」で著者は本書の目的を研究史上次のように位置づけている。すなわち，「本書の

目的は，1750年代から第１次世界大戦期に至る『平時（平和）』『戦時（戦争）』」における「財政・租

税政策の立案・策定に際して」「内閣・大蔵省・内国歳入庁が…演じた役割」とともに，「財政・経済

統計が…果たした役割」を分析することにある。わが国における研究史との関連では，「内閣・大蔵省・

内国歳入庁」の「公にされない『個人的意見』」や「援用した『データ（統計情報）』『統計資料』」に

注意が払われていない研究動向に対する反省の所産であり，「議会や議会の調査委員会で発せられた

『公の言葉』から『真の意図』を発見しようとすることは…『ナイーヴ』」である，と（本書，iii-iv）。 

要するに，著者は1750年から1915年の時期を,（基礎過程におけるイギリス資本主義の推転過程と

は一切無関係に）,単に「平時」「戦時」という単純な現象形態で認識した上で，この時期における「財
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政・租税政策」を,（議会とりわけ庶民院の財政統制上の役割とは一切無関係に）,単に「内閣・大蔵

省・内国歳入庁」と「財政・経済統計」の役割から分析し，議会で発せられた「公の意図」では明ら

かにされない「真の意図」を発見しようとした，といえよう。 

しからば，具体的には，どのような「真の意図」を発見したのであろうか。以下，紙幅の許す範囲

で，極く要約的に各章（末尾のまとめ部分を中心に）内容紹介しつつ，最低限の論点を提示していく

ことにしたい。 

 

序章で（続く本論との重複を除けは）本書の構成について，第1，2章で18世紀の統計情報・資料

と財政政策の関連を，続く第3～6章で19世紀末から第１次大戦期のそれを考察すること等を指摘し

たのち，第1章では，名誉革命以降，戦費財源と位置付けられた国債の残高が増加し，18世紀中葉に

歳入調達力を有する租税の発掘等が課題とされ，18世紀末対仏戦争で所得税が構想・実施されて，対

仏戦争勝利により戦費財源を所得税に求める「神話」が誕生し，また所得データが蓄積されたことを

指摘する。ここでは，18世紀末という特定の時点で所得税導入が可能になった客観的状況（端的には，

イギリス産業革命の進展）とそれとの関連での導入の意味づけに関する周知の研究史は一切無視され

ている。 

 

第2章では，19世紀中葉における統計の整備と利用について概観する。が，それを必要とし可能と

した客観的状況（端的には，イギリス産業資本の確立）とそれとの関連で統計整備の意味づけに関す

る周知の研究史は一切無視されている。 

 

第3章では，ハーコートが1894年相続税改革に加えて累進的所得税を構想したが，官僚の反対で放

棄したこと，続く統一党政権が大蔵省の「財政的限界」により海軍予算をも削減したことを指摘する。

これが「真の意図」の1つであろうか。ここでも特定内容の相続税改革が可能になった客観的状況（端

的には，「大不況」と農業政策）とそれとの関連での意味づけに関する周知の研究史が一切無視されて

いる。加えて，戦費調達の財源如何という本書の観点からは不可欠の「ボーア戦争」に関する一切の

論述が欠落し，従って，1906年総選挙での自由党圧勝と続く租税改革に至る前提＝背景に関する周知

の研究史も一切無視されている。 

 

第4章では，官僚が所得税累進化に「否定的姿勢」を貫き，1906年調査委員会勧告の実施段階でも

「抵抗」に遭い，アスキスが1907年予算でそれを放棄したこと，1907年末官僚が退任した（ので，1909

年予算でそれが可能になる）ことを指摘するが，これも「真の意図」であろうか。ここでは，1907年

予算では現行課税基盤で「余剰が予想」され，次年度に導入する老齢年金財源の前提（＝差別性導入

＝減税）のみが必要にされたという周知の研究史が一切無視されている。 

 

第5章では，まず（1）1909年租税改革が「可能となった背景」として官僚の「世代交代」を指摘す

る。これも「真の意図」であろうか。ここでは1909年改革を必要にした客観的状況（1906年総選挙で

の自由＝労働協定に加えて，1907年恐慌）についての周知の研究史が一切無視されている。また（2）

海軍予算をめぐる閣内対立について「アスキス首相は[1909年]4月に入り…妥協案」を提示したこと

（282頁）を多数の2次的文献に依拠して指摘する。が，これでは，すでに3月5日議会提出の「海軍

第1節 「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

第2節 1894/95年予算における「経費膨脹」と大蔵省 

第3節 統一党政権下における財政政策 

第4節 強力な国家財政の模索 

第4章 リベラル･リフォーム期における財政政策―「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

1906-08年 

第1節 「経費膨脹」と大蔵省･内国歳入庁 

第2節 「経費膨脹」･「新財源発掘政策」と大蔵省･内国歳入庁 

第3節 1906年『所得税調査委員会報告書』と1907/08年予算 

第4節 新財源の発掘 

第5章 1909/10年ロイド･ジョージ予算案一イギリス帝国とドイツ帝国，国家財政と地方財政 

第1節 強力な財政力 

第2節 予算案の前提（－地方自治体･社会費･海軍） 

第3節 予算案と地方財政 

第4節 予算の理念と現実（－軍事力と財政力の国際比較） 

第5節 強力な財政＝軍事国家の出現 

第6章 第１次世界大戦とイギリスの戦費調達一財政政策と統計の応用 

第1節 財政･経済統計の応用 

第2節 1914/15年予算 

第3節 1914/15年補正予算 

第4節 1915/16年予算･補正予算 

第5節 統計による財政管理 

終章 イギリス帝国の財政政策と統計 

 

このような「目次」から，本書の形式的外観について率直にいえば，研究対象＝書名に対する「課

題」も「方法」もなく，従って，「結論」も「総括」も（少なくとも明示的には）ないとなると，そも

そもこのように纏めて，著者は，従来の研究史に対して，新たに，如何なる史実ないし歴史認識を提

示しようとしたのであろうか。 

 

 

冒頭の「はじめに」で著者は本書の目的を研究史上次のように位置づけている。すなわち，「本書の

目的は，1750年代から第１次世界大戦期に至る『平時（平和）』『戦時（戦争）』」における「財政・租

税政策の立案・策定に際して」「内閣・大蔵省・内国歳入庁が…演じた役割」とともに，「財政・経済

統計が…果たした役割」を分析することにある。わが国における研究史との関連では，「内閣・大蔵省・

内国歳入庁」の「公にされない『個人的意見』」や「援用した『データ（統計情報）』『統計資料』」に

注意が払われていない研究動向に対する反省の所産であり，「議会や議会の調査委員会で発せられた

『公の言葉』から『真の意図』を発見しようとすることは…『ナイーヴ』」である，と（本書，iii-iv）。 

要するに，著者は1750年から1915年の時期を,（基礎過程におけるイギリス資本主義の推転過程と

は一切無関係に）,単に「平時」「戦時」という単純な現象形態で認識した上で，この時期における「財
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予算書」にその旨が明記されているという客観的史実に関する研究史と矛盾する。加えて（3）1909年

予算案について「低所得者では間接税の領域で，有産階級では直接税の領域でそれぞれ租税負担を増

加させ，…『平時』における大型予算」（290頁）と把握する。が，これでは「人民予算」であること

の歴史的・階級的な意味内容に関する周知の研究史は一切無視される。もう1つ，（4）地価税収益の

地方配分に関する拙著に対する「問題点」として，著者は条文の「修正」（303頁）を対置するが，客

観的史実を繰り返していえば「この規定は，都市当局の要求にもとづいて，審議過程で（9月27日に）

新たに挿入されたもの」（拙著395頁）であることを再確認すべきである。なお（5）小見出しとして

「財政＝軍事国家」の用語が説明なしに借用されているが，借用する場合には，老齢年金財源を含め

て「財政＝福祉・軍事国家」が史実により正確であろう。 

 

 第6章では，1914年予算での増税提案に続き，最初の戦時予算たる1914年補正予算でも租税が「主

要な戦費調達財源」に位置づけられたのち，この「伝統的戦費調達方法」が1915年補正予算を「転換」

点として大戦の大規模化と長期化により「変更」され，「借入金」中心の方法になることを指摘する。

が，最後の平時予算たる 1914 年予算の位置づけについて，それを 1909 年予算の延長上に位置づける

研究史が無視されているのみならず，1915年補正予算を「転換」点とする指摘は，すでに1914年補正

予算で増税収入より巨額の「戦債」発行提案という記述（373頁），結果として表 6－5（390頁）の示

す1914年開戦以来の借入金調達への転換の客観的事実（因みに，1914年時点ですでに借入金が歳出の

60％を占める）とも矛盾している。 

 

 終章は，本書の総括的部分のようであるが，要するに，18世紀とりわけ1798年末にデータなしに所

得税が提案されたこと，以後 19 世紀から 20 世紀初頭には，財政担当者が「租税負担の限界」「財政

的限界」という概念を設定して財政運営をした，が「現実の必要性」（420 頁）によりそれが「破壊」

され，その最初が 1909 年予算案であり，最大の破壊が大戦という現実であったこと，また 1914 年補

正予算演説で「国民所得」を推計し戦費調達を合理化したこと等を指摘する。これが本書の結論であ

るとすると，わが国で蓄積されている重厚な研究史との対比で率直にいえば，なんと単純で，あまり

にも皮相な歴史認識であろうか。 

 

 なお，本書では「財政・租税政策」を対象にしているにも拘わらず，末尾の「事項索引」から確認

しうるように，歳出予算を立法化した「割当法」のみならず，歳入予算を立法化した「歳入法」への

一切の言及もなく，従って，わが国の研究史とは異なり，本書から政策内容そのものに関する「客観

的史実」を理解することは全く不可能であることを付記しておきたい。 

（初出：政治経済学・経済史学会編『歴史と経済』第205号，2009年） 
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４： 藤瀬浩司・吉岡昭彦 編著『国際金本位制と中央銀行政策』 

（名古屋大学出版会 1987年，459頁） 

  

[I] 

 

ここ10年来，わが国の西洋経済史学界における古典的帝国主義段階に関する研究は，Ｓ・Ｂ・ソウ

ルの「多角的貿易・決済機構」に関する問題提起を起点として，世界市場の総連関把握を志向しつつ

あり，いまや国際金本位制下の帝国主義的世界市場の「異種的編成」，さらには第１次世界大戦の必

然性とそこにおける帝国主義諸国間の戦略的配置――三国協商およびアメリカ対三国同盟――が問題

にされるに至っている。本書は右の研究方向に沿って，学界をリードしてこられた藤瀬浩司・吉岡昭

彦氏を中心とする専門家達による過去3年間にわたる共同研究の成果である。 

まず本書の目次を掲げることによって各章のタイトルと執筆者を紹介しておこう。 

 

 序 章 国際金本位制と世界市場――問題構成の試み――     藤瀬浩司 

第１章 帝国主義確立期における再生産＝信用構造の諸類型    吉岡昭彦 

第２章 国際金本位制とイングランド銀行金融政策        金井雄一 

第３章 フランス金融市場と中央銀行統制(20世紀初頭－1938年） 

―フランスにおける公開市場政策の導入―          権上康男 

第４章 第１次大戦前夜のライヒスバンクと銀行統制       藤瀬浩司 

第５章 合衆国貨幣市場の国際的位置と連邦準備制度の成立    須藤 功 

第６章 ロシア国立銀行と金本位制               伊藤昌太 

第７章 オーストリア･ハンガリー中央銀行政策と世界市場 

―金本位制下の再生産＝信用構造危機把握のために―   佐藤勝則 

第８章 イタリア産業革命期の信用制度とイタリア銀行      堺 憲一 

第９章 日露戦後の日本金本位制と中央銀行政策         伊藤正直 

第10章 インドの金融機構と中央銀行設立問題 

―Ｍ･ケインズのインド国立銀行設立案を中心として―   井上 巽 

 

いま，以上のような構成をもつ本書の全体的な研究史上の意義についていえば，さしあたり次の２点

を指摘しうるであろう。 

まず第１にあげるべき意義は，侘美光彦氏の労作『国際通貨体制』(1976年）に代表されるわが国の従

来の国際金本位制研究がロンドンを中心とした４大金融センターの側から問題にアプローチしていたの

に対して，本書は，国際金本位制下の国際金融市場を考える場合に各国の中央銀行の行動を前提にして

初めて理解できるという観点に立って，各国の中央銀行政策の側から問題にアプローチするという新た

な視座ないし方法を打ち出していることである。具体的にいえば，本書は，国際金本位制の最盛期であ

る1900―1914年の時期を中心として，各国経済と世界市場との信用上の結接点をなす中央銀行または通

貨当局の政策行動を分析の焦点として設定することにより，国際的位置と内部条件に規定された各国信

用構造の特質を把握するとともに，第１次大戦に至る歴史過程において，これらの信用構造が経験した

予算書」にその旨が明記されているという客観的史実に関する研究史と矛盾する。加えて（3）1909年

予算案について「低所得者では間接税の領域で，有産階級では直接税の領域でそれぞれ租税負担を増

加させ，…『平時』における大型予算」（290頁）と把握する。が，これでは「人民予算」であること

の歴史的・階級的な意味内容に関する周知の研究史は一切無視される。もう1つ，（4）地価税収益の

地方配分に関する拙著に対する「問題点」として，著者は条文の「修正」（303頁）を対置するが，客

観的史実を繰り返していえば「この規定は，都市当局の要求にもとづいて，審議過程で（9月27日に）

新たに挿入されたもの」（拙著395頁）であることを再確認すべきである。なお（5）小見出しとして

「財政＝軍事国家」の用語が説明なしに借用されているが，借用する場合には，老齢年金財源を含め

て「財政＝福祉・軍事国家」が史実により正確であろう。 

 

 第6章では，1914年予算での増税提案に続き，最初の戦時予算たる1914年補正予算でも租税が「主

要な戦費調達財源」に位置づけられたのち，この「伝統的戦費調達方法」が1915年補正予算を「転換」

点として大戦の大規模化と長期化により「変更」され，「借入金」中心の方法になることを指摘する。

が，最後の平時予算たる 1914 年予算の位置づけについて，それを 1909 年予算の延長上に位置づける

研究史が無視されているのみならず，1915年補正予算を「転換」点とする指摘は，すでに1914年補正

予算で増税収入より巨額の「戦債」発行提案という記述（373頁），結果として表 6－5（390頁）の示

す1914年開戦以来の借入金調達への転換の客観的事実（因みに，1914年時点ですでに借入金が歳出の

60％を占める）とも矛盾している。 

 

 終章は，本書の総括的部分のようであるが，要するに，18世紀とりわけ1798年末にデータなしに所

得税が提案されたこと，以後 19 世紀から 20 世紀初頭には，財政担当者が「租税負担の限界」「財政

的限界」という概念を設定して財政運営をした，が「現実の必要性」（420 頁）によりそれが「破壊」

され，その最初が 1909 年予算案であり，最大の破壊が大戦という現実であったこと，また 1914 年補

正予算演説で「国民所得」を推計し戦費調達を合理化したこと等を指摘する。これが本書の結論であ

るとすると，わが国で蓄積されている重厚な研究史との対比で率直にいえば，なんと単純で，あまり

にも皮相な歴史認識であろうか。 

 

 なお，本書では「財政・租税政策」を対象にしているにも拘わらず，末尾の「事項索引」から確認

しうるように，歳出予算を立法化した「割当法」のみならず，歳入予算を立法化した「歳入法」への

一切の言及もなく，従って，わが国の研究史とは異なり，本書から政策内容そのものに関する「客観

的史実」を理解することは全く不可能であることを付記しておきたい。 

（初出：政治経済学・経済史学会編『歴史と経済』第205号，2009年） 
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変動とこれに対する各国の対応を検討し，かくして全体として，国際金本位制下における国際金融市場

の構造とそれがもつ限界性に接近することを主要な問題点にしているのである。 

本書の研究史上における第２の意義は，従来の国際金本位制研究が主として主要資本主義諸国のみを

対象としていたのに対して，本書は，右に掲げた目次に示されている如く，イギリス，フランス，ドイ

ツ，合衆国という中心資本主義諸国のみならず，ロシア，オーストリア･ハンガリー，イタリア，日本と

いう周辺資本主義諸国と植民地，周辺従属地域としてのインドをもカバーすることによって，国際金本

位制の全体構造を見透しうるようになっていることである。 

以上の２点において，本書はわが国の国際金本位制研究において画期的意義をもつものであるといえ

よう。評者が力量不足にもかかわらず，あえて本書を採り上げその書評を試みようとするのは，本書が

このような意義を有していると思われたためである。以下，各章の論文についてそれぞれ内容紹介と若

千の論評を行っていきたい。 

 

 

〔Ⅱ〕 

 

序章の藤瀬論文の意図は，本書の以下の各章において各国資本主義の信用構造がそれぞれの国の中央

銀行乃至は通貨当局の政策に焦点を据えて分析されており，従って国際金本位制下の国際金融市場その

ものの構造や変動が分析対象となっていないために，この「余白」を埋めることである。 

内容的にみると，予め国際金本位制に関する内外の研究史が簡潔に整理され，そこから今後の検討す

べき点として①国際金融市場の「異種的編成」，②貨幣と信用の発展の国際的同調性，③国際的資本移

動の規模と機能，④各国中央銀行の独自な政策行動と有効性が導き出されたのち，国際金本位制に関す

る次の如き「主要な問題」について評価と位置づけが論じられている。すなわち，（1）この段階の世界

体制を構成する，世界市場の統一と独自の国際分業体制，また国際金本位制とともに，その機能システ

ムである多角的貿易決済機構の問題，（2）合衆国の金本位確定によって完成される国際金本位制成立の

問題，（3）20世紀初年における国際金本位制の具体的形態の問題，（4）国際金本位制下の国際金融市

場を考える場合に前提とされるべき各国の中央銀行の行動の問題，（5）国際収支の調整・均衡維持に対

する金移動，長期・短期資本移動の役割・意義の問題，（6）イングランド銀行がロンドン金融市場を通

じて行う国際金融市場に対する調整能力の問題，（7）国際金本位制下の国際協調的信用拡張の問題およ

び当期の３つの産業循環に即した国際金本位制・国際金融市場の変動の問題，以上てある。 

本稿は，以上の如く，今後の研究課題を提示している点で貴重であるのみならず，国際金本位制に関

する主要な問題を一定の序列のもとに論じられつつ，同時に各国の位置づけをも与えている点で，本書

の序論であると同時に総論たる位置をも占めているといえよう。 

ただ，本稿は国際金融市場の側から問題にアプローチされているのであるが，大戦前の帝国主義的世

界市場編成のうちに孕まれた矛盾の中から，第１次大戦の必然性を展望するという近年の新しい研究動

向との関連からいえば，大戦直前の第３循環について国際金本位制の「解体を構成する要因」を列挙さ

れているにもかかわらず，論述の中から内在的には，第１次大戦に至る帝国主義的対立関係の必然性が

出てこない点を問題点として指摘しているのではあるまいか。 

 

 第１章の吉岡論文は，氏の旧稿に対する批判と反省をふまえつつ，厳密に課題と方法を設定されたう
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えで，帝国主義確立期におけるイギリス･フランス･ドイツ資本主義の再生産＝信用構造を,（1）銀行の

諸類型，（2）銀行業務の特質，（3）中央銀行の統括，（4）国家の役割の序列で解明し，最後に，1907

年時点におけるそれぞれの中央銀行政策の問題点を摘出している。 

 紙幅の制約上，内容要約は割愛せざるをえないが，この大論文のもつ意義は，右の３カ国の再生産＝

信用構造を総括的に把握するとともに，それらの類型的特質をみごとに析出されていることであり，ま

た研究史との関連では，従来の研究史が看過してきた銀行（金融機関），とりわけフランス･ドイツにお

ける特殊銀行ないし金融機関――すなわち，不動産抵当銀行，貯蓄銀行，協同信用組合，農業信用組合

――を析出され，それらを両国の再生産＝信用構造の中に位置づけられていることであるといえよう。 

 いまあえて問題点を指摘するならば，国家の役割に関して，フランス･ドイツの場合には，貯蓄金融の

系統が，貯蓄銀行を通して都市民＝労働者の貯蓄を吸収し，それを国債･政府保証債に投下せしめるもの

として位置づけられているのに対して，イギリスの場合には，郵便局がロンドン手形交換所加盟銀行の

総預金額の実に1/3 に達する預金を集めて「貯蓄銀行的役割」を果していることを注記されているにも

かかわらず，貯蓄金融の系統が全く位置づけられていないことを挙げることができるであろう。因みに，

イギリスの場合にも，国家は郵便貯蓄銀行及び信託貯蓄銀行を通して労働者の貯蓄を元利保証付で吸収

し，国債減債委員会に強力的に集中した資金を国債･政府保証債に投下せしめ，以って貯蓄銀行を国家財

政（公信用）の一支柱たらしめるという能動的役割を果たしていたことを既に研究史が指摘しており

（Ｅ.Young，The System of National Finance，1924，pp．63-267.），従って，いまやイギリスに

おける貯蓄金融系統の類型的特質それ自体が問われているといえるのではあるまいか。 

 

第２章の金井論文は，1900－14年におけるイングランド銀行金融政策を対象として，同政策（＝「低

準備･レー卜活用」政策）が，結局，形式的には第１次大戦に至るまで変らなかったとしても，様ざまな

圧力を受けており，また限界性を胚胎しつつあったことを明らかにしている。 

具体的にいえば,（1）国内金融構造の変化，即ち，巨大株式銀行の登場と国際金融への進出とにより，

株式銀行は，国際金融業務拡大及び現行業務の安定的遂行という新たな面から各種の金準備増強要求を

高揚させた。しかしそれがイングランド銀行の従来からの低準備･レート活用政策を動揺させたとはいえ，

同行はなお同政策を志向していた。また（2）国際金本位制の確立は，①ロンドン金融市場の貿易金融･

資本取引センター及び国際的決済センターたる性格を強化し，また②同市場に対して新たに為替調整･

為替持高調整センターたる性格を付与することにより，①一面では同市場の勢力増大，従ってイングラ

ンド銀行の統制可能性の増大を，他面では同市場での国際金融上の変動のより大きな影響，従って同行

の金準備の少額さへの懸念をもたらし，また②同行の統制力に限界をもたらすような新たな短資移動を

展開させたのである。 

歴史学徒の立場からいえば，論述がクロノロジカルに展開されていないため論旨を読みとることは必

ずしも容易ではないが，従来の研究史との関連で本稿のもつ意義は，イングランド銀行の統制力に限界

をもたらすものとして「為替持高調整によって発生する資金移動」に注目されている点にあるといえる

のではあるまいか。ただ，筆者の指摘する如く具体的な実証分析が今後の課題となるであろう。 

 

第３章の権上論文は，フランスにおける公開市場政策導入(1928年)をめぐる問題状況，とくにその導

入が遅れた歴史的背景を，金融市場および金融政策の歴史的変遷とのかかわりで検討し，結論として，

（1）金融市場の特質の視点からは，①フランス銀行の発券による信用創造力の巨大さや直接割引の普及

変動とこれに対する各国の対応を検討し，かくして全体として，国際金本位制下における国際金融市場

の構造とそれがもつ限界性に接近することを主要な問題点にしているのである。 

本書の研究史上における第２の意義は，従来の国際金本位制研究が主として主要資本主義諸国のみを

対象としていたのに対して，本書は，右に掲げた目次に示されている如く，イギリス，フランス，ドイ

ツ，合衆国という中心資本主義諸国のみならず，ロシア，オーストリア･ハンガリー，イタリア，日本と

いう周辺資本主義諸国と植民地，周辺従属地域としてのインドをもカバーすることによって，国際金本

位制の全体構造を見透しうるようになっていることである。 

以上の２点において，本書はわが国の国際金本位制研究において画期的意義をもつものであるといえ

よう。評者が力量不足にもかかわらず，あえて本書を採り上げその書評を試みようとするのは，本書が

このような意義を有していると思われたためである。以下，各章の論文についてそれぞれ内容紹介と若

千の論評を行っていきたい。 

 

 

〔Ⅱ〕 

 

序章の藤瀬論文の意図は，本書の以下の各章において各国資本主義の信用構造がそれぞれの国の中央

銀行乃至は通貨当局の政策に焦点を据えて分析されており，従って国際金本位制下の国際金融市場その

ものの構造や変動が分析対象となっていないために，この「余白」を埋めることである。 

内容的にみると，予め国際金本位制に関する内外の研究史が簡潔に整理され，そこから今後の検討す

べき点として①国際金融市場の「異種的編成」，②貨幣と信用の発展の国際的同調性，③国際的資本移

動の規模と機能，④各国中央銀行の独自な政策行動と有効性が導き出されたのち，国際金本位制に関す

る次の如き「主要な問題」について評価と位置づけが論じられている。すなわち，（1）この段階の世界

体制を構成する，世界市場の統一と独自の国際分業体制，また国際金本位制とともに，その機能システ

ムである多角的貿易決済機構の問題，（2）合衆国の金本位確定によって完成される国際金本位制成立の

問題，（3）20世紀初年における国際金本位制の具体的形態の問題，（4）国際金本位制下の国際金融市

場を考える場合に前提とされるべき各国の中央銀行の行動の問題，（5）国際収支の調整・均衡維持に対

する金移動，長期・短期資本移動の役割・意義の問題，（6）イングランド銀行がロンドン金融市場を通

じて行う国際金融市場に対する調整能力の問題，（7）国際金本位制下の国際協調的信用拡張の問題およ

び当期の３つの産業循環に即した国際金本位制・国際金融市場の変動の問題，以上てある。 

本稿は，以上の如く，今後の研究課題を提示している点で貴重であるのみならず，国際金本位制に関

する主要な問題を一定の序列のもとに論じられつつ，同時に各国の位置づけをも与えている点で，本書

の序論であると同時に総論たる位置をも占めているといえよう。 

ただ，本稿は国際金融市場の側から問題にアプローチされているのであるが，大戦前の帝国主義的世

界市場編成のうちに孕まれた矛盾の中から，第１次大戦の必然性を展望するという近年の新しい研究動

向との関連からいえば，大戦直前の第３循環について国際金本位制の「解体を構成する要因」を列挙さ

れているにもかかわらず，論述の中から内在的には，第１次大戦に至る帝国主義的対立関係の必然性が

出てこない点を問題点として指摘しているのではあるまいか。 

 

 第１章の吉岡論文は，氏の旧稿に対する批判と反省をふまえつつ，厳密に課題と方法を設定されたう
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が公開市場政策を非民主的で無用の手段とみなす考え方を一般化させていた，②預金が安定的でなく，

預金銀行の保有流動資金と信用供与量間に直接的関係がみられなかったため，同政策は銀行信用量に効

果的影響を与えられないとみられていた，③金融市場が狭いため，買操作と連動する政府証券発行は銀

行券大増発と正貨準備率急落に直結し，経済活動効果に期待がかけられなかったという３点が指摘され

ている。また（2）1930年代における金融政策の視点からは，①1936年春までにブルジョア政府が金本位

維持･財政デフレーション政策を展開した要因，また②続いて左翼政府が金本位制停止＝通貨切下げ＝自

由為替制度を選択し，結局，為替管理とフラン再切下げの２政策間で動揺した要因として，金融市場の

特質，即ち，預金銀行の信用創造力（預金額）に対するフランス銀行の信用創造力（発券額）の大きさ

に注目されている。 

以上の諸点を明らかにされている点で本稿のもつ意義を認めたうえで，一定の政策の導入が遅れた背

景はその政策が実際に導入された際の背景と密接不可分の関係において把握されるべきであるという歴

史学的観点から問題点ないし疑問点を指摘するならば，せっかく公開市場政策が導入されるまでの歴史

過程を丹念に追求されているにもかかわらず，右の（1）に関しては，導入が遅れた背景の析出に留まり，

その背景と対応する形で，実際に導入された背景については何ら論究されていないこと，また（2）に関

連して，左翼政府が金本位制を停止し，結局，1938年という特定の時点において，公開市場政策を導入

するに至った歴史・具体的要因についても論究されていないことを挙げうるのではあるまいか。 

 

第４章の藤瀬論文は，1907年恐慌後第１次世界大戦に至る歴史過程において，ドイツの中央銀行であ

るライヒスバンクが国内経済と世界市場の狭間にあって如何なる政策行動をとったかを分析し，結論と

して次の諸点を明らかにしている。 

すなわち，①1907年恐慌はドイツ全体に信用崩壊の危機をもたらし，政府やバンクの指導者によるこ

の危機の深刻さの意識から，バンクの信用抑制政策とそのための系統的で執拗な銀行統制への行動が開

始された。②その出発点たる1908・9年の銀行アンケートはバンクの新しい政策方向を指示しており，バ

ンクは，割引政策を中心とした政策を実施しながら，この有効性を高め，信用銀行の構造的欠陥を修正

するため，銀行間の協定による方法で強力に銀行統制を推進しようとした。最初の成果は銀行による「２

ヶ月毎貸借対照表」公表だった。③1911年の金融市場の連帯性解体と1912年の好況という状況のもとで，

バンクは，公定歩合を高位に維持しながら，信用銀行を直接に指導して信用抑制を有効にしようと努力

した。銀行間の「条件カルテル」結成はバンクの政策の実効性をより確実にする措置であった。④経済

活動全体に作用したバンク政策の抑制効果により，1895年後の第３の産業循環は恐慌，信用崩壊の危機

に至らなかった。1913年にゆっくりと景気後退が起っただけである。 

本稿は，以上の如く，ライヒスバンクの政策行動の分析の中から1907年恐慌後第１次大戦に至る経済

過程に新たな照明を与えられており，この点で，本書が全体としてもつ研究史上の意義を端的に示され

ているといえよう。 

 

第５章の須藤論文は，第１次大戦前の国際金本位制の下で合衆国がいかなる位置を占めたのか，さら

に連邦準備制度はいかなる要請の下で成立し，そしてそれはどのような意義をもったのかを明らかにす

るために，金本位法制定以降1913年までの貨幣市場，通貨･信用政策に焦点をあて，国内信用構造と国際

金融市場との連関を動態的に分析し，その中から連邦準備制度成立の諸特質を析出している。 

ごく要約的にいえば，結論として，①連邦準備制度は金本位法制定以来財務省が要請され行使してき
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た諸機能を継承，強化するものであったこと，②世界市場への参入が強く意識されていること，③ドル

の国際化の一方で，連邦準備制度は独自の国内金融政策を予定していたことが明らかにされている。 

本稿は，以上の諸点を明らにすると同時に，アメリカ諸銀行による海外業務の展開など，従来の研究

史において看過されてきた貴重な史実をも提供している。ただ，せっかく連邦準備制度の諸特質を析出

されているにもかかわらず，その具体的内容が先行する緻密な分析の中から必ずしも内在的には導き出

されていないといえるのではあるまいか。 

 

第６章の伊藤論文は，第１次大戦前夜国際金本位制下のロシアの中央銀行たるロシア国立銀行が，国

内信用構造と国際金融市場との結接点に位置して，ロシア資本主義の特徴や世界市場との位置関係をど

のように体現し，またこれらにどのように規定されていたかを検討している。その結論は以下の如くで

ある。 

すなわち，①ロシア資本主義は農業を広大な基抵とし，その上に商工業が顛倒的に成長し聳立する構

成をとって展開した。②金融組織が未発達であったから国立銀行は国策銀行としての活動内容を示すと

ともに，対外借款の結びつきを特徴とする政府財政の動向にその資金操作を規定され，これらのことが

類を見ない行動を生み出した。③このような再生産＝信用構造の下で，同行は高率金準備と硬直的発券

制度を特徴とする幣制改革を行い，金本位制を採用したが，安定的通貨流通を確保しようとすれば，資

本輸入･穀物輸出･租税収奪によって金の継続的蓄積を強行するしかなかった。④巨額の金準備にも拘わ

らず，国際収支･財政･経済活動はいずれも巨額の対外債務の上に展開し，国際収支の圧力にさらされ，

1905年には国家破産の危機に直面したから，通貨当局は最大規模の短期在外資金積み立てや対外防衛機

能の公定歩合政策発動を通じて，対外均衡最優先の政策基調を継続していった。⑤金融組織は大戦前夜

の好況期に急速な躍進を遂げることになるが，国立銀行の特有な構造も一貫して維持されていったので

ある。 

本稿は，以上の如く，国際金本位制下のロシア金融･通貨政策の諸特徴の必然性およびそれらの相互連

関をみごとに析出されており，また国際金本位制下の他の周辺資本主義諸国を分析する際にも貴重と思

われる視座ないし方法をも含んでいる。 

 

第７章の佐藤論文は，第１大戦前の金本位制下のオーストリア･ハンガリー中央銀行政策の遂行を規定

していた客観的諸条件を解明することによって，その政策のもつ歴史的意義を明らかにするとともに，

当該資本主義の危機のうちから，第１次大戦を展望している。 

その結論は以下の如くである。すなわち，①金本位制の採用による拡大再生産過程は，20世紀に入る

と安定的資本輸入体制に支えられつつ，財政資金撒布による第Ｉ部門主導の経済的躍進を可能とした。

②しかし同時にこの過程は輸入を拡大せしめることによって貿易収支を赤字に転換せしめる。国際収支

均衡を必須とする当該国にとって対バルカン･トルコ市場への輸出拡大は死活の要請となるが，この進出

方向にはセルビアが立ち塞がる。③この関連は，一方では，金本位制の１支柱たるフランスの金融的シ

ョ―ヴィズムを惹起し，他方では財政均衡を破壊し，国家信用を動揺せしめ，こうして最終的にはフラ

ンス資本の大量引き揚げ下で再生産＝信用構造は危機を迎える。④対外的均衡優先の外国為替政策をと

ってきた中央銀行は，公定歩合引上げ政策をとるが，この政策は対外的効果のないままは対内均衡を破

壊する。⑤こうした危機は，総括的には財政破綻，国家信用崩壊のうちに，全体制的危機となって発現

する。かかる危機突破の方向は，対独依存への傾斜と他方での対バルカン･トルコ市場独占に求められ，

が公開市場政策を非民主的で無用の手段とみなす考え方を一般化させていた，②預金が安定的でなく，

預金銀行の保有流動資金と信用供与量間に直接的関係がみられなかったため，同政策は銀行信用量に効

果的影響を与えられないとみられていた，③金融市場が狭いため，買操作と連動する政府証券発行は銀

行券大増発と正貨準備率急落に直結し，経済活動効果に期待がかけられなかったという３点が指摘され

ている。また（2）1930年代における金融政策の視点からは，①1936年春までにブルジョア政府が金本位

維持･財政デフレーション政策を展開した要因，また②続いて左翼政府が金本位制停止＝通貨切下げ＝自

由為替制度を選択し，結局，為替管理とフラン再切下げの２政策間で動揺した要因として，金融市場の

特質，即ち，預金銀行の信用創造力（預金額）に対するフランス銀行の信用創造力（発券額）の大きさ

に注目されている。 

以上の諸点を明らかにされている点で本稿のもつ意義を認めたうえで，一定の政策の導入が遅れた背

景はその政策が実際に導入された際の背景と密接不可分の関係において把握されるべきであるという歴

史学的観点から問題点ないし疑問点を指摘するならば，せっかく公開市場政策が導入されるまでの歴史

過程を丹念に追求されているにもかかわらず，右の（1）に関しては，導入が遅れた背景の析出に留まり，

その背景と対応する形で，実際に導入された背景については何ら論究されていないこと，また（2）に関

連して，左翼政府が金本位制を停止し，結局，1938年という特定の時点において，公開市場政策を導入

するに至った歴史・具体的要因についても論究されていないことを挙げうるのではあるまいか。 

 

第４章の藤瀬論文は，1907年恐慌後第１次世界大戦に至る歴史過程において，ドイツの中央銀行であ

るライヒスバンクが国内経済と世界市場の狭間にあって如何なる政策行動をとったかを分析し，結論と

して次の諸点を明らかにしている。 

すなわち，①1907年恐慌はドイツ全体に信用崩壊の危機をもたらし，政府やバンクの指導者によるこ

の危機の深刻さの意識から，バンクの信用抑制政策とそのための系統的で執拗な銀行統制への行動が開

始された。②その出発点たる1908・9年の銀行アンケートはバンクの新しい政策方向を指示しており，バ

ンクは，割引政策を中心とした政策を実施しながら，この有効性を高め，信用銀行の構造的欠陥を修正

するため，銀行間の協定による方法で強力に銀行統制を推進しようとした。最初の成果は銀行による「２

ヶ月毎貸借対照表」公表だった。③1911年の金融市場の連帯性解体と1912年の好況という状況のもとで，

バンクは，公定歩合を高位に維持しながら，信用銀行を直接に指導して信用抑制を有効にしようと努力

した。銀行間の「条件カルテル」結成はバンクの政策の実効性をより確実にする措置であった。④経済

活動全体に作用したバンク政策の抑制効果により，1895年後の第３の産業循環は恐慌，信用崩壊の危機

に至らなかった。1913年にゆっくりと景気後退が起っただけである。 

本稿は，以上の如く，ライヒスバンクの政策行動の分析の中から1907年恐慌後第１次大戦に至る経済

過程に新たな照明を与えられており，この点で，本書が全体としてもつ研究史上の意義を端的に示され

ているといえよう。 

 

第５章の須藤論文は，第１次大戦前の国際金本位制の下で合衆国がいかなる位置を占めたのか，さら

に連邦準備制度はいかなる要請の下で成立し，そしてそれはどのような意義をもったのかを明らかにす

るために，金本位法制定以降1913年までの貨幣市場，通貨･信用政策に焦点をあて，国内信用構造と国際

金融市場との連関を動態的に分析し，その中から連邦準備制度成立の諸特質を析出している。 

ごく要約的にいえば，結論として，①連邦準備制度は金本位法制定以来財務省が要請され行使してき
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戦争に跳躍する。 

本稿は，以上の如く，厳密な方法論にもとづき当該国の再生産＝信用構造の危機を全機構的に把握し

ている点で高く評価できるであろう。またその点で経済史研究の有効性をも示しているといえる。 

いま，あえて問題点を指摘すると，金本位制を支えた財政均衡体制が間接税改革と増税によって達成

され，直接税改革によって強固なものとされたとするならば，同体制の崩壊に際して，「全体制的危機」

に至る前に，何らかの税制改革ないし増税が行われなかったのか否か，その成否についての論及が不可

欠であったのではあるまいか。 

 

第８章の堺論文は，1896－1914年の産業革命期におけるイタリアの信用制度の成立過程とその特質に

ついて検討し，結論として以下の諸点を明らかにしている。 

すなわち，（1）イタリア銀行の史的展開について。銀行危機を契機とする発券銀行制度再編成におい

てイタリア銀行が創設されるとともに，銀行券に対する信頼性の付与をめざした改善がはかられ，また

発券銀行と一般信用銀行との区別も明確化された。イタリア銀行は当初から他の発券銀行より優越した

地位を占めており，その後の史的プロセスのなかで，事実上の「中央銀行」としての機能を果たし，当

期の信用構造の中核としての地位を確立していった。（2）産業金融制度の特質と限界について。大一般

信用銀行は産業金融を主軸として飛躍的に発展し，大企業との癒着も進行し，また当初ドイツ資本に依

存していた銀行資本の「イタリア化」も達成された。しかしながら，大一般信用銀行の蓄積基盤には大

きな弱点があり，それは総して1908－14年の長期不況の要因となった。（3）確立期イタリア資本主義の

性格について。当期に工業生産が著るしく発展し，同時に国債発行における外資依存からの脱却が見ら

れた。しかしイタリア資本主義は後進性･脆弱性を有しており，そして長期不況はそれを固定したのであ

る。 

本稿は，引用文献の中に邦語文献が殆どないことが示す如く，わが国におけるイタリア信用制度史の

最初の本格的業績として，貴重な史実を提供しているといえよう。 

いま一点だけ問題点を指摘すると，1913年時点で，貯蓄銀行を通して貯蓄額の６割以上という「国民

の貯蓄の大部分が国家による運用」という形で利用されていたとするならば，この史実は，当期のイタ

リアの信用制度の特質を把握されようとする場合，本稿では殆ど論究されていない貯蓄銀行及び国家の

役割に対して大きな位置づけが与えられべきことを示しているといえるのではあるまいか。 

 

第９章の伊藤論文は，日露戦後から第１次大戦勃発にいたる時期における日本銀行政策の展開過程を，

その政策を規定する客観的諸要因との関連において具体的に跡づけることによって，結論として，一方

で金本位制を維持し，他方で戦時財政処理･「戦後経営」達成の一翼を担いつつ，金融調整を遂行すると

いう日露戦後日銀の政策路線が，日本金本位制を特徴づけた「在外正貨制度」という枠組の危機によっ

て転換を余儀なくされていったことを明らかにしている 

すなわち，日露戦争･戦後経営を資金的に支えた国債の重圧のゆえに，同制度の国際収支改善機能が働

かず，また連続的外資導入も内外の条件によって不可能となり，その結果として正貨危機が同制度を押

し潰す形で進行した。明治末年に表面化してくる日銀金融政策の，いわゆる正統的金融政策への復帰を

理念とする軌道修正は，かかる危機的状況への即自的対応という側面が強かった。こうして日銀はデフ

レ政策体制への移行を必至化されたが，この危機は大戦勃発によって爆発を免れることになる。  

本稿における詳細かつ級密な分析は，わが国の中央銀行政策研究の水準の高さを示しているといえよ
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う。 

ただ，日銀の政策が一定の関連づけのもとにであるとはいえ正貨政策･国債「管理」政策･金融市場調

整という政策領域別に論述されているために，各政策領域間での具体的政策の相互連関及び客観的規定

要因との関連が必ずしも十分には明らかにされていないといえるのではあるまいか。 

 

第10章の井上論文は，インドの金融機構と中央銀行設立問題をケインズのインド国立銀行設立案を中

心として検討している。 

具体的にいえば，まず第１次大戦前のインド金融市場の植民地的２重構造――すなわち，管区銀行，

為替銀行，インドの株式銀行から構成される近代的金融市場と土着銀行業者，金貸業者から構成される

前近代的金融市場――を，それぞれの市場における構成要素の特徴，及び両市場間の相互連関に即して

具体的に析出される。続いて1913年に設置された「インドの金融と通貨に関する勅命委員会」において，

インドの国立銀行設立問題をめぐってこれに反対する為替銀行側証人とケインズとの間での論争を明ら

かにしたうえで，論争直後にケインズが作成し同委員会に提示したところの「インド国立銀行設立案」

の具体的内容を検討し，同案が，インド金為替本位制を維持したまま，激化したインドの民族主義的批

判の攻撃目標とされた金為替本位制の諸矛盾をその現象面において解決･解消することをねらったもの

であると結論づけられる。最後に展望として，1921年に創設されたインド帝国銀行を右のケインズ案と

比較しつつ検討し，同銀行が中央銀行ヘの過渡的な存在にすぎないこと，そして結局，インドの真の中

央銀行成立が政治的独立達成後であることを明らかにされている。 

本稿は，植民地たるインドの金融機構及び中央銀行設立問題の困難にみちた歴史過程を明確な論旨の

中でみごとに析出されている。 

また本稿は，1911年度に為替銀行の営業活動を通してインドが金輸入を増大させていること，更にケ

インズ案のねらいの一つがロンドンからインド向け金流出を阻止することにあったことを明らかにして

いる点で，大戦前夜に宗主国イギリスの植民地的金融収奪機構としてのインド金為替本位制のメカニズ

ムそれ自体が構造的な限界に逢着しつつあったことを示唆しているように思われる。 

 

 

〔Ⅲ〕 

 

およそ以上の如き内容をもつ本書を再び全体としてみた場合，確かに，「本書は問題の包括性或いは

方法の統一性からみても国際金本位制に関する体系的な総合研究とは言い難い」（はしがき）といえる

かも知れない。率直にいって評者は，一方ではイギリス，他方ではインドというかくも発展段階を異に

する各国によって採用された金本位制及び金為替本位制から構成されているところの，国際金本位制と

は一体何であったのかを改めて問い直さざるをえなかった。 

しかしながら，本書の各章においては，第１次大戦に至る歴史過程において各国が経験した変動とこ

れに対する対応に関して，また国際金融市場の構造とそれがもつ限界性に関して，実に多くの論点が歴

史･具体的に提示されており，更にそれらの論点を把握するための多様な方法ないし視座も提示されてい

る。この点においても，本書はこの大きな問題についての今後の研究に貴重な寄与をしているといえよ

う。従って，このような本書ができるだけ多くの学徒によって多面的な観点から検討され，国際金本位

制をめぐる歴史･具体的で生産的な論争が展開されることを心から期待したい。 

戦争に跳躍する。 

本稿は，以上の如く，厳密な方法論にもとづき当該国の再生産＝信用構造の危機を全機構的に把握し

ている点で高く評価できるであろう。またその点で経済史研究の有効性をも示しているといえる。 

いま，あえて問題点を指摘すると，金本位制を支えた財政均衡体制が間接税改革と増税によって達成

され，直接税改革によって強固なものとされたとするならば，同体制の崩壊に際して，「全体制的危機」

に至る前に，何らかの税制改革ないし増税が行われなかったのか否か，その成否についての論及が不可

欠であったのではあるまいか。 

 

第８章の堺論文は，1896－1914年の産業革命期におけるイタリアの信用制度の成立過程とその特質に

ついて検討し，結論として以下の諸点を明らかにしている。 

すなわち，（1）イタリア銀行の史的展開について。銀行危機を契機とする発券銀行制度再編成におい

てイタリア銀行が創設されるとともに，銀行券に対する信頼性の付与をめざした改善がはかられ，また

発券銀行と一般信用銀行との区別も明確化された。イタリア銀行は当初から他の発券銀行より優越した

地位を占めており，その後の史的プロセスのなかで，事実上の「中央銀行」としての機能を果たし，当

期の信用構造の中核としての地位を確立していった。（2）産業金融制度の特質と限界について。大一般

信用銀行は産業金融を主軸として飛躍的に発展し，大企業との癒着も進行し，また当初ドイツ資本に依

存していた銀行資本の「イタリア化」も達成された。しかしながら，大一般信用銀行の蓄積基盤には大

きな弱点があり，それは総して1908－14年の長期不況の要因となった。（3）確立期イタリア資本主義の

性格について。当期に工業生産が著るしく発展し，同時に国債発行における外資依存からの脱却が見ら

れた。しかしイタリア資本主義は後進性･脆弱性を有しており，そして長期不況はそれを固定したのであ

る。 

本稿は，引用文献の中に邦語文献が殆どないことが示す如く，わが国におけるイタリア信用制度史の

最初の本格的業績として，貴重な史実を提供しているといえよう。 

いま一点だけ問題点を指摘すると，1913年時点で，貯蓄銀行を通して貯蓄額の６割以上という「国民

の貯蓄の大部分が国家による運用」という形で利用されていたとするならば，この史実は，当期のイタ

リアの信用制度の特質を把握されようとする場合，本稿では殆ど論究されていない貯蓄銀行及び国家の

役割に対して大きな位置づけが与えられべきことを示しているといえるのではあるまいか。 

 

第９章の伊藤論文は，日露戦後から第１次大戦勃発にいたる時期における日本銀行政策の展開過程を，

その政策を規定する客観的諸要因との関連において具体的に跡づけることによって，結論として，一方

で金本位制を維持し，他方で戦時財政処理･「戦後経営」達成の一翼を担いつつ，金融調整を遂行すると

いう日露戦後日銀の政策路線が，日本金本位制を特徴づけた「在外正貨制度」という枠組の危機によっ

て転換を余儀なくされていったことを明らかにしている 

すなわち，日露戦争･戦後経営を資金的に支えた国債の重圧のゆえに，同制度の国際収支改善機能が働

かず，また連続的外資導入も内外の条件によって不可能となり，その結果として正貨危機が同制度を押

し潰す形で進行した。明治末年に表面化してくる日銀金融政策の，いわゆる正統的金融政策への復帰を

理念とする軌道修正は，かかる危機的状況への即自的対応という側面が強かった。こうして日銀はデフ

レ政策体制への移行を必至化されたが，この危機は大戦勃発によって爆発を免れることになる。  

本稿における詳細かつ級密な分析は，わが国の中央銀行政策研究の水準の高さを示しているといえよ
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なお，本書の成立過程で共同研究者全員の努力により国際金融統計に関する貴重な資料が作成された

ことを付言しておこう（藤瀬･吉岡編「第１次大戦前主要国国際金融の趨勢」（Ｉ）（Ⅱ），『調査と資

料』(名古屋大学経済学部），第81号，第84号） 

最後に，本書の各論文の論旨を読みとることは必ずしも容易ではなく，思わざる誤読･誤解がありはし

ないかと恐れている。その場合にはご寛恕を乞うとともにご教示をお願いする次第である。                               

（初出：東北史学会編『歴史』，第69輯，1987年） 
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 このようなわが国の歴史的推移＝問題発現は，本書に盛り込められた史実，とりわけ，市民革命を

達成し自生的に資本主義を発展させてきたイギリスにおける，立憲君主制のもとでの議会制民主主義

の漸進的ではあるが着実な発展，その結果としての「財政民主主義」のもつ歴史的「重み」を，改め

て実感させてくるのではあるまいか。このような国民（＝納税者）の観点からの「財政史＝国制史研

究」が一層要請されているように思われるのである。 

 

 

改めて仰ぎみる秀峰「岩手山」の雪に覆われて聳えたつその勇姿は，30余年前と同様に，歴史学徒

に語りかけてくるようである，「学問とは孤独な労働であり，研究者はその孤独に耐えねばならない」，

と。  

 

2011.3.11東日本大震災と福島原発事故の（友人，知人を含む）被災者の 

鎮魂と冥福を心より祈りつつ。 

2012年3月 
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